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１．調査概要 

（1）調査の目的 

男女共同参画に関する市民意識調査（以下「市民意識調査」という。）は，男女共同参画について

の市民の意識実態を把握するために，事業所の女性活躍推進に関するアンケート調査（以下「事業所

アンケート調査」という。）は，市内の事業所における雇用及び就業の状況をはじめ女性の活躍状況

等を把握するために実施する。両調査結果を計画策定の基礎資料とするとともに，今後の福山市の男

女共同参画・女性活躍推進施策の参考とすることを目的とする。 

（2）調査の内容 

市民意識調査 

(1)様々な分野での男女の平等感について 

(2)家庭生活について 

(3)地域・社会活動について 

(4)子育て・教育について 

(5)就労について 

(6)新型コロナウイルス感染症の影響について 

(7)女性の健康について 

(8)配偶者からの暴力（ＤＶ）について 

(9)男女共同参画施策について 

事業所アンケート調査 

(1)事業所の概要について 

(2)ポジティブ・アクションへの取組について 

(3)女性の活躍の推進について 

(4)ポジティブ・アクションのポイントを踏まえた働き方の実情について 

(5)女性が活躍する社会について 

(6)その他の取組について 

(7)男女共同参画社会の実現に向けた行政施策について 

（3）調査の実施要領 

市民意識調査 

(1)調査地域 福山市全域 

(2)調査対象 福山市在住の満18歳以上の市民 

(3)標本数  3,000人（女性 1,500人，男性 1,500人） 

(4)抽出方法 福山市住民基本台帳から無作為抽出 

(5)調査方法 郵送による配布，郵送及びオンラインによる回答 

(6)調査期間 2021年（令和3年）10月6日～10月31日 
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事業所アンケート調査 

(1)調査地域 福山市全域 

(2)調査対象 福山市内に本社がある事業所 

(3)標本数  300事業所 

(4)抽出方法 福山市に本社がある事業所から無作為抽出 

(5)調査方法 郵送による配布，郵送及びオンラインによる回答 

(6)調査期間 2021年（令和3年）10月6日～10月31日 

（4）回答状況 

市民意識調査 

(1)配布数 3,000件 

(2)有効回答数 964件（女性565件，男性358件，その他1件，性別無記入40件） 

(3)有効回収率 32.1％ 

事業所アンケート調査 

(1)配布数 300件 

(2)有効回答数 106件 

(3)有効回収率 35.3％ 

（5）集計に当たって 

割合は小数点以下第 2 位を四捨五入して小数点第 1 位で表記している。このため，数値の合計が

100.0％にならない場合がある。複数回答の設問は全ての割合の合計が100.0％を超えることがある。 

基数となるべき実数は，（N：number of cases の略）と表示している。回答の割合（％）は，その

質問の回答者数を基数として算出している。 

なお，グラフ内の選択肢の文章が長いものは一部簡略にしている。グラフの全体には，年齢・性別

の無回答分を含めている。 

また，文中の前回とは，2016 年（平成 28 年）に実施した「福山市男女共同参画に関する市民意識

調査」，「福山市事業所の女性活躍推進に関する事業所アンケート調査」のことで，前回調査と比べ

て傾向がみられる点を示している。 
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（6）調査結果概要 

市民意識調査 

①男女の平等感について 

「平等になっている」と回答した人は，④学校教育の場（45.6％）が８項目の中では最も多いが，

前回調査（48.0％）より微減している。 

⑤政治の場は，『男性のほうが優遇されている（「男性のほうが非常に優遇されている」「どちら

かといえば男性のほうが優遇されている」の計，以下同様）』の割合が 79.7％と，前回調査（71.1％）

より増加している。⑧社会全体でも，『男性のほうが優遇されている』の割合が 74.1％と，前回調査

（72.8％）より微増しており，男性優遇の意識が根強いことがうかがえる。 

性別では，各分野において女性は『男性のほうが優遇されている』と思っている割合が高く，特に⑥法

律や制度の上は，女性で57.9％，男性で37.4％と男女差（20.5ポイント）が大きい。 

⑧社会全体では，第４次計画において「平等になっている」の回答が 20.0％を目標としており，今回調

査においては 11.8％と 8.2 ポイント下回っている。また，今回の国調査では「平等になっている」の割合

が 21.2％と 9.4 ポイントの差異があり，社会全体での男性の優遇感を低減するための啓発は継続した課題

といえる。 

②家庭生活について 

『賛成（「賛成」「どちらかといえば賛成」の計，以下同様）』は，「①結婚は個人の自由である

から，結婚してもしなくてもどちらでもよい」（80.8％）が最も多く，前回調査（69.6％）より 11.2

ポイント増加している。「④必ず子どもをもつ必要はない」と「⑤結婚しても離婚すればよい」もそ

れぞれ 60％程度と，前回調査（50％程度）より増加している。『反対（「反対」「どちらかといえば

反対」の計，以下同様）』は，「②夫は働き妻は家庭を守る」と「③女性は家族を中心に生活」がそ

れぞれ 70％前後と，前回調査（60％程度）より増加しており，結婚や家庭に対する考えが変わってき

ていることがうかがえる。 

「②夫は働き妻は家庭を守る」に『賛成』する割合は 16.8％で，前回調査（26.7％）より 9.9 ポイ

ント減少している。また，性別で女性は 13.8％(前回調査 22.0％)と 8.2 ポイント，男性は 20.7％(前

回調査34.2％)と13.5ポイント減少している。 

③地域・社会活動について 

男性が様々な活動に参加するために必要だと思うことは，「③夫婦や家族間でのより良いコミュニ

ケーションづくりを図る」（74.7％）が最も多く，「①男性が家事等を行うことの男性自身の抵抗感

をなくす」（64.0％），「④年配者やまわりの人が，夫婦の役割分担などについての当事者の考えを

尊重する」（51.8％）と考えている人が多い。 

地域の防災（災害対応）活動を推進するにあたっては，「①防災計画などの策定にあたり，男女両

方の視点が入ること」が73.0％と多く，「②女性に配慮した避難所設備の確保」が57.6％と続いてい

る。 
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④子育て・教育について 

少子化の原因としては，「結婚しない人や晩婚の人が増えたから」（67.6％），「子育てにお金が

かかるから」（67.5％），「子育てと仕事の両立が難しいから」（55.9％），「収入面で将来に不安

があるから」（54.9％）が多い。 

子どもの育て方として，「そう思う」は，「②女の子も，経済的自立ができるように育てる」が

60.5％，「③男の子も，家事等ができるように育てる」が 57.5％と高い。「①女らしく男らしくしつ

ける」と「④3歳までは，母親が育児に専念する」は，「そう思わない」が多い。 

学校教育の場で重要なことは，「生活指導や進路指導において，男女の別なく能力を生かせるよう

配慮する」が73.3％と多く，前回調査（72.3％）と同程度となっている。 

⑤就労について 

女性が職業をもつことについては，「④子どもができても，ずっと仕事を続けるほうがよい」

（54.8％）が最も多く，前回調査（40.5％）より 14.3 ポイント増加している。また，年齢別では，60

～69歳で63.1％と多く，前回調査（39.3％）に比べて大きく増加している。 

女性が出産後も同じ職場で働き続けるために必要なこととしては，「①保育所や放課後児童クラブ

など，子どもを預けられる環境の整備」が 81.5％と最も多く，「④男性の家事参加への理解・意識改

革」，「⑧職場における育児・介護との両立支援制度の充実」，「⑤女性が働き続けることへの周囲

の理解・意識改革」が55％程度となっている。 

⑥配偶者等からの暴力（ＤＶ）について 

身体的，性的，精神的な暴力行為（ふるまい）について，「どんな場合でも暴力にあたる」と回答

した割合が前回調査に比べて全体的に高くなっており，ＤＶの認識度は高まっているといえる。しか

し，精神的暴力については，身体的，性的暴力に比べて低い。 

配偶者や交際相手からの身体的，精神的暴力について，「何度もあった」，「一・二度あった」と

回答した人は，女性のほうが多い。前回調査と比べると，配偶者からの被害は男女ともに微減してい

るが，交際相手からのデートＤＶ（交際中のＤＶ）については，男女ともに増加しており，身体的暴

力に関しては男性も10％を超えている。 

配偶者等からのＤＶ被害を受けた場合，「②相談しなかった」人が65.1％と多くを占めている。 

ＤＶに関する相談窓口で知っているものは，「①警察」（77.9％）が最も多く，前回調査（72.0％）

より微増している。次いで，「③広島県こども家庭センター」（17.8％）となっている。 

ＤＶ防止のために必要な取組は，「⑤被害者が早期に相談できるよう，身近な相談窓口を増やす」

（61.7％），「⑧加害者への罰則を強化する」（50.9％），「②学校・大学で児童・生徒・学生に対

し，暴力を防止するための教育を行う」（50.8％）と考えている人が多い。 

⑦男女共同参画に関する行政の施策について 

男女共同参画社会を形成していくために，行政が力を入れていくべきこととしては，「⑥保育の施

設や介護サービスを充実する」（47.8％），「①法律や制度の面で見直しを行う」（46.5％），「④

職場における男女の均等な取り扱いについて，周知徹底を行う」（42.6％），「⑤女性の就業機会を

増やしたり，従来女性の就労が少なかった分野などへの女性の進出を促進するため，職業教育や職業

訓練を充実する」（39.3％）と続いており，上位３項目は前回調査と同様の結果となっている。 

「イコールふくやま」の認知度については，「①実際に行ったことがある」が 3.2％（前回 5.5％）

と 2.3ポイント低くなり，「②行ったことはないが，名称は知っている」が 28.8％（前回 34.8％）と

6.0ポイント低くなり，認知度は 32.0％で，前回調査の 40.3％に比べて 8.3ポイント低く，第４次計

画の目標値（50.0％）には及んでいない。 
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事業所アンケート調査 

①事業所の概要と育休制度 

回答企業の業種では，「②製造業」30.2％（32事業所），「⑩医療・福祉」19.8％（21事業所），

「⑤卸売・小売業」15.1％（16事業所），「①建設業」11.3％（12事業所）が続いている。 

従業員数は，「④101人～300人」36.8％（39事業所）が多く，「②11人～50人」21.7％（23事業

所），「③51～100人」19.8％（21事業所），「⑤301人以上」18.9％（20事業所）と続いている。 

従業員（常時雇用）で育児休業取得者がいた事業所は 55 事業所で全体の 51.9％を占め，男女別の

取得状況は，女性は57事業所で270人，男性は18事業所で34人が取得しており，平均取得日数は女

性が269.2日，男性は62.3日である。 

②ポジティブ・アクションや女性活躍推進の取組 

女性管理職者数は，「①５人以下」の事業所が 76.4％（81事業所）と多く，前回調査（43.9％，47

事業所）から大きく増加している。 

ポジティブ・アクションの取組状況では，「①取り組んでいる」は 48.1％（51 事業所）におよび，

前回調査（33.6％，36事業所）より大きく増加している。「②今後取り組む予定」は27.4％（29事業

所），「④取り組む予定はない」は 22.6％（24 事業所），「③以前は取り組んでいた」が 0.9％（1

事業所）となっている。 

今後，管理職等に女性を登用することについて，「①積極的に登用しようと考える」は 69.8％（74

事業所）と多く，「②積極的に登用しようとは考えていない」は28.3％（30事業所）である。 

積極的に役員などに女性登用とする考えがない理由については，「⑩その他」が 36.7％（11 事業

所）と多く，「⑥役員に相応しい女性人材の育成が十分ではない」が 33.3％（10 事業所），「①女

性自身が管理職になることを希望しない」が30.0％（9事業所）で続いている。 

女性の活躍を推進する上で必要と考える取組について，「②公正・透明な人事管理制度，評価制度

の構築」が 33.0％（35 事業所），「④女性のモチベーションや就業意識を高めるための研修機会の

付与」と「⑥超過勤務削減などワーク・ライフ・バランスの推進」がともに 32.1％（34 事業所）と

多くみられる。 

女性の活躍を推進する上での問題点として，「②家庭責任を考慮する必要がある」が 54.7％（58

事業所）と多く，「①時間外労働，深夜業をさせにくい」34.0％（36 事業所），「⑥一般的に女性の

就業意識が低い」17.9％（19事業所）などが回答されている。 

特定事業主行動計画の策定状況ついて，次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画は

「①策定している」が67.9％（72事業所）と多く，前回調査（45.8％，49事業所）から大きく増加し

ている。 

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画は「③策定していない」が 41.5％（44 事業所）（前

回調査 73.8％，79事業所），「①策定している」が 40.6％（43事業所）（前回調査 21.5％，23事業

所）と同程度で，「②策定する予定である」が 16.0％（17 事業所）（前回調査 2.8％，3 事業所）で

ある。前回調査より「①策定している」と「②策定する予定である」は大きく増加している。 
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２．市民意識調査結果 

（1）様々な分野における男女の平等感 

問1 あなたは，次の①～⑧の各分野で，男女の地位は平等になっていると思いますか。 

『男性のほうが優遇（「男性のほうが非常に優遇されている」「どちらかといえば男性のほうが優

遇されている」の計，以下同様）』が多い分野は「⑤政治の場では」で 79.7％，「⑧社会全体では」

で74.1％，「⑦社会通念・慣習などでは」で73.9％，「平等になっている」が多い分野は「④学校教

育の場では」で45.6％，「①家庭では」で31.7％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問１　男女の地位〔％〕

N =

①家庭では 964

②職場では 964

③自治会などの地
域では

964

④学校教育の場で
は

964

⑤政治の場では 964

⑥法律や制度の上
では

964

⑦社会通念・習慣
などでは

964

⑧社会全体では 964

9.3

12.3

10.2

2.8

36.4

14.3

22.6

15.9

41.9

40.1

29.8

14.1

43.3

35.5

51.3

58.2

31.7

26.5

26.6

45.6

7.5

28.3

12.9

11.8

7.6

6.2

3.6

2.8

1.0

5.6

2.7

4.1

2.4

1.2

0.5

0.4

0.4

0.9

0.5

0.6

6.4

12.3

28.6

32.7

10.5

14.2

9.3

8.7

0.6

1.2

0.7

1.6

0.9

1.1

0.6

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性のほうが非常に優遇されている どちらかといえば男性のほうが優遇されている

平等になっている どちらかといえば女性のほうが優遇されている

女性のほうが非常に優遇されている わからない

無 回 答



7 

①家庭では 

全体では，『男性のほうが優遇』が51.2％と半数を超えており，「平等になっている」は31.7％で

ある。 

年齢別では，『男性のほうが優遇』は60歳～69歳，70歳以上でともに60％以上と多い。 

性別では，『男性のほうが優遇』は女性で56.9％，男性で42.2％と男女差が大きい。 

職業別では，『男性のほうが優遇』は商・工・サービス業の自営業主で62.8％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②職場では 

全体では，『男性のほうが優遇』が52.4％と半数を超え，「平等になっている」は26.5％である。 

年齢別では，『男性のほうが優遇』は18歳～29歳で 38.3％，30歳～39歳で45.4％と少なく，「平

等になっている」が30％台と多くなっている。 

性別では，『男性のほうが優遇』は女性で54.7％，男性で50.3％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問１　男女の地位①家庭では〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

9.3

5.1

7.5

13.8

7.7

10.0

11.4

11.9

4.5

41.9

30.9

33.5

40.4

44.0

56.2

48.8

45.0

37.7

31.7

39.7

41.6

30.3

33.0

21.5

24.4

28.7

38.5

7.6

12.5

6.8

5.9

4.3

8.5

8.9

5.7

10.1

2.4

2.9

4.3

2.1

2.9

0.8

1.6

3.6

6.4

8.8

6.2

6.9

6.7

3.1

5.7

6.7

5.0

0.6

0.5

1.4

0.8

0.5

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性のほうが非常に優遇されている どちらかといえば男性のほうが優遇されている

平等になっている どちらかといえば女性のほうが優遇されている

女性のほうが非常に優遇されている わからない

無 回 答

問１　男女の地位②職場〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

12.3

11.8

8.1

11.2

16.3

14.6

11.4

15.6

7.3

40.1

26.5

37.3

46.8

41.1

46.9

40.7

39.1

43.0

26.5

39.0

31.7

25.0

25.8

21.5

16.3

26.2

27.7

6.2

6.6

9.9

6.9

6.2

3.8

3.3

5.3

8.1

1.2

2.9

3.1

0.5

1.0

0.7

2.2

12.3

12.5

9.9

9.6

9.6

9.2

26.0

12.2

10.9

1.2

0.7

3.8

2.4

0.9

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性のほうが非常に優遇されている どちらかといえば男性のほうが優遇されている

平等になっている どちらかといえば女性のほうが優遇されている

女性のほうが非常に優遇されている わからない

無 回 答
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➂自治会（町内会），地域では 

全体では，『男性のほうが優遇』が 40.0％，「わからない」と「平等になっている」が 30％弱で

ある。 

年齢別では，『男性のほうが優遇』は18歳～29歳で 24.2％と最も少なく，30歳～39歳，40歳～49

歳で 40％弱，50歳代以上は 45％前後から 50.0％回答されている。50歳～59歳は前回（54.9％）より

8.9ポイント減少している。 

性別では，「平等になっている」は女性で 18.9％（前回 22.7％），男性で 40.2％（前回 31.2％）

と男女差が大きい。 

世帯構成別では，『男性のほうが優遇』は3世代世帯（親と子と孫）で49.0％とやや多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

④学校教育の場では 

全体では，『男性のほうが優遇』が16.9％と少なく，「平等になっている」が45.6％，「わからな

い」が32.7％である。 

年齢別では，「平等になっている」は 18歳～29歳で 56.6％と最も多く，70歳以上は 38.2％である。 

性別では，『男性のほうが優遇』は女性で19.2％，男性で12.9％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問１　男女の地位③自治会などの地域〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

10.2

5.1

9.3

9.0

13.9

12.3

9.8

13.1

5.3

29.8

19.1

27.3

28.2

32.1

37.7

35.0

32.7

25.1

26.6

27.9

21.1

26.6

23.0

28.5

37.4

18.9

40.2

3.6

2.2

3.7

2.1

4.3

4.6

5.7

3.9

3.4

0.5

1.5

1.2

0.8

0.2

0.8

28.6

43.4

37.3

33.0

26.8

15.4

11.4

30.8

24.3

0.7

0.7

1.1

0.8

0.8

0.4

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性のほうが非常に優遇されている どちらかといえば男性のほうが優遇されている

平等になっている どちらかといえば女性のほうが優遇されている

女性のほうが非常に優遇されている わからない

無 回 答

問１　男女の地位④学校教育の場〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

2.8

2.9

3.1

3.7

3.3

0.8

0.8

3.4

1.4

14.1

12.5

12.4

13.3

13.4

18.5

17.1

15.8

11.5

45.6

56.6

42.2

48.9

44.0

44.6

38.2

45.3

48.0

2.8

4.4

1.9

3.7

2.4

2.3

1.6

2.1

3.4

0.4

1.5

1.2

0.2

0.8

32.7

21.3

39.1

30.3

35.9

30.8

38.2

32.4

33.0

1.6

0.7

1.0

3.1

4.1

0.9

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性のほうが非常に優遇されている どちらかといえば男性のほうが優遇されている

平等になっている どちらかといえば女性のほうが優遇されている

女性のほうが非常に優遇されている わからない

無 回 答
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⑤政治の場では 

全体では，『男性のほうが優遇』が 79.7％と多く，前回（71.1％）より増加している。「平等にな

っている」は7.5％である。 

年齢別では，『男性のほうが優遇』はほとんどの年代で多いが，18歳～29歳で69.9％と少ない。 

性別では，『男性のほうが優遇』は女性で 83.4％（前回 75.3％），男性で 74.8％（前回 66.9％）

と男女ともに前回調査より増加している。 

職業別では，『男性のほうが優遇』は管理職で88.6％とやや多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⑥法律や制度の上では 

全体では，『男性のほうが優遇』が49.8％とほぼ半数で，「平等になっている」は28.3％である。 

年齢別では，『男性のほうが優遇』は 18歳～29歳，70歳以上でそれぞれ 33.9％，44.7％と少ない。 

性別では，『男性のほうが優遇』は女性で57.9％，男性で37.4％と男女差が大きい。 

職業別では，『男性のほうが優遇』は管理職，パート・アルバイトでそれぞれ 62.9％，62.4％と多

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問１　男女の地位⑤政治の場〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

36.4

34.6

38.5

38.8

37.8

33.1

33.3

41.1

28.2

43.3

35.3

40.4

42.6

45.0

48.5

49.6

42.3

46.6

7.5

10.3

6.2

9.0

4.3

10.0

6.5

5.3

10.3

1.0

1.5

0.6

0.5

1.4

1.5

0.8

0.2

2.5

0.4

1.5

0.6

0.8

0.0

0.8

10.5

16.2

13.0

9.0

11.0

4.6

8.1

10.1

11.2

0.9

0.7

0.6

0.5

1.5

1.6

1.1

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性のほうが非常に優遇されている どちらかといえば男性のほうが優遇されている

平等になっている どちらかといえば女性のほうが優遇されている

女性のほうが非常に優遇されている わからない

無 回 答

問１　男女の地位⑥法律や制度の上〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

14.3

9.6

19.9

13.3

16.7

10.0

13.0

17.5

8.1

35.5

24.3

26.7

38.3

41.1

50.0

31.7

40.4

29.3

28.3

29.4

26.7

25.0

25.4

29.2

37.4

22.1

38.5

5.6

9.6

7.5

8.5

4.3

2.3

0.8

3.7

9.2

0.9

2.2

2.5

0.5

0.5

0.2

2.2

14.2

23.5

16.8

13.3

11.5

7.7

13.8

15.2

11.2

1.1

1.5

1.1

0.5

0.8

3.3

0.9

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性のほうが非常に優遇されている どちらかといえば男性のほうが優遇されている

平等になっている どちらかといえば女性のほうが優遇されている

女性のほうが非常に優遇されている わからない

無 回 答
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⑦社会通念・慣習などでは 

全体では，『男性のほうが優遇』が73.9％で，「平等になっている」は12.9％である。 

年齢別では，『男性のほうが優遇』は 18歳～29歳で 58.8％と最も少なく，年齢が上がると多くな

り，60歳～69歳で82.3％と最も多い。 

性別では，『男性のほうが優遇』は女性で79.5％，男性で65.9％と男女差が大きい。 

職業別では，『男性のほうが優遇』はパート・アルバイトで80.1％とやや多い。 

世帯構成別では，『男性のほうが優遇』は3世代世帯（親と子と孫）で82.3％とやや多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧社会全体では 

全体では，『男性のほうが優遇』が74.1％で，「平等になっている」は11.8％である。 

年齢別では，『男性のほうが優遇』は 18歳～29歳で 55.9％（前回 65.5％）と最も少なく，年齢が

上がると多くなり，60歳～69歳で85.3％（前回 79.3％）と最も多い。前回調査より18歳～29歳は減

少し，60歳～69歳は微増している。 

性別では，『男性のほうが優遇』は女性で80.9％，男性で64.3％と男女差が大きい。 

職業別では，『男性のほうが優遇』は家事専業，管理職で85％前後と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問１　男女の地位⑦社会通念・慣習など〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

22.6

18.4

22.4

23.9

26.3

20.8

22.8

29.4

12.0

51.3

40.4

46.0

51.1

52.2

61.5

56.9

50.1

53.9

12.9

14.7

13.7

11.7

14.8

8.5

13.8

8.7

19.8

2.7

5.1

3.7

3.2

1.0

3.1

0.8

1.1

5.3

0.5

0.7

1.2

0.5

0.8

0.4

0.8

9.3

19.9

13.0

9.0

5.3

5.4

4.1

9.7

7.8

0.6

0.7

0.5

0.5

1.6

0.7

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性のほうが非常に優遇されている どちらかといえば男性のほうが優遇されている

平等になっている どちらかといえば女性のほうが優遇されている

女性のほうが非常に優遇されている わからない

無 回 答

問１　男女の地位⑧社会全体〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

15.9

14.7

18.0

16.0

18.7

11.5

13.8

20.5

8.4

58.2

41.2

49.7

60.1

61.7

73.8

63.4

60.4

55.9

11.8

16.9

13.7

12.8

8.6

6.9

14.6

8.5

17.9

4.1

6.6

7.5

3.2

4.3

2.3

0.8

1.6

8.1

0.6

1.5

1.9

0.8

0.4

1.1

8.7

19.1

9.3

8.0

6.2

3.1

6.5

8.3

8.1

0.6

0.5

1.5

0.8

0.4

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性のほうが非常に優遇されている どちらかといえば男性のほうが優遇されている

平等になっている どちらかといえば女性のほうが優遇されている

女性のほうが非常に優遇されている わからない

無 回 答
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（2）家庭生活に関すること 

問2 あなたは，結婚や家庭に関する次の①～⑤のような考え方について，どのように思いますか。 

全体では，『賛成（「賛成」「どちらかといえば賛成」の計，以下同様）』は，「①結婚は個人の

自由であるから，結婚してもしなくてもどちらでもよい」で 80.8％，「④必ず子どもをもつ必要はな

い」で 64.8％，「⑤結婚しても離婚すればよい」で 62.2％と多く，『反対（「反対」「どちらかとい

えば反対」の計，以下同様）』は，「②夫は働き妻は家庭を守る」が 73.0％，「③女性は家族を中心

に生活」が68.4％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①結婚は個人の自由であるから，結婚してもしなくてもどちらでもよい 

全体では，『賛成』が80.8％と多く，前回（69.6％）より11.2ポイント増加している。 

年齢別では，『賛成』は18歳～29歳で94.1％（前回85.6％），40歳～49歳で91.5％（前回78.4％）

と多く，70 歳以上は 61.8％（前回 39.8％）と少ないが，各年代とも前回より増加しており，特に 70

歳以上で22.0ポイント増加している。 

性別では，『賛成』は女性で 85.8％（前回 77.9％），男性で 73.2％（前回 57.8％）と男女ともに

前回より増加しており，男女差が縮小している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問２　結婚・家庭の考え〔％〕

N =

①結婚は個人の自由で
あるから，結婚してもし
なくてもどちらでもよい

964

②夫は働き妻は家庭を
守る

964

➂女性は家族を中心に
生活

964

➃必ず子どもをもつ必
要はない

964

⑤結婚しても離婚すれ
ばよい

964

55.5

1.7

3.4

42.9

32.2

25.3

15.1

20.9

21.9

30.0

11.4

30.4

31.8

17.7

19.1

3.5

42.6

36.6

7.0

5.5

3.9

9.9

7.2

10.3

13.0

0.3

0.3

0.1

0.2

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない 無 回 答

問２　結婚・家庭の考え①結婚は個人の自由であるから，結婚してもしなくてもどちらでもよい〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

55.5

80.9

70.8

63.3

48.3

32.3

32.5

61.2

47.2

25.3

13.2

17.4

28.2

27.8

35.4

29.3

24.6

26.0

11.4

2.9

8.7

3.7

13.4

22.3

22.0

8.0

17.0

3.5

1.9

1.1

3.8

5.4

10.6

1.8

6.4

3.9

2.9

1.2

3.7

6.7

4.6

3.3

4.2

2.8

0.3

2.4

0.2

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない 無 回 答
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②夫は外で働き，妻は家庭を守るべきである 

全体では，『反対』が73.0％と多く，前回（60.6％）より12.4ポイント増加している。 

年齢別では，『賛成』は 70歳以上で 26.8％と最も多いが，前回（48.9％）より 22.1ポイント減少

している。 

性別では，『賛成』は女性で 13.8％（前回 22.0％），男性で 20.7％（前回 34.2％）と男女ともに

前回より減少しており，特に男性は13.5ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➂女性は結婚したら，自分自身のことより，夫や子どもなど家族を中心に考えて生活した方がよい 

全体では，『反対』が68.4％多く，前回（56.0％）より12.4ポイント増加している。 

年齢別では，『賛成』は 70歳以上で 40.6％と最も多いが，前回（53.3％）に比べて 12.7ポイント

減少している。 

職業別では，『賛成』は商・工・サービス業の自営業主，その他で35％程度と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２　結婚・家庭の考え②夫は働き妻は家庭を守る〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

1.7

2.9

2.5

1.4

1.5

2.4

1.6

2.0

15.1

11.0

14.9

12.8

14.4

13.8

24.4

12.2

18.7

30.4

16.2

26.7

30.3

34.4

36.2

37.4

27.8

34.9

42.6

58.1

44.1

45.2

41.1

42.3

25.2

48.7

34.6

9.9

11.8

11.8

11.7

8.1

6.2

9.8

9.6

9.5

0.3

0.5

0.8

0.2

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない 無 回 答

問２　結婚・家庭の考え③女性は家族を中心に生活〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

3.4

1.5

3.7

1.6

2.4

3.1

8.1

3.0

3.6

20.9

14.0

18.0

16.5

23.0

24.6

32.5

20.4

22.6

31.8

33.8

28.0

29.3

33.0

36.9

31.7

31.9

32.4

36.6

39.7

44.1

42.6

36.8

30.8

19.5

38.8

32.4

7.2

11.0

6.2

10.1

4.8

4.6

7.3

6.0

8.7

0.1

0.8

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない 無 回 答
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④結婚しても必ずしも子どもをもつ必要はない 

全体では，『賛成』が64.8％と多く，前回（50.9％）より13.9ポイント増加している。 

年齢別では，『賛成』は18歳～29歳で88.2％（前回72.7％），40歳～49歳で79.2％（前回60.8％）

と多く，70歳以上は 37.4％（前回 25.5％）だが，各年代とも前回より増加しており，特に 40歳～49

歳で18.4ポイント増加している。 

性別では，『賛成』は女性で 72.9％（前回 58.2％），男性で 53.6％（前回 40.6％）と男女ともに

前回より10％以上増加しているが，男女差は大きい。 

職業別では，『賛成』は学生，派遣・契約社員でそれぞれ88.7％，73.5％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問２　結婚・家庭の考え④必ず子どもをもつ必要はない〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

42.9

66.9

58.4

45.7

38.8

23.1

21.1

49.9

33.5

21.9

21.3

18.6

33.5

18.2

22.3

16.3

23.0

20.1

17.7

5.1

13.0

9.0

21.1

26.9

34.1

13.5

24.3

7.0

1.5

2.5

3.7

8.6

12.3

15.4

4.1

11.7

10.3

5.1

7.5

8.0

13.4

14.6

12.2

9.4

10.1

0.2

0.8

0.8

0.2

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない 無 回 答
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⑤結婚しても相手に満足できないときは離婚すればよい 

全体では，『賛成』が62.2％と多く，前回（50.4％）より11.8ポイント増加している。 

年齢別では，『賛成』は 30歳～39歳で 70.2％（前回 56.2％）と最も多く，年齢が上がると少なく

なり，70 歳以上は 45.5％（前回 37.6％）と最も少ないが，各年代とも前回より増加しており，特に

30歳～39歳で14.0ポイント増加している。 

性別では，『賛成』は女性で 69.0％（前回 56.3％），男性で 52.3％（前回 41.7％）と男女ともに

前回より10％以上増加しているが，男女差は大きい。 

職業別では，『賛成』は派遣・契約社員で79.5％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問２　結婚等の考え⑤結婚しても離婚すればよい〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

32.2

42.6

43.5

39.9

29.2

16.2

15.4

36.6

26.0

30.0

25.7

26.7

25.0

32.5

42.3

30.1

32.4

26.3

19.1

11.8

13.0

20.7

20.1

22.3

26.8

14.9

25.7

5.5

5.9

6.2

2.1

5.7

4.6

8.9

3.9

7.8

13.0

14.0

10.6

11.7

12.4

13.8

17.9

12.0

13.7

0.3

0.5

0.8

0.8

0.2

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない 無 回 答
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問３　男性が家事・育児を行うこと〔複数回答・％〕
N = 964

％

①男性も家事・育児を行うこと
は当然である

②時間の使い方が効率的で
仕事もできる

③男性自身も充実感が得ら
れる

④子どもにいい影響を与える

⑤仕事と両立させることは現
実として難しい

⑥家事・育児は女性のほうが
向いている

⑦妻が家事・育児をしていな
いと誤解される

⑧周囲から冷たい目で見られ
る

⑨男性は家事・育児を行うべ
きではない

⑩その他

⑪特にない

⑫わからない

無　回　答

73.1

34.6

34.6

68.5

34.4

18.4

12.6

2.6

0.2

3.0

1.7

1.6

0.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

問3 あなたは，男性が家事・育児を行うことについて，どのようなイメージをお持ちですか。 

全体では，「①男性も家事・育児を行うことは当然である」が 73.1％，「④子どもにいい影響を与

える」が 68.5％と多く，「②時間の使い方が効率的で仕事もできる」，「③男性自身も充実感が得ら

れる」がともに34.6％，「⑤仕事と両立させることは現実として難しい」が34.4％で続いている。 

年齢別では，70 歳以上で「⑤仕事と両立させることは現実として難しい」が 47.2％，「⑥家事・

育児は女性のほうが向いている」が33.3％と多い。 

性別では，「④子どもにいい影響を与える」は女性で74.5％，男性で60.1％と男女差が大きい。 

性年齢別では，「④子どもにいい影響を与える」は女性の 30歳～39歳と 60歳～69歳で 80％を超

えて多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
             （％） 

N＝ 

①男性も家

事・育児を行

うことは当然

である 

②時間の使

い方が効率

的で仕事も

できる 

③男性自身

も充実感が

得られる 

④子どもに

いい影響を

与える 

⑤仕事と両

立させること

は現実として

難しい 

⑥家事・育児

は女性のほ

うが向いてい

る 

⑦妻が家事・

育児をしてい

ないと誤解さ

れる 

⑧周囲から

冷たい目で

見られる 

⑨男性は家

事・育児を行

うべきではな

い 

⑩その他 
⑪特にな

い 

⑫わから

ない 
無回答 

全体 964 73.1 34.6 34.6 68.5 34.4 18.4 12.6 2.6 0.2 3.0 1.7 1.6 0.7 
18歳～ 

29歳 136 74.3 43.4 36.0 72.1 33.1 11.8 12.5 2.9 0.0 0.7 2.2 0.7 0.0 

30歳～ 

39歳 161 75.2 39.1 36.0 73.9 31.7 16.1 16.1 3.1 0.0 3.7 0.6 1.2 1.2 

40歳～ 

49歳 
188 74.5 36.2 32.4 68.1 28.2 12.8 12.8 3.7 0.0 3.2 2.1 1.6 0.0 

50歳～ 

59歳 
209 73.2 31.6 41.1 66.0 36.4 18.7 12.9 2.9 0.5 1.9 1.4 1.9 1.4 

60歳～ 

69歳 
130 73.1 31.5 31.5 72.3 33.8 19.2 9.2 0.8 0.0 4.6 2.3 0.8 1.5 

70歳 

以上 
123 65.9 27.6 27.6 59.3 47.2 33.3 10.6 1.6 0.8 4.9 1.6 2.4 0.0 

女性 565 74.9 38.8 35.2 74.5 30.8 15.9 15.4 3.0 0.2 3.7 1.2 1.6 0.5 
男性 358 69.6 29.9 35.2 60.1 39.7 21.8 7.0 1.1 0.3 2.2 2.2 0.8 1.1 

家庭の事情により協力し合い行うべき，得意な事を夫婦で分担すれば良いなど 
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問４　男性の働き方で受け入れられるもの〔複数回答・％〕
N = 964

％

①育児・介護のための休暇を
取得する

②リフレッシュのための休暇
を取得する

③育児・介護のための短時間
勤務制度を活用する

④仕事と育児等の両立のた
め仕事を軽減してもらう

⑤仕事と育児等の両立のた
め賃金が下がっても転職する

⑥育児・介護のためにいった
ん離職する

⑦主夫として，家事・育児・介
護を行う

⑧その他

⑨特にない

⑩わからない

無　回　答

72.8

62.7

59.9

45.5

13.2

8.6

19.4

2.0

3.3

4.5

1.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

問4 男性が，仕事以外の生活も重視した働き方を選択することについて，あなたが受け入れられるものは

どれですか。 

全体では，「①育児・介護のための休暇を取得する」が72.8％（前回61.9％）と最も多く，「②リ

フレッシュのための休暇を取得する」が62.7％（前回56.2％），「③育児・介護のための短時間勤務

制度を活用する」が59.9％（前回45.9％），「④仕事と育児等の両立のため仕事を軽減してもらう」

が45.5％（前回38.4％）で続いている。前回より回答率が増加しており，特に「③育児・介護のため

の短時間勤務制度を活用する」は14.0ポイント増加している。 

年齢別では，18 歳～29 歳で「①育児・介護のための休暇を取得する」が 83.8％，「③育児・介護

のための短時間勤務制度を活用する」が 69.9％，「④仕事と育児等の両立のため仕事を軽減してもら

う」が60.3％と多い。 

性別では，「③育児・介護のための短時間勤務制度を活用する」は女性で66.2％，男性で49.7％と

男女差が大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

できる状況の方がする，収入や労働環境に関することなど 



17 

           （％） 

N＝ 

①育児・介護

のための休暇

を取得する 

②リフレッシュ

のための休暇

を取得する 

③育児・介護

のための短時

間勤務制度を

活用する 

④仕事と育児

等の両立のた

め仕事を軽減

してもらう 

⑤仕事と育児

等の両立のた

め賃金が下

がっても転職

する 

⑥育児・介護

のためにいっ

たん離職する 

⑦主夫として，

家事・育児・介

護を行う 

⑧その

他 

⑨特に

ない 

⑩わか

らない 
無回答 

全体 964 72.8 62.7 59.9 45.5 13.2 8.6 19.4 2.0 3.3 4.5 1.2 
18歳～ 

29歳 136 83.8 67.6 69.9 60.3 19.1 16.2 30.9 2.2 0.7 2.9 0.0 

30歳～ 

39歳 
161 75.8 73.9 63.4 51.6 19.3 14.3 22.4 2.5 3.1 3.1 1.2 

40歳～ 

49歳 
188 69.1 64.9 58.5 47.9 13.8 4.8 16.0 1.1 3.7 4.8 0.5 

50歳～ 

59歳 
209 72.7 62.7 61.2 44.0 15.3 11.5 20.1 2.4 3.3 4.8 1.4 

60歳～ 

69歳 
130 70.8 54.6 59.2 40.0 3.8 2.3 15.4 2.3 5.4 3.1 3.1 

70歳 

以上 
123 65.9 47.2 44.7 26.0 4.1 0.8 11.4 1.6 4.1 8.9 1.6 

女性 565 76.8 61.6 66.2 48.8 12.7 9.0 20.0 2.7 2.3 3.7 0.7 
男性 358 67.0 64.5 49.7 40.2 13.1 7.5 18.2 1.1 5.0 5.0 2.2 
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（3）地域・社会活動に関すること 

問5 あなたは，今後，男性が女性とともに家事，子育て，介護，地域活動に積極的に参加していくために

は，どのようなことが必要だと思いますか。 

全体では，「③夫婦や家族間でのより良いコミュニケーションづくりを図る」が 74.7％（前回

70.5％）と最も多く，「①男性が家事等を行うことの男性自身の抵抗感をなくす」が 64.0％（前回

57.7％），「④周囲が当事者夫婦の役割分担等の考えを尊重する」が 51.8％（前回 44.8％），「⑦労

働時間短縮や休暇制度の活用で仕事以外の時間を増やす」が50.1％（前回39.5％）で続いている。前

回より回答率が増加しており，特に「⑦労働時間短縮や休暇制度の活用で仕事以外の時間を増やす」

は10.6ポイント増加している。 

年齢別では，18 歳～29 歳で「③夫婦や家族間でのより良いコミュニケーションづくりを図る」が

85.3％，「②男性が家事等を行うことの男性自身の抵抗感をなくす」が 71.3％，「⑦労働時間短縮や

休暇制度の活用で仕事以外の時間を増やす」が63.2％と多い。 

性別では，「④周囲が当事者夫婦の役割分担等の考えを尊重する」は女性で57.7％，男性で43.3％

と男女差が大きい。 

性年齢別では，「④周囲が当事者夫婦の役割分担等の考えを尊重する」は女性の 30歳～39歳と 70

歳以上で60％を超えて多い。 

職業別では，「③夫婦や家族間でのより良いコミュニケーションづくりを図る」は学生で 88.6％と

多い。 
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問５　男性が家事・子育て等の参加に必要なこと〔複数回答・％〕
N = 964

％

①男性が家事等を行うことの
男性自身の抵抗感をなくす

②男性が家事等を行うことの
女性の抵抗感をなくす

③夫婦や家族間でのより良い
コミュニケーションづくりを図る

④周囲が当事者夫婦の役割
分担等の考えを尊重する

⑤社会の中で男性による家
事等についての評価を高める

⑥仕事と家庭の両立等の問
題を相談できる窓口を充実す
る

⑦労働時間短縮や休暇制度
の活用で仕事以外の時間を
増やす

⑧男性が家事等に関心を高
めるような啓発や情報提供を
行う

⑨市などの研修により男性の
家事や子育て等の技能を高
める

⑩男性が子育てや介護等を
行うための仲間づくりを進め
る

⑪その他

⑫特に必要なことはない

⑬わからない

無　回　答

64.0

27.9

74.7

51.8

44.2

26.7

50.1

27.1

19.4

26.7

2.7

0.5

2.9

0.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

              （％） 

N＝ 

①男性が

家事等を

行うことの

男性自身

の抵抗感

をなくす 

②男性が

家事等を

行うことの

女性の抵

抗感をなく

す 

③夫婦や

家族間で

のより良

いコミュニ

ケーション

づくりを図

る 

④周囲が

当事者夫

婦の役割

分担等の

考えを尊

重する 

⑤社会の

中で男性

による家

事等につ

いての評

価を高め

る 

⑥仕事と

家庭の両

立等の問

題を相談

できる窓

口を充実

する 

⑦労働時

間短縮や

休暇制度

の活用で

仕事以外

の時間を

増やす 

⑧男性が

家事等に

関心を高

めるような

啓発や情

報提供を

行う 

⑨市など

の研修に

より男性

の家事や

子育て等

の技能を

高める 

⑩男性が

子育てや

介護等を

行うため

の仲間づ

くりを進め

る 

⑪その

他 

⑫特に

必要な

ことはな

い 

⑬わか

らない 
無回答 

全体 964 64.0 27.9 74.7 51.8 44.2 26.7 50.1 27.1 19.4 26.7 2.7 0.5 2.9 0.8 
18歳～ 

29歳 
136 71.3 29.4 85.3 47.1 44.9 33.8 63.2 31.6 25.7 34.6 2.9 0.0 2.9 0.0 

30歳～ 

39歳 
161 59.0 23.6 73.9 55.9 48.4 19.3 60.2 24.8 15.5 22.4 3.1 0.6 1.2 1.2 

40歳～ 

49歳 
188 59.6 25.0 70.2 52.7 44.7 19.7 49.5 27.7 11.7 23.4 3.7 1.1 2.1 0.5 

50歳～ 

59歳 
209 69.9 35.9 66.5 48.8 45.5 31.6 43.1 26.3 19.1 27.8 3.3 0.5 4.3 1.0 

60歳～ 

69歳 
130 66.9 21.5 78.5 50.8 43.8 26.2 46.9 23.1 24.6 29.2 0.0 0.8 1.5 1.5 

70歳 

以上 
123 57.7 29.3 78.9 58.5 37.4 30.1 38.2 30.1 22.0 22.0 2.4 0.0 5.7 0.8 

女性 565 67.6 31.2 76.1 57.7 47.6 27.4 50.6 32.7 20.4 29.2 2.7 0.2 2.8 0.5 
男性 358 58.7 22.9 71.8 43.3 39.1 24.3 49.4 18.4 16.5 20.7 3.1 0.8 2.5 1.4 

  

収入や制度など労働条件に関することなど 
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問６　防災活動に関して必要なこと〔複数回答・％〕
N = 964

％

①防災計画などの策定にあ
たり，男女両方の視点が入る
こと

②防災訓練などへの女性の
積極的な参画

③女性の消防職員や消防団
員の育成

④自主防災組織における女
性の積極的な参画や活動

⑤女性に配慮した避難所設
備の確保

⑥女性に配慮した防災マニュ
アルの整備

⑦女性が多く集まる会合等で
の研修・訓練

⑧その他

⑨特に必要なことはない

⑩わからない

無　回　答

73.0

34.9

28.2

27.7

57.6

35.6

13.5

1.2

2.5

7.0

0.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

問6 あなたは，防災（災害復興も含みます）活動に関して，男女共同参画を推進していくためには，どの

ようなことが必要だと思いますか。 

全体では，「①防災計画などの策定にあたり，男女両方の視点が入ること」が 73.0％と多く，「⑤

女性に配慮した避難所設備の確保」が57.6％，「⑥女性に配慮した防災マニュアルの整備」が35.6％，

「②防災訓練などへの女性の積極的な参画」が34.9％で続いている。 

年齢別では，70 歳以上で「①防災計画などの策定にあたり，男女両方の視点が入ること」が

81.3％，「②防災訓練などへの女性の積極的な参画」が50.4％と多い。 

性別では，「⑤女性に配慮した避難所設備の確保」は女性で60.7％，男性で51.4％と男女差がみら

れる。 

性年齢別では，「⑤女性に配慮した避難所設備の確保」は女性の60歳～69歳で68.1％と多い。 

世帯構成別では，「①防災計画などの策定にあたり，男女両方の視点が入ること」は単身世帯（一

人暮らし）で84.0％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

参加を義務化する，安全を確保できる計画を考えれば良い，若い男性の参画をしやすくするなど 
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           （％） 

N＝ 

①防災計画な

どの策定にあ

たり，男女両

方の視点が

入ること 

②防災訓練な

どへの女性の

積極的な参画 

③女性の消

防職員や消

防団員の育

成 

④自主防災

組織における

女性の積極

的な参画や活

動 

⑤女性に配慮

した避難所設

備の確保 

⑥女性に配慮

した防災マニ

ュアルの整備 

⑦女性が多く

集まる会合等

での研修・訓

練 

⑧その

他 

⑨特に

必要な

ことはな

い 

⑩わか

らない 
無回答 

全体 964 73.0 34.9 28.2 27.7 57.6 35.6 13.5 1.2 2.5 7.0 0.8 
18歳～ 

29歳 136 72.8 28.7 28.7 16.9 52.2 37.5 10.3 1.5 2.2 9.6 0.0 

30歳～ 

39歳 
161 67.1 28.0 25.5 18.6 55.9 37.9 14.9 1.2 2.5 6.2 1.2 

40歳～ 

49歳 
188 66.5 26.6 28.7 23.9 61.7 35.6 12.2 2.1 4.3 9.6 0.5 

50歳～ 

59歳 
209 77.0 34.9 26.8 28.2 59.3 34.0 13.4 1.4 2.7 8.1 1.0 

60歳～ 

69歳 
130 76.9 42.3 27.7 36.9 57.7 30.8 15.4 0.0 2.9 3.8 1.5 

70歳 

以上 
123 81.3 50.4 33.3 41.5 53.7 36.6 14.6 0.8 0.8 3.3 0.8 

女性 565 72.0 33.3 26.2 25.5 60.7 36.8 15.4 1.1 1.6 8.0 0.5 
男性 358 74.9 36.0 31.0 30.4 51.4 32.4 10.3 1.7 2.5 5.3 1.4 
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問７　市の会議等への参加促進に必要なこと〔複数回答・％〕
N = 964

％

①短時間休暇等の制度があ
る

②市の会議等の参加に家庭
や職場など周囲の理解があ
る

③市の会議等に関する情報
を得ることができる

④市の会議等が仕事や家庭
生活と両立できる日程で設定
されている

⑤一緒に参加・活動できる仲
間がいる

⑥その他

⑦特に必要なことはない

⑧わからない

無　回　答

36.5

46.9

33.9

40.9

36.9

1.9

5.0

12.6

1.2

0 10 20 30 40 50 60

問7 あなたは，今後，市の会議や地域活動に参加しやすくするためには，どのようなことが必要だと思い

ますか。 

全体では，「②市の会議等の参加に家庭や職場など周囲の理解がある」が 46.9％と多く，「④市の

会議等が仕事や家庭生活と両立できる日程で設定されている」が 40.9％，「⑤一緒に参加・活動でき

る仲間がいる」が36.9％，「①短時間休暇等の制度がある」が36.5％である。 

年齢別では，18 歳～29 歳で「⑤一緒に参加・活動できる仲間がいる」が 45.6％，「①短時間休暇

等の制度がある」が44.9％と多い。 

性別では，「④市の会議等が仕事や家庭生活と両立できる日程で設定されている」は女性で 43.7％，

男性で36.9％である。 

性年齢別では，「④市の会議等が仕事や家庭生活と両立できる日程で設定されている」は女性の

70歳以上で50.7％と多い。 

職業別では，「①短時間休暇等の制度がある」は正社員・正職員で46.0％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大人も子ども知って理解してもらう，議題を明確にして無駄がないものにする，必要とされていれ
ばいつでも参加するなど 
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         （％） 

N＝ 

①短時間休暇等

の制度がある 

②市の会議等の

参加に家庭や職

場など周囲の理

解がある 

③市の会議等に

関する情報を得

ることができる 

④市の会議等が

仕事や家庭生活

と両立できる日程

で設定されている 

⑤一緒に参加・

活動できる仲間

がいる 

⑥その他 
⑦特に必要

なことはない 

⑧わからな

い 
無回答 

全体 964 36.5 46.9 33.9 40.9 36.9 1.9 5.0 12.6 1.2 
18歳～ 

29歳 136 44.9 47.1 39.0 39.7 45.6 1.5 5.1 13.2 0.0 

30歳～ 

39歳 161 42.2 49.7 31.7 41.6 40.4 1.2 6.8 9.3 1.2 

40歳～ 

49歳 188 39.9 48.4 27.1 38.8 33.0 1.1 3.7 14.9 0.5 

50歳～ 

59歳 209 37.8 47.4 29.7 45.5 33.5 3.8 4.3 12.4 1.0 

60歳～ 

69歳 130 35.4 49.2 36.9 41.5 37.7 0.0 4.6 9.2 1.5 

70歳 

以上 
123 15.4 38.2 43.1 35.8 36.6 1.6 6.5 16.3 4.1 

女性 565 36.1 48.5 35.6 43.7 39.5 1.8 4.6 12.2 0.9 
男性 358 38.3 44.4 30.7 36.9 34.1 1.7 5.6 12.3 2.0 
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問８　少子化が進む原因〔複数回答・％〕
N = 964

％

①子育てにお金がかかるから

②育児は精神的・肉体的負担
が大きいから

③住宅事情が悪いから

④子育てを支援する制度や
環境が十分ではないから

⑤子育ては母親の負担が大
きく父親の協力が足りないか
ら

⑥子育てと仕事の両立が難し
いから

⑦結婚しない人や晩婚の人
が増えたから

⑧子育てに自信が持てない人
が多いから

⑨夫婦を中心に結婚や家庭
を考える人が増えたから

⑩収入面で将来に不安があ
るから

⑪その他

⑫わからない

無　回　答

67.5

41.8

11.6

46.7

32.6

55.9

67.6

16.1

17.7

54.9

4.4

1.8

0.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

（4）子育て・教育に関すること 

問8 出生率が低下し，少子化が進んでいますが，あなたは，その原因は何だと思いますか。 

全体では，「⑦結婚しない人や晩婚の人が増えたから」が 67.6％，「①子育てにお金がかかるから」

が67.5％と多く，「⑥子育てと仕事の両立が難しいから」は55.9％，「⑩収入面で将来に不安がある

から」が54.9％である。 

年齢別では，18 歳～29 歳で「①子育てにお金がかかるから」が 80.9％，「④子育てを支援する制

度や環境が十分ではないから」と「②育児は精神的・肉体的負担が大きいから」がともに 55.1％と多

い。 

性別では，「⑥子育てと仕事の両立が難しいから」と「⑤子育ては母親の負担が大きく父親の協力

が足りないから」は女性でそれぞれ60.5％，38.1％，男性で48.0％，22.6％と男女差が大きい。 

性年齢別では，「⑤子育ては母親の負担が大きく父親の協力が足りないから」は女性の 20 歳～29

歳で48.6％と多い。 

職業別では，「⑩収入面で将来に不安があるから」はパート・アルバイトで64.5％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

不妊の人が増えたこと，経済的な負担や雇用に関することなど 



25 

             （％） 

N＝ 

①子育て

にお金が

かかるか

ら 

②育児は

精神的・

肉体的負

担が大き

いから 

③住宅事

情が悪い

から 

④子育て

を支援す

る制度や

環境が十

分ではな

いから 

⑤子育て

は母親の

負担が大

きく父親の

協力が足

りないから 

⑥子育て

と仕事の

両立が難

しいから 

⑦結婚し

ない人や

晩婚の人

が増えた

から 

⑧子育て

に自信が

持てない

人が多い

から 

⑨夫婦を

中心に結

婚や家庭

を考える

人が増え

たから 

⑩収入面

で将来に

不安があ

るから 

⑪ そ の

他 

⑫わから

ない 
無回答 

全体 964 67.5 41.8 11.6 46.7 32.6 55.9 67.6 16.1 17.7 54.9 4.4 1.8 0.8 
18歳～ 

29歳 136 80.9 55.1 8.8 55.1 39.7 61.0 61.8 25.0 19.1 58.1 2.9 1.5 0.7 

30歳～ 

39歳 161 75.8 52.8 14.3 52.2 26.1 57.1 60.2 13.0 11.2 59.0 6.8 1.2 0.6 

40歳～ 

49歳 188 67.0 40.4 8.0 43.6 33.0 51.1 70.2 11.7 12.2 59.6 4.8 0.5 0.5 

50歳～ 

59歳 209 66.5 36.8 12.4 42.6 31.1 56.5 75.1 18.7 24.9 59.3 3.8 1.9 1.0 

60歳～ 

69歳 130 55.4 36.9 13.8 45.4 35.4 59.2 71.5 13.8 18.5 43.8 3.8 1.5 0.0 

70歳 

以上 123 58.5 27.6 11.4 45.5 32.5 51.2 66.7 13.8 21.1 44.7 3.3 3.3 1.6 

女性 565 67.8 45.3 11.2 49.7 38.1 60.5 68.1 16.5 14.7 54.0 4.2 1.8 0.7 
男性 358 67.6 35.5 12.0 42.5 22.6 48.0 67.3 14.0 22.3 57.3 4.5 0.8 0.8 

 

 

問9 あなたは，子どもの育て方に関する次の①～④のような考え方について，どのように思いますか。 

全体では，『そう思う（「そう思う」「どちらかというとそう思う」の計，以下同様）』は，「②女の子も

経済的自立ができるよう育てる」で 93.8％，「③男の子も家事等ができるように育てる」で 93.6％とほと

んどであり，『そう思わない（「そう思わない」「どちらかというとそう思わない」の計，以下同様）』は，

「①女らしく男らしくしつける」で56.6％，「④3歳までは母親が育児に専念する」で49.7％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問９　子どもの育て方〔％〕

N =

①女の子は女らしく，
男の子は男らしくしつ
けるのがよい

964

②女の子も，経済的
自立ができるように
育てるのがよい

964

③男の子も，家事，
育児ができるように
育てるのがよい

964

④3歳までは，母親が
子育てに専念すべき
である

964

8.6

60.5

57.5

9.4

29.4

33.3

36.1

30.4

20.1

2.1

2.2

17.0

36.5

1.0

0.8

32.7

4.1

2.1

2.6

9.1

1.2

1.0

0.8

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない

そう思わない わからない 無 回 答
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①女の子は女らしく，男の子は男らしくしつけるのがよい 

全体では，『そう思わない』が56.6％と半数を超えて，前回（37.4％）より19.2ポイント増加して

いる。 

年齢別では，『そう思う』は 18 歳～29 歳で 25.0％（前回 41.0％），40 歳～49 歳で 27.7％（前回

53.8％）と少なく，70歳以上で 49.6％（前回 69.9％）と多いが，各年代で前回より大幅に減少してい

る。 

性別では，『そう思う』は男性で 53.9％（前回 63.7％），女性で 28.8％（前回 48.9％）と男女差

が大きく，前回よりも拡大している。 

性年齢別では，『そう思う』は男性の50歳～59歳，60歳～69歳と70歳以上で60％以上と多い。 

職業別では，『そう思う』は管理職で52.8％と多い。 

夫は外で働き，妻は家庭を守るべきであるに賛成・どちらかといえば賛成と回答した人では，『そ

う思う』が70％を超えて多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問９　子どもの育て方①女の子は女らしく，男の子は男らしくしつけるのがよい〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

8.6

5.9

7.5

3.2

9.6

10.8

16.3

4.4

15.1

29.4

19.1

31.7

24.5

34.4

34.6

33.3

24.4

38.8

20.1

21.3

16.8

23.4

18.2

22.3

17.9

22.8

14.8

36.5

47.8

39.1

42.0

32.1

31.5

26.0

43.7

25.7

4.1

5.1

4.3

6.4

4.8

0.8

2.4

3.7

4.2

1.2

0.7

0.6

0.5

1.0

4.1

0.9

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない

そう思わない わからない 無 回 答



27 

②女の子も経済的自立ができるように育てるのがよい 

全体では，『そう思う』が93.8％と大半を占め，前回（87.7％）よりやや増加している。 

年齢別では，『そう思う』は18歳～29歳で88.9％と最も少なく，60歳～69歳で98.4％と最も多い。 

性別では，「そう思う」は女性で 65.3％（前回 53.3％），男性で 53.6％（前回 36.3％）と男女と

もに前回より増加している。男女差は大きいが，その差は縮小している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③男の子も家事，育児ができるように育てるのがよい 

全体では，『そう思う』が93.6％と大半を占めており，前回（85.9％）よりやや増加している。 

年齢別では，『そう思う』は70歳以上で89.4％と最も少ない。 

性別では，「そう思う」は女性で 67.3％（前回 50.1％），男性で 43.6％（前回 30.6％）と男女と

もに前回より増加しているが男女差は大きく，前回よりも拡大している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問９　子どもの育て方③男の子も家事等ができるように育てる〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

57.5

63.2

69.6

60.6

52.2

56.2

43.1

67.3

43.6

36.1

29.4

24.8

34.6

42.1

38.5

46.3

28.3

47.5

2.2

2.2

1.9

2.7

0.5

3.8

2.4

1.2

3.1

0.8

0.7

1.1

1.0

2.4

0.7

1.1

2.6

3.7

3.1

1.1

3.3

1.5

3.3

1.9

3.6

0.8

0.7

0.6

1.0

2.4

0.5

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない

そう思わない わからない 無 回 答

問９　子どもの育て方②女の子も経済的自立ができるよう育てる〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

60.5

65.4

59.6

59.6

60.3

64.6

52.8

65.3

53.6

33.3

23.5

33.5

34.6

34.4

33.8

40.7

29.6

39.4

2.1

5.1

1.9

2.7

1.4

0.8

1.8

1.7

1.0

2.2

1.2

0.5

1.0

1.6

1.1

1.1

2.1

2.9

3.1

2.1

1.9

0.8

1.6

1.6

2.8

1.0

0.7

0.6

0.5

1.0

3.3

0.7

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない

そう思わない わからない 無 回 答
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④3歳までは，母親が子育てに専念すべきである 

全体では，『そう思わない』が49.7％と約半数で，前回（36.6％）より増加している。 

年齢別では，『そう思う』は 18歳～29歳で 22.8％（前回 36.7％）と最も少なく，年齢が上がると

多くなり，70 歳以上で 53.6％（前回 76.0％）と最も多い。各年代とも前回より減少しており，特に

70歳以上で22.4ポイント減少している。 

性別では，『そう思う』は男性で 44.7％（前回 54.2％），女性で 37.1％（前回 49.2％）と男女と

もに前回より減少している。 

性年齢別では，『そう思う』は男性の60歳～69歳で60.0％と多い。 

職業別では，『そう思う』は管理職で55.7％と多い。 

夫は外で働き，妻は家庭を守るべきであるに賛成・どちらかといえば賛成と回答した人では，『そ

う思う』が60％を超えて多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問９　子どもの育て方④3歳までは母親が育児に専念する〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

9.4

2.9

8.1

6.9

10.5

7.7

20.3

8.3

10.9

30.4

19.9

18.6

30.3

36.8

44.6

33.3

28.8

33.8

17.0

21.3

19.9

16.0

17.2

13.8

13.8

18.9

13.7

32.7

39.7

40.4

36.2

24.4

29.2

26.8

33.8

30.7

9.1

15.4

12.4

10.1

9.6

2.3

3.3

8.8

9.5

1.3

0.7

0.6

0.5

1.4

2.3

2.4

1.2

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない

そう思わない わからない 無 回 答
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問10　学校教育の場で重要なこと〔複数回答・％〕
N = 964

％

①男女の別なく能力を生かせ
るよう配慮する

②男女の平等と相互理解や
協力に関する学習を充実する

③互いの性を尊重しあえる性
教育を行う

④男女平等に関する教師自
身の意識を変えていく

⑤校長・教頭などに女性を積
極的に登用する

⑥その他

⑦わからない

無　回　答

73.3

61.1

47.6

44.4

25.7

2.4

6.6

1.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

問10 あなたは，男女共同参画を進めていくために，学校教育の場では，どのようなことが重要だと思いま

すか。 

全体では，「①男女の別なく能力を生かせるよう配慮する」が 73.3％と多く，「②男女の平等と相

互理解や協力に関する学習を充実する」が 61.1％で続き，「③互いの性を尊重しあえる性教育を行う」

が47.6％，「④男女平等に関する教師自身の意識を変えていく」が44.4％である。 

年齢別では，「①男女の別なく能力を生かせるよう配慮する」は 60歳～69歳で 83.1％，「③互い

の性を尊重しあえる性教育を行う」は18歳～29歳，30歳～39歳でともに59.6％と多い。 

性別では，「③互いの性を尊重しあえる性教育を行う」は女性で50.4％，男性で42.7％と男女差が

みられる。 

性年齢別では，「①男女の別なく能力を生かせるよう配慮する」は女性の60歳～69歳と 70歳以上

で80％を超えて多い。 

家事等ができるように育てるに賛同している回答者では，「③互いの性を尊重しあえる性教育を行

う」が58.3％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

        （％） 

N＝ 

①男女の別なく能力を

生かせるよう配慮する 

②男女の平等と相互理

解や協力に関する学習

を充実する 

③互いの性を尊重しあ

える性教育を行う 

④男女平等に関する教

師自身の意識を変えて

いく 

⑤校長・教頭などに女

性を積極的に登用する 
⑥その他 

⑦わからな

い 
無回答 

全体 964 73.3 61.1 47.6 44.4 25.7 2.4 6.6 1.2 
18歳～ 

29歳 136 68.4 66.9 59.6 47.8 25.0 2.2 6.6 0.7 

30歳～ 

39歳 161 72.0 63.4 59.6 37.9 29.2 3.7 6.8 1.9 

40歳～ 

49歳 188 71.3 55.9 46.3 42.0 23.4 3.7 6.9 1.1 

50歳～ 

59歳 209 71.8 57.4 38.3 43.1 28.7 1.9 8.6 1.4 

60歳～ 

69歳 
130 83.1 64.6 41.5 50.8 21.5 0.8 2.3 0.0 

70歳 

以上 
123 75.6 63.4 43.1 48.8 26.0 0.8 8.1 1.6 

女性 565 75.9 64.2 50.4 44.6 26.7 2.7 6.4 1.4 
男性 358 69.0 56.7 42.7 43.9 24.6 2.0 7.0 0.8 

社会人になる前にモラル・人情・常識・社会の仕組みを学ぶ，男女に関わらず，得意な方を選択で
きる教育にするなど 
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（5）就労に関すること 

問11 一般的に女性が職業をもつことについて，あなたはどうお考えですか。 

全体では，「④子どもができても，ずっと仕事を続けるほうがよい」が54.8％（前回40.5％）と多

く，次いで「⑤子どもができたら離職し大きくなったら再び職業をもつ」が16.6％（前回22.9％）で

ある。前回より「④子どもができても，ずっと仕事を続けるほうがよい」は大幅に増加している。 

年齢別では，「④子どもができても，ずっと仕事を続けるほうがよい」は 60歳～69歳で 63.1％と

多く，前回（39.3％）に比べて大幅に増加している。 

性別では，「④子どもができても，ずっと仕事を続けるほうがよい」は女性で 56.5％（前回

42.2％），男性で55.0％（前回38.5％）と男女ともに前回より10％以上増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問11　女性が職業をもつことについての考え〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

0.4

0.7

1.2

0.5

0.4

0.6

5.0

5.1

5.0

0.5

4.8

4.6

12.2

4.2

5.9

5.6

5.9

5.6

4.3

3.8

6.9

8.1

4.4

6.4

54.8

48.5

55.3

59.0

58.4

63.1

43.9

56.5

55.0

16.6

14.7

13.0

18.1

16.3

14.6

23.6

17.2

16.2

9.0

12.5

11.8

10.6

7.7

6.9

3.3

9.0

8.4

7.7

11.8

7.5

6.9

7.7

3.1

8.1

7.6

6.7

0.9

0.7

0.6

0.5

1.0

0.8

0.8

0.7

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①女性は職業をもたない方がよい

②結婚するまでは職業をもつ方がよい

③子どもができるまでは職業をもつ方がよい

④子どもができても，ずっと仕事を続けるほうがよい

⑤子どもができたら離職し大きくなったら再び職業をもつ方がよい

⑥その他

⑦わからない

無 回 答

その他：個々の自由，個人の考えを尊重すべきなど 
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問12　女性リーダーを増やす際の影響〔複数回答・％〕
N = 964

％

①新たな価値や商品・サービ
スが創造される

②社会全体に活力を与えるこ
とができる

③女性の声が反映されやすく
なる

④国際社会から好印象を得
ることができる

⑤男女を問わず優秀な人材
が活躍できるようになる

⑥男女を問わず仕事と家庭
の両方を優先しやすい社会に
なる

⑦労働時間の短縮など働き
方の見直しが進む

⑧男性の家事・育児などへの
参加が増える

⑨仕事以外が優先され業務
に支障を来すことが多くなる

⑩男性のポストが減り，男性
が活躍しづらくなる

⑪家計負担及び公的負担が
増大する

⑫その他

⑬特にない

⑭わからない

無　回　答

61.0

39.4

61.8

22.1

73.0

46.7

30.7

32.0

6.2

4.0

11.4

1.6

1.1

3.5

0.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

問12 あなたは，政治・経済・地域などの各分野で，女性の参画が進み，女性のリーダーが増えると，どの

ような影響があると思いますか。 

全体では，「⑤男女を問わず優秀な人材が活躍できるようになる」が 73.0％と最も多く，「③女性

の声が反映されやすくなる」が61.8％，「①新たな価値や商品・サービスが創造される」が61.0％と

同程度で続き，「⑥男女を問わず仕事と家庭の両方を優先しやすい社会になる」が 46.7％となってい

る。 

年齢別では，「⑤男女を問わず優秀な人材が活躍できるようになる」は 60 歳～69 歳で 80.8％，

「③女性の声が反映されやすくなる」は18歳～29歳で70.6％と多い。 

性別では，「⑥男女を問わず仕事と家庭の両方を優先しやすい社会になる」は女性で 51.0％，男性

で38.5％と男女差が大きい。 

職業別では，「③女性の声が反映されやすくなる」は学生で75.0％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男女問わず，有能な人がリーダーになるのが望ましいなど 
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               （％） 

N＝ 

①新た

な価値

や商品・

サービ

スが創

造される 

②社会

全体に

活力を

与えるこ

とができ

る 

③女性

の声が

反映さ

れやすく

なる 

④国際

社会か

ら好印

象を得

ることが

できる 

⑤男女

を問わ

ず優秀

な人材

が活躍

できるよ

うになる 

⑥男女を

問わず

仕事と家

庭の両

方を優先

しやすい

社会にな

る 

⑦労働

時間の

短縮な

ど 働 き

方の見

直しが

進む 

⑧男性

の家事・

育児な

どへの

参加が

増える 

⑨仕事

以外が

優先され

業 務 に

支障を来

すことが

多くなる 

⑩男性

のポスト

が減り，

男性が

活躍し

づらくな

る 

⑪家計

負担及

び公的

負担が

増大す

る 

⑫その

他 

⑬特に

ない 

⑭わか

らない 
無回答 

全体 964 61.0 39.4 61.8 22.1 73.0 46.7 30.7 32.0 6.2 4.0 11.4 1.6 1.1 3.5 0.7 
18歳～ 

29歳 
136 59.6 41.9 70.6 22.8 64.7 42.6 36.0 36.0 8.8 8.1 10.3 2.9 1.5 4.4 0.7 

30歳～ 

39歳 
161 60.9 31.7 63.4 26.1 66.5 55.3 40.4 33.5 8.1 6.2 10.6 0.6 0.6 3.7 0.6 

40歳～ 

49歳 
188 59.6 34.6 63.3 17.6 75.5 41.5 30.3 28.2 4.3 2.7 8.0 3.2 1.1 3.2 0.5 

50歳～ 

59歳 
209 62.2 41.1 55.5 22.0 76.6 45.9 25.4 28.2 8.1 2.9 13.9 0.5 1.0 3.3 1.0 

60歳～ 

69歳 130 64.6 39.2 60.8 21.5 80.8 49.2 27.7 29.2 5.4 2.3 10.8 1.5 0.0 3.1 0.0 

70歳 

以上 123 61.0 48.0 61.0 22.8 74.0 46.3 24.4 39.8 2.4 3.3 14.6 0.8 3.3 3.3 0.8 

女性 565 61.6 38.8 64.1 22.5 74.7 51.0 37.0 32.0 5.5 3.4 13.1 1.4 0.7 3.4 0.5 
男性 358 60.9 37.4 58.9 20.9 70.7 38.5 20.1 31.3 7.5 5.3 8.4 1.7 2.0 3.1 0.8 

 

 

問13 あなたは，政治・経済・地域などの各分野で女性のリーダーを増やすときに障害となるものは何だと

思いますか。 

全体では，「⑥保育等における家族の支援が十分ではないこと」が 51.1％と最も多く，「④長時間

労働の改善が十分でないこと」が42.1％，「⑦保育等の公的サービスが十分ではないこと」が40.8％，

「③上司等となる男性や顧客が女性リーダーを希望しないこと」が38.7％で続いている。 

年齢別では，「①現時点で必要な知識や経験などを持つ女性が少ないこと」は 70 歳以上で 39.0％

と多い。 

性別では，「⑥保育等における家族の支援が十分ではないこと」と「③上司等となる男性や顧客が

女性リーダーを希望しないこと」は女性でそれぞれ 57.0％，47.8％，男性でそれぞれ 41.9％，24.0％

と男女差が大きい。 

性年齢別では，「⑥保育等における家族の支援が十分ではないこと」と「①現時点で必要な知識や

経験などを持つ女性が少ないこと」は女性の70歳以上でそれぞれ67.2％，41.8％と多い。 

職場での男女の地位は男性のほうが非常に優遇されていると回答した人では，「②上司等となる男

性や顧客が女性リーダーを希望しないこと」が55.5％と多い。 
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問13　女性リーダーを増やす際の障害〔複数回答・％〕
N = 964

％

①現時点で必要な知識や経
験などを持つ女性が少ないこ
と

②女性自身がリーダーになる
ことを希望しないこと

③上司等となる男性や顧客が
女性リーダーを希望しないこ
と

④長時間労働の改善が十分
ではないこと

⑤企業等では管理職になると
広域異動が増えること

⑥保育等における家族の支
援が十分ではないこと

⑦保育等の公的サービスが
十分ではないこと

⑧その他

⑨特にない

⑩わからない

無　回　答

27.2

24.7

38.7

42.1

25.6

51.1

40.8

2.2

2.0

7.5

1.0

0 10 20 30 40 50 60

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
           （％） 

N＝ 

①現時点で

必要な知識

や経験などを

持つ女性が

少ないこと 

②女性自身

がリーダーに

なることを希

望しないこと 

③上司等と

なる男性や

顧客が女性

リーダーを希

望しないこと 

④長時間労

働の改善が

十分ではな

いこと 

⑤企業等で

は管理職に

なると広域異

動が増えるこ

と 

⑥保育等に

おける家族

の支援が十

分ではないこ

と 

⑦保育等の

公的サービ

スが十分で

はないこと 

⑧その他 
⑨特にな

い 

⑩わから

ない 
無回答 

全体 964 27.2 24.7 38.7 42.1 25.6 51.1 40.8 2.2 2.0 7.5 1.0 
18歳～ 

29歳 
136 25.7 23.5 41.9 34.6 17.6 49.3 36.8 1.5 1.5 14.7 0.7 

30歳～ 

39歳 
161 24.8 24.8 39.1 42.9 19.3 49.7 41.0 2.5 2.5 6.8 0.6 

40歳～ 

49歳 
188 20.7 25.0 42.6 43.6 24.5 49.5 43.6 2.7 1.1 8.0 0.5 

50歳～ 

59歳 
209 26.8 25.8 37.8 38.8 25.4 51.7 37.8 1.4 1.9 7.2 1.0 

60歳～ 

69歳 
130 30.0 24.6 36.2 47.7 36.2 53.8 41.5 1.5 2.3 2.3 3.1 

70歳 

以上 
123 39.0 23.6 31.7 44.7 35.0 54.5 44.7 2.4 3.3 5.7 0.8 

女性 565 23.9 23.2 47.8 41.8 25.0 57.0 44.1 2.3 1.1 7.8 0.7 
男性 358 32.1 26.5 24.0 41.6 26.5 41.9 35.2 1.7 3.4 6.7 1.7 

 

  

育児しながらは難しい，増えたところで変わらない，女性の意識改革など 
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問14　仕事を選ぶ際に重視すること〔複数回答・％〕
N = 964

％

①専門知識が生かせる

②性格・能力が適している

③仕事にやりがいがある

④能力本位で実績が評価さ
れる

⑤業種に将来性がある

⑥給与の条件が良い

⑦勤務時間・勤務場所の条件
が良い

⑧職場の雰囲気が良い

⑨育児や介護の理解や制度
が整っている

⑩その他

⑪特にない

⑫わからない

無　回　答

36.5

53.9

65.5

22.9

26.7

55.7

68.2

72.2

45.5

0.9

0.8

1.3

0.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

問14 あなたが仕事を選ぶ際に，重視すること，またはしたいことは何ですか。 

全体では，「⑧職場の雰囲気が良い」が72.2％，「⑦勤務時間・勤務場所の条件が良い」が68.2％，

「③仕事にやりがいがある」が65.5％と多く，「⑥給与の条件が良い」が55.7％，「②性格・能力が

適している」が53.9％で続いている。 

年齢別では，「⑧職場の雰囲気が良い」は 18歳～29歳で 80.1％，「⑦勤務時間・勤務場所の条件

が良い」は 30 歳～39 歳，40 歳～49 歳で 75％程度，「③仕事にやりがいがある」は 60 歳～69 歳で

72.3％と多い。 

性別では，「⑧職場の雰囲気が良い」と「⑦勤務時間・勤務場所の条件が良い」は女性でそれぞれ

76.6％，75.8％，男性でそれぞれ 65.9％，57.0％であり，「⑨育児や介護の理解や制度が整っている」

も女性で57.0％，男性で27.7％と男女差が大きい。 

性年齢別では，「⑨育児や介護の理解や制度が整っている」は女性の 18歳～19歳，20歳～29歳と

30歳～39歳で60％を超えて多い。 

職業別では，「⑥給与の条件が良い」は正社員・正職員で 66.2％，「⑨育児や介護の理解や制度が

整っている」はパート・アルバイトで55.9％と多い。 
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             （％） 

N＝ 

①専門知

識が生か

せる 

②性格・

能力が適

している 

③仕事に

やりがい

がある 

④能力本

位で実績

が評価さ

れる 

⑤業種に

将来性が

ある 

⑥給与の

条件が良

い 

⑦勤務時

間・勤務

場所の条

件が良い 

⑧職場の

雰囲気が

良い 

⑨育児や

介護の理

解や制度

が整って

いる 

⑩その他 
⑪特にな

い 

⑫わから

ない 
無回答 

全体 964 36.5 53.9 65.5 22.9 26.7 55.7 68.2 72.2 45.5 0.9 0.8 1.3 0.8 
18歳～ 

29歳 
136 36.8 63.2 64.0 25.7 31.6 64.7 69.9 80.1 52.9 1.5 0.7 2.2 0.7 

30歳～ 

39歳 
161 31.7 49.7 62.1 22.4 26.1 60.2 75.2 76.4 54.7 0.6 0.6 1.2 0.6 

40歳～ 

49歳 
188 31.9 54.8 66.0 22.9 20.7 58.0 75.0 74.5 48.9 1.1 0.5 0.0 0.0 

50歳～ 

59歳 
209 37.8 59.3 67.9 16.7 31.6 53.6 67.0 71.3 35.4 0.0 0.5 1.4 1.0 

60歳～ 

69歳 
130 46.9 50.0 72.3 24.6 23.1 53.8 60.8 69.2 42.3 1.5 1.5 0.0 1.5 

70歳 

以上 
123 37.4 45.5 60.2 27.6 25.2 43.1 58.5 60.2 41.5 1.6 1.6 3.3 1.6 

女性 565 35.2 54.2 65.1 20.0 20.2 53.6 75.8 76.6 57.0 0.5 0.4 0.7 0.9 
男性 358 39.9 54.5 66.8 26.8 36.9 60.1 57.0 65.9 27.7 1.4 1.1 2.0 0.8 
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問15　管理職以上に昇進すること〔複数回答・％〕
N = 964

％

①やりがいのある仕事ができ
る

②賃金が上がる

③能力が認められた結果で
ある

④家族から評価される

⑤自分自身で決められる事
柄が多くなる

⑥やるべき仕事が増える

⑦責任が重くなる

⑧やっかみが出て足を引っ張
られる

⑨仕事と家庭の両立が困難
になる

⑩その他

⑪特にない

⑫わからない

無　回　答

30.8

52.1

53.5

11.6

24.0

49.8

79.0

10.7

36.8

0.8

0.8

2.8

0.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

問15 あなたは，管理職以上に昇進することについてどのようなイメージを持っていますか。 

全体では，「⑦責任が重くなる」が 79.0％と最も多く，「③能力が認められた結果である」が

53.5％，「②賃金が上がる」が52.1％，「⑥やるべき仕事が増える」が49.8％で続いている。 

年齢別では，「⑦責任が重くなる」は60歳～69歳で86.2％，「②賃金が上がる」は18歳～29歳で

63.2％，「⑥やるべき仕事が増える」は30歳～39歳で59.6％と多い。 

性別では，「③能力が認められた結果である」は女性で59.5％，男性で43.3％となっており，女性

が16.2％上回っている。また，「⑨仕事と家庭の両立が困難になる」も女性で43.2％，男性で28.8％

となっており，女性が14.4％上回っている。 

性年齢別では，「⑨仕事と家庭の両立が困難になる」は女性の30歳～39歳で55.2％と多い。 

職業別では，「③能力が認められた結果である」はパート・アルバイトで 63.4％，「⑥やるべき仕

事が増える」は管理職で62.9％，「①やりがいのある仕事ができる」は家事専業で43.1％と多い。 
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             （％） 

N＝ 

①やりが

いのある

仕事がで

きる 

②賃金が

上がる 

③能力が

認められ

た結果で

ある 

④家族か

ら評価さ

れる 

⑤自分自

身で決め

られる事

柄が多く

なる 

⑥やるべ

き仕事が

増える 

⑦責任が

重くなる 

⑧やっか

みが出て

足を引っ

張られる 

⑨仕事と

家庭の両

立が困難

になる 

⑩その他 
⑪特にな

い 

⑫わから

ない 
無回答 

全体 964 30.8 52.1 53.5 11.6 24.0 49.8 79.0 10.7 36.8 0.8 0.8 2.8 0.9 
18歳～ 

29歳 
136 32.4 63.2 48.5 16.2 24.3 52.2 75.7 8.8 30.9 2.2 0.7 3.7 0.7 

30歳～ 

39歳 
161 22.4 57.1 53.4 11.8 18.0 59.6 81.4 11.8 48.4 1.2 0.6 3.1 0.6 

40歳～ 

49歳 
188 28.7 46.3 53.7 6.9 23.4 52.7 82.4 13.8 36.2 0.5 1.1 1.1 0.0 

50歳～ 

59歳 
209 28.7 54.1 58.9 7.2 30.1 47.8 73.7 9.6 37.8 0.0 0.5 3.3 1.4 

60歳～ 

69歳 
130 36.9 47.7 53.8 16.9 25.4 48.5 86.2 9.2 32.3 0.0 0.0 1.5 1.5 

70歳 

以上 
123 40.7 43.1 48.0 13.8 21.1 36.6 76.4 11.4 34.1 1.6 2.4 4.1 1.6 

女性 565 31.3 50.3 59.5 10.4 18.6 47.6 79.3 12.7 43.2 0.5 0.5 2.3 1.1 
男性 358 29.3 55.3 43.3 13.1 32.1 53.9 79.3 8.7 28.8 1.4 0.8 3.1 0.8 

 

 

問16 あなたは，女性の活躍推進の取組に関する情報のうち，どの情報が特に必要になると感じますか。 

全体では，「①保育所・幼稚園・こども園に関する情報」が 60.8％と多く，「⑥仕事と育児・介護

との両立支援制度に関する情報」が52.0％，「③介護・家事の支援サービスに関する情報」が50.5％，

「②放課後児童クラブに関する情報」が47.7％で続いている。 

年齢別では，「①保育所・幼稚園・こども園に関する情報」は18歳～29歳，30歳～39歳で70％以

上，「③介護・家事の支援サービスに関する情報」は 60歳～69歳，70歳以上で 60％以上，「②放課

後児童クラブに関する情報」は30歳～39歳で56.5％と多い。 

性別では，「③介護・家事の支援サービスに関する情報」は女性で54.0％，男性で45.5％と男女差

がみられる。 

性年齢別では，「③介護・家事の支援サービスに関する情報」は女性の60歳～69歳と70歳以上で

65％を超え，「②放課後児童クラブに関する情報」は女性の30歳～39歳で64.6％と多い。 
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問16　女性活躍推進の取組で特に必要な情報〔複数回答・％〕
N = 964

％

①保育所・幼稚園・こども園に
関する情報

②放課後児童クラブに関する
情報

③介護・家事の支援サービス
に関する情報

④就職・再就職のための職業
訓練に関する情報

⑤起業・ＮＰＯ活動のための
情報

⑥仕事と育児・介護との両立
支援制度に関する情報

⑦出産等を経ながら就業継
続しているモデル事例

⑧家事・育児に参画する男性
のモデル事例

⑨ワーク・ライフ・バランス推
進や働き方見直しの実践例

⑩その他

⑪特にない

⑫わからない

無　回　答

60.8

47.7

50.5

33.1

14.3

52.0

31.5

20.4

27.7

0.8

2.4

9.0

2.2

0 10 20 30 40 50 60 70

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

             （％） 

N＝ 

① 保 育

所・幼稚

園・こども

園に関す

る情報 

②放課後

児童クラ

ブに関す

る情報 

③介護・

家事の支

援サービ

スに関す

る情報 

④就職・

再就職の

ための職

業訓練に

関する情

報 

⑤起業・Ｎ

ＰＯ活動

のための

情報 

⑥仕事と

育児・介

護との両

立支援制

度に関す

る情報 

⑦出産等

を経なが

ら就業継

続してい

るモデル

事例 

⑧家事・

育児に参

画する男

性のモデ

ル事例 

⑨ワーク・

ライフ・バ

ランス推

進や働き

方見直し

の実践例 

⑩その他 
⑪特にな

い 

⑫わから

ない 
無回答 

全体 964 60.8 47.7 50.5 33.1 14.3 52.0 31.5 20.4 27.7 0.8 2.4 9.0 2.2 
18歳～ 

29歳 
136 72.1 50.7 39.0 44.1 18.4 51.5 38.2 31.6 29.4 0.0 0.7 10.3 1.5 

30歳～ 

39歳 
161 71.4 56.5 43.5 29.8 17.4 47.2 36.6 23.6 33.5 2.5 3.1 7.5 0.6 

40歳～ 

49歳 
188 59.6 46.3 46.8 28.7 8.5 51.1 29.3 17.0 25.5 1.1 1.6 10.6 2.1 

50歳～ 

59歳 
209 53.1 43.5 53.6 35.9 15.3 55.5 33.0 19.6 32.1 0.5 3.8 9.1 1.4 

60歳～ 

69歳 
130 62.3 47.7 64.6 30.8 13.1 53.8 24.6 18.5 25.4 0.0 1.5 7.7 1.5 

70歳 

以上 
123 50.4 43.1 60.2 29.3 14.6 52.0 26.0 13.0 16.3 0.8 2.4 8.1 6.5 

女性 565 60.9 50.4 54.0 31.7 15.9 54.3 30.1 20.5 28.1 1.1 2.1 7.8 2.1 
男性 358 62.0 43.6 45.5 34.1 11.7 48.9 33.8 19.8 27.1 0.6 2.5 9.8 2.2 
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問17　出産後も離職せず働くために必要なこと〔複数回答・％〕
N = 964

％

①子どもを預けられる環境の
整備

②家事・育児支援サービスの
充実

③介護支援サービスの充実

④男性の家事参加への理解・
意識改革

⑤女性が働き続けることへの
周囲の理解・意識改革

⑥働き続けることへの女性自
身の意識改革

⑦男女双方の長時間労働の
改善を含めた働き方改革

⑧職場における育児・介護と
の両立支援制度の充実

⑨短時間勤務制度や在宅勤
務制度などの導入

⑩昇進などでの不利益な取扱
いの禁止

⑪その他

⑫特にない

⑬わからない

無　回　答

81.5

53.4

40.1

57.6

55.7

24.4

46.0

55.9

49.1

36.0

0.9

0.3

2.7

1.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

問17 あなたは，女性が出産後も離職せずに同じ職場で働き続けるために，家庭・社会・職場において必要

なことは何だと思いますか。 

全体では，「①子どもを預けられる環境の整備」が 81.5％と最も多く，「④男性の家事参加への理

解・意識改革」が57.6％，「⑧職場における育児・介護との両立支援制度の充実」が55.9％，「⑤女

性が働き続けることへの周囲の理解・意識改革」が 55.7％，「②家事・育児支援サービスの充実」が

53.4％で続いている。 

年齢別では，18 歳～29 歳で「④男性の家事参加への理解・意識改革」が 68.4％，「②家事・育児

支援サービスの充実」が62.5％，「⑨短時間勤務制度や在宅勤務制度などの導入」が59.6％と多い。 

性別では，「⑧職場における育児・介護との両立支援制度の充実」は女性で62.5％，男性で46.4％

となっており，女性が16.1％上回っている。 

職業別では，「④男性の家事参加への理解・意識改革」と「⑦男女双方の長時間労働の改善を含め

た働き方改革」は学生でそれぞれ77.3％，56.8％と多い。 
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              （％） 

N＝ 

①子ども

を預けら

れる環境

の整備 

②家事・

育児支

援サービ

ス の 充

実 

③介護

支援サ

ービスの

充実 

④男性

の家事

参加へ

の理解・

意識改

革 

⑤女性

が働き続

けること

への周

囲の理

解・意識

改革 

⑥働き続

けること

への女

性自身

の意識

改革 

⑦男女

双方の

長時間

労働の

改善を含

めた働き

方改革 

⑧職場

における

育児・介

護との両

立支援

制度の

充実 

⑨短時

間勤務

制度や

在宅勤

務制度

などの導

入 

⑩昇進

などでの

不利益

な取扱い

の禁止 

⑪ そ の

他 

⑫特にな

い 

⑬わから

ない 
無回答 

全体 964 81.5 53.4 40.1 57.6 55.7 24.4 46.0 55.9 49.1 36.0 0.9 0.3 2.7 1.1 
18歳～ 

29歳 
136 83.1 62.5 40.4 68.4 61.0 19.9 53.7 55.9 59.6 41.9 0.7 0.0 2.9 0.7 

30歳～ 

39歳 
161 81.4 53.4 33.5 57.8 59.0 27.3 54.0 54.7 51.6 42.2 0.6 0.0 3.7 0.6 

40歳～ 

49歳 
188 79.3 50.5 38.3 54.3 54.3 17.0 39.4 56.9 52.1 36.7 1.6 0.5 2.7 0.5 

50歳～ 

59歳 
209 81.8 55.0 42.6 57.9 52.6 29.2 44.0 57.9 44.0 33.5 0.5 0.5 2.4 1.0 

60歳～ 

69歳 
130 86.2 48.5 45.4 61.5 54.6 22.3 46.2 61.5 44.6 28.5 0.8 0.0 0.8 2.3 

70歳 

以上 
123 79.7 50.4 41.5 46.3 54.5 31.7 39.0 50.4 42.3 32.5 0.8 0.8 3.3 2.4 

女性 565 84.6 52.7 42.1 59.6 57.9 23.4 46.4 62.5 52.9 38.6 0.9 0.0 2.3 1.1 
男性 358 77.7 53.4 35.8 54.5 52.0 26.0 44.1 46.4 43.3 31.0 0.8 0.8 2.2 1.4 
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（6）新型コロナウイルス感染症の影響 

問18 現在，結婚（事実婚含む）している方 新型コロナウイルス感染症感染拡大前と比べて，夫婦間の

家事・育児・介護の役割分担に変化はありましたか。 

全体では，「⑥特に変化はない」が61.8％と多い。 

年齢別では，「⑥特に変化はない」は60歳～69歳，70歳以上で70％以上と多い。 

性別では，「③夫婦ともに役割が増えた」は男性で12.3％，女性で4.6％と男女差がみられる。 

性年齢別では，「③夫婦ともに役割が増えた」は男性の30歳～39歳で24.1％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問18　感染拡大前後の夫婦間役割の変化〔複数回答・％〕

N =

全　　　体 851

１８歳～２９歳 110

３０歳～３９歳 144

４０歳～４９歳 173

５０歳～５９歳 181

６０歳～６９歳 122

７０歳以上 109

女性 500

男性 317

2.8

2.7

5.6

1.7

2.8

2.5

1.8

1.8

4.7

3.1

3.6

6.9

2.9

0.6

4.1

0.9

3.8

1.9

7.3

0.9

13.2

6.9

8.3

4.9

8.3

4.6

12.3

3.6

1.8

7.6

4.0

1.7

4.1

2.8

4.6

2.2

4.8

2.7

3.5

5.8

5.0

4.9

7.3

5.6

3.5

61.8

30.9

49.3

64.2

69.1

76.2

73.4

64.0

57.7

16.6

57.3

13.9

14.5

12.7

3.3

5.5

15.6

17.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①夫の役割が増えた ②夫の役割がやや増えた ③夫婦ともに役割が増えた

④妻の役割がやや増えた ⑤妻の役割が増えた ⑥特に変化はない
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問19 新型コロナウイルス感染症感染拡大前と比べて，質問18の夫婦を含めた家族の関係に変化はありま

したか。 

全体では，「③変わらない」が85.8％とほとんどを占めている。 

年齢別では，「②どちらかといえば関係が良くなった」は30歳～39歳で13.2％とやや多い。 

性年齢別では，「②どちらかといえば関係が良くなった」は女性の 18 歳～19 歳と 30 歳～39 歳で

18％程度と多い。 

感染拡大前後の夫婦間役割で夫の役割が増えたと回答した人では，「②どちらかといえば関係が良

くなった」が 58.3％，妻の役割が増えたと回答した人では，「①どちらかといえば関係が悪くなった」

が31.7％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問19　感染拡大前後の家族関係の変化〔％〕

N =

全　　　体 851

１８歳～２９歳 110

３０歳～３９歳 144

４０歳～４９歳 173

５０歳～５９歳 181

６０歳～６９歳 122

７０歳以上 109

女性 500

男性 317

4.5

2.7

2.8

6.9

5.5

4.1

2.8

6.0

1.9

8.1

9.1

13.2

8.1

7.7

4.1

6.4

8.4

8.5

85.8

85.5

81.9

85.0

85.6

90.2

87.2

83.8

88.3

1.6

2.7

2.1

1.1

1.6

3.7

1.8

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①どちらかといえば関係が悪くなった ②どちらかといえば関係が良くなった ③変わらない その他
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問20　感染拡大による働き方の変化〔複数回答・％〕
N = 964

％

①勤務先（自営業を含む）の
営業時間短縮

②勤務先（自営業を含む）の
休業

③勤務先（自営業を含む）の
廃業

④在宅勤務の実施

⑤時差出勤やフレックスタイ
ム制度の導入

⑥解雇された

⑦その他

⑧特にない

⑨わからない

無　回　答

12.7

9.3

6.2

11.2

5.4

1.5

5.5

52.0

6.4

7.1

0 10 20 30 40 50 60

問20 新型コロナウイルス感染症感染拡大により，働き方で変わったことはありますか。 

全体では，「⑧特にない」が 52.0％と多く，「①勤務先（自営業を含む）の営業時間短縮」が

12.7％，「④在宅勤務の実施」が11.2％である。 

年齢別では，「①勤務先（自営業を含む）の営業時間短縮」は 18歳～29歳で 19.1％，「④在宅勤

務の実施」は30歳～39歳で17.4％とやや多い。 

性別では，「④在宅勤務の実施」は男性で16.2％，女性で8.5％と男女差がみられる。 

性年齢別では，「④在宅勤務の実施」は男性の30歳～39歳で26.2％と多い。 

感染拡大前後の夫婦間役割で夫の役割が増えたと回答した人では，「④在宅勤務の実施」が 33.3％，

「①勤務先（自営業を含む）の営業時間短縮」と「③勤務先（自営業を含む）の廃業」がともに

29.2％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
          （％） 

N＝ 

①勤務先（自

営業を含む）

の営業時間短

縮 

②勤務先（自

営業を含む）

の休業 

③勤務先（自

営業を含む）

の廃業 

④在宅勤務の

実施 

⑤時差出勤や

フレックスタイ

ム制度の導入 

⑥解雇された ⑦その他 ⑧特にない 
⑨わからな

い 
無回答 

全体 964 12.7 9.3 6.2 11.2 5.4 1.5 5.5 52.0 6.4 7.1 
18歳～ 

29歳 
136 19.1 11.0 11.0 13.2 2.9 0.7 6.6 41.9 11.0 8.8 

30歳～ 

39歳 
161 11.8 12.4 9.9 17.4 8.7 1.9 6.2 49.1 5.0 3.1 

40歳～ 

49歳 
188 13.8 8.0 8.0 13.8 8.0 0.5 4.8 54.8 2.1 5.3 

50歳～ 

59歳 
209 14.8 10.5 4.8 12.0 4.8 2.4 2.9 53.6 4.8 5.3 

60歳～ 

69歳 
130 10.0 10.0 2.3 6.2 6.2 1.5 7.7 60.0 4.6 4.6 

70歳 

以上 
123 4.1 2.4 0.8 1.6 0.8 1.6 6.5 53.7 13.0 17.1 

女性 565 12.2 8.3 4.6 8.5 3.9 1.6 5.8 54.3 6.2 6.9 
男性 358 13.4 10.6 9.2 16.2 7.8 0.8 5.0 48.9 5.6 7.0 

定期健診・がん検診の実施，健康に関する知識など 
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問21 新型コロナウイルス感染症感染拡大前と比べて，あなた自身の「仕事と生活のどちらを重視したい

か」という意識に変化はありましたか。 

全体では，「②特に変化はない」が 53.5％と多く，「①生活を重視するように変化」が 18.0％，

「⑤働いていない」が14.0％である。 

年齢別では，「①生活を重視するように変化」は18歳～29歳で27.2％と多い。 

性別では，「①生活を重視するように変化」は男性で21.8％，女性で15.9％と男女差がみられる。 

性年齢別では，「①生活を重視するように変化」は女性の20歳～29歳で33.3％と多い。 

感染拡大前後の家族関係でどちらかといえば関係が良くなったと回答した人では，「①生活を重視

するように変化」が33.3％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問21　感染拡大前後の仕事と生活の意識変化〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

18.0

27.2

21.1

19.1

15.3

17.7

8.1

15.9

21.8

53.5

39.0

55.9

58.5

67.0

52.3

40.7

52.2

56.7

2.9

2.9

4.3

2.7

4.8

3.0

2.2

5.3

11.8

4.3

4.8

4.3

3.1

4.9

6.2

4.2

14.0

9.6

11.8

10.6

4.3

21.5

33.3

16.1

10.1

1.2

0.7

0.5

3.8

4.1

1.4

0.8

5.0

8.8

2.5

4.3

3.8

1.5

8.9

5.1

4.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①生活を重視するように変化 ②特に変化はない ③仕事を重視するように変化

④わからない ⑤働いていない ⑥今後働く予定はない

無 回 答
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問22　女性の健康を守るために必要なこと〔複数回答・％〕
N = 964

％

①健康に害を及ぼす事柄に
関する啓発

②子どものときからの性教育

③性感染症や妊娠・出産に関
する相談窓口の充実

④心の悩みに対応する相談
窓口の充実

⑤栄養に関する指導，教育

⑥その他

⑦わからない

無　回　答

44.0

39.3

43.8

59.3

29.6

2.4

10.1

1.7

0 10 20 30 40 50 60 70

（7）女性の健康に関すること 

問22 あなたは，女性の健康を守るためにどのようなことが必要だと思いますか。 

全体では，「④心の悩みに対応する相談窓口の充実」が59.3％（前回54.4％）と多く，「①健康に

害を及ぼす事柄に関する啓発」が44.0％（前回59.1％），「③性感染症や妊娠・出産に関する相談窓

口の充実」が 43.8％（前回 41.4％），「②子どものときからの性教育」が 39.3％（前回 33.1％）で

続いている。前回より「①健康に害を及ぼす事柄に関する啓発」は大きく減少している。 

年齢別では，「①健康に害を及ぼす事柄に関する啓発」は 60歳～69歳で 57.7％，「③性感染症や

妊娠・出産に関する相談窓口の充実」と「②子どものときからの性教育」と「④心の悩みに対応する

相談窓口の充実」は18歳～29歳，30歳～39歳で50％以上と多い。 

性別では，「①健康に害を及ぼす事柄に関する啓発」は男性で48.3％，女性で40.5％，「②子ども

のときからの性教育」は女性で42.3％，男性で34.4％と男女差がみられる。 

性年齢別では，「②子どものときからの性教育」は女性の 18歳～19 歳，20歳～29歳と 30歳～39

歳で55％を超えて多い。 

職業別では，「③性感染症や妊娠・出産に関する相談窓口の充実」と「②子どものときからの性教

育」は学生で 60％を超え，「⑤栄養に関する指導，教育」は商・工・サービス業の自営業主で

45.1％と多い。 

世帯構成別では，「④心の悩みに対応する相談窓口の充実」は 3世代世帯（親と子と孫）で 69.8％

と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

定期健診・がん検診，健康に関する知識など 
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        （％） 

N＝ 

①健康に害を及

ぼす事柄に関す

る啓発 

②子どものときか

らの性教育 

③性感染症や妊

娠・出産に関する

相談窓口の充実 

④心の悩みに対

応する相談窓口

の充実 

⑤栄養に関する

指導，教育 
⑥その他 ⑦わからない 無回答 

全体 964 44.0 39.3 43.8 59.3 29.6 2.4 10.1 1.7 
18歳～ 

29歳 
136 42.6 56.6 61.8 55.1 32.4 2.9 8.8 1.5 

30歳～ 

39歳 
161 41.6 55.3 51.6 57.8 29.8 1.9 9.9 0.6 

40歳～ 

49歳 
188 33.5 37.8 41.5 61.7 25.0 2.7 9.6 2.7 

50歳～ 

59歳 
209 43.1 27.3 36.8 64.6 29.7 2.4 11.0 1.0 

60歳～ 

69歳 
130 57.7 32.3 43.1 63.8 26.2 1.5 8.5 0.8 

70歳 

以上 123 50.4 30.9 30.9 49.6 33.3 1.6 12.2 3.3 

女性 565 40.5 42.3 43.2 59.3 31.7 2.8 8.3 1.2 
男性 358 48.3 34.4 44.1 60.1 25.1 1.4 12.3 2.0 

 

 

問23 女性が子どもを産むことに関して，さまざまな考え方があります。あなたは，次の①～⑤のような考

え方についてどのように思いますか。 

全体では，『そう思う（「そう思う」「どちらかといえばそう思う」の計，以下同様）』は，「③

よく話し合い決めるべき」で93.1％，「②産まないことも認めるべき」で79.2％，「④女性自身の判

断を優先」で 58.7％と多く，『そう思わない（「どちらかといえばそう思わない」「そう思わない」

の計，以下同様）』は，「⑤相手以外の家族意向も尊重」で 71.4％，「①女性はもっと子どもを産む

べき」で49.0％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問23　子どもを産むこと〔％〕

N =

①女性はもっと子
どもを産むべき

964

②産まないことも
認めるべき

964

➂よく話し合い決
めるべき

964

➃女性自身の判
断を優先

964

⑤相手以外の家
族意向も尊重

964

8.5

47.4

71.4

21.9

4.1

28.6

31.8

21.7

36.8

14.1

20.9

8.7

2.2

15.1

24.3

28.1

3.9

0.7

14.9

47.1

12.2

6.2

2.5

9.2

8.5

1.7

1.9

1.6

2.0

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない

そう思わない わからない 無 回 答
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①少子化によって，労働人口や年金制度の問題が生じるから女性はもっと子どもを産むべきである 

全体では，『そう思わない』が 49.0％（前回 38.6％），『そう思う』が 37.1％（前回 46.3％）と

前回から逆転している。 

年齢別では，『そう思う』は 50 歳～59 歳，60 歳～69 歳，70 歳以上で 40％以上（前回 49.4％，

61.4％，55.6％）と多い。各年代とも前回より減少しており，特に 60歳～69 歳で 18.4ポイント減少

している。 

性別では，『そう思う』は女性で 31.7％（前回 42.0％），男性で 46.1％（前回 52.0％）と男女と

もに前回より減少しているが，男女差は大きく，前回よりも拡大している。 

性年齢別では，『そう思う』は男性の50歳～59歳と60歳～69歳で50％を超えて多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問23　子どもを産むこと①女性はもっと子どもを産むべき〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

8.5

5.9

10.6

6.4

9.1

9.2

9.8

6.0

12.6

28.6

25.0

23.0

23.4

33.5

33.8

35.0

25.7

33.5

20.9

16.9

19.9

26.1

20.6

25.4

16.3

22.5

19.3

28.1

38.2

34.8

27.7

24.4

22.3

21.1

31.0

24.0

12.2

13.2

11.2

14.4

11.5

7.7

13.8

14.0

8.1

1.7

0.7

0.6

2.1

1.0

1.5

4.1

0.9

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない

そう思わない わからない 無 回 答
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②ライフスタイルは多様化しているので，女性が産みたくなければ産まないことも認めるべきである 

全体では，『そう思う』が79.2％と多く，前回（67.4％）より11.8ポイント増加している。 

年齢別では，『そう思う』は年齢が低い層で多く，18歳～29歳，30歳～39歳，40歳～49歳で90％

弱（前回 83.5％，77.2％，75.4％）と多く，年齢が上がると少なくなり，70 歳以上で 60.2％（前回

47.4％）と最も少ない。各年代とも前回より増加している。 

性別では，『そう思う』は女性で 84.3％（前回 71.8％），男性で 74.3％（前回 62.6％）と男女と

もに前回より増加しているが，男女差は大きい。 

性年齢別では，『そう思う』は男性の60歳～69歳と70歳以上で60％未満と少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問23　子どもを産むこと②産まないことも認めるべき〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

47.4

68.4

65.8

49.5

42.6

26.9

30.1

54.0

39.1

31.8

22.1

23.0

40.4

35.4

37.7

30.1

30.3

35.2

8.7

2.2

6.2

3.7

10.0

16.2

17.1

6.5

12.3

3.9

2.2

0.6

0.5

3.3

10.0

8.1

2.5

5.6

6.2

4.4

3.7

3.7

7.7

6.9

10.6

5.3

5.9

1.9

0.7

0.6

2.1

1.0

2.3

4.1

1.4

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない

そう思わない わからない 無 回 答
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③子どもを産むか産まないかは，夫婦・カップルがよく話し合って決めるべきである 

全体では，『そう思う』が93.1％と多くを占めている。 

年齢別では，「そう思う」は 30 歳～39 歳で 85.1％（前回 67.8％），18 歳～29 歳で 80.1％（前回

72.7％）と多い。各年代とも前回より増加しており，特に 30歳～39歳で 17.3ポイント増加している。 

性別では，「そう思う」は女性で 75.6％（前回 56.6％），男性で 65.9％（前回 56.4％）と男女と

もに前回より増加しており，特に女性で19.0ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問23　子どもを産むこと③よく話し合い決めるべき〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

71.4

80.1

85.1

71.8

65.1

64.6

62.6

75.6

65.9

21.7

15.4

10.6

22.9

26.8

28.5

26.0

19.3

26.3

2.2

0.7

1.9

0.5

4.8

2.3

2.4

1.4

3.1

0.7

0.7

0.6

0.5

0.8

1.6

0.2

1.1

2.5

2.2

1.2

2.7

1.9

2.3

4.1

2.5

1.7

1.6

0.7

0.6

2.1

1.0

1.5

3.3

1.1

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない

そう思わない わからない 無 回 答
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④子どもを産むか産まないかは，最終的に女性自身の考えや判断を優先すべきである 

全体では，『そう思う』が58.7％と多く，前回（48.0％）より10.7ポイント増加している。 

年齢別では，『そう思う』は 18歳～29歳で 69.9％（前回 53.2％）と最も多く，年齢が上がると少

なくなり，60歳～69歳で43.9％（前回47.6％）と最も少ない。 

性別では，『そう思う』は女性で 60.6％（前回 49.7％），男性で 56.7％（前回 45.3％）と男女と

もに前回より10％以上増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⑤子どもを産むか産まないかは，パートナー以外の家族の意向も尊重すべきである 

全体では，『そう思わない』が71.4％と多い。 

年齢別では，『そう思う』は18歳～29歳で28.0％と多い。 

職業別では，『そう思う』は学生で36.3％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問23　子どもを産むこと④女性自身の判断を優先〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

21.9

36.8

24.2

25.0

20.6

8.5

15.4

21.1

23.7

36.8

33.1

42.9

39.4

37.8

35.4

30.1

39.5

33.0

15.1

8.8

13.7

12.2

17.7

17.7

22.0

13.5

18.2

14.9

10.3

11.2

10.6

14.8

28.5

17.9

15.4

14.8

9.2

10.3

7.5

10.6

7.7

7.7

10.6

9.4

7.8

2.0

0.7

0.6

2.1

1.4

2.3

4.1

1.2

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない

そう思わない わからない 無 回 答

問23　子どもを産むこと⑤相手以外の家族意向も尊重〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

4.1

7.4

5.6

3.2

2.9

3.8

2.4

3.2

5.9

14.1

20.6

12.4

10.1

14.4

12.3

17.1

12.4

16.8

24.3

26.5

24.8

24.5

26.8

23.8

19.5

24.2

26.5

47.1

36.0

50.9

48.9

45.0

52.3

49.6

50.6

41.9

8.5

8.8

5.6

11.2

10.0

5.4

7.3

8.5

6.4

1.9

0.7

0.6

2.1

1.0

2.3

4.1

1.1

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない

そう思わない わからない 無 回 答
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（8）配偶者等からの暴力（ＤＶ）に関すること 

問24 最近，夫婦（婚姻届を出していない事実婚や別居中を含む）や恋人同士など親しい間での暴力（ドメ

スティック・バイオレンス＝ＤＶ）が問題視されていますが，あなたは，夫婦間や恋人の間で，次の①

～⑪のようなことが行われた場合，暴力にあたると思いますか。 

全体では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は，「③身体を傷つける可能性のある物でなぐ

る」が94.0％，「⑤刃物を突きつけて，おどず」が93.4％，「⑥いやがっているのに性的な行為を強

要する」が85.6％，「②足でける」が81.8％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問24　夫婦や恋人間の暴力〔％〕

N =

①平手で打つ 964

②足でける 964

➂身体を傷つける可能

性のある物でなぐる
964

④なぐるふりして，お
どす

964

⑤刃物を突きつけ
て，おどす

964

⑥いやがっているのに

性的な行為を強要する
964

⑦みたくないのに，ポルノ

ビデオがポルノ雑誌を見せ
る

964

⑧何を言っても長時
間無視し続ける

964

⑨交友関係や電話等

を細かくチェックする
964

⑩「だれのおかげで生活

できるんだ」「かいしょうな
し」などという

964

⑪大声でどなる 964

73.5

81.8

94.0

59.9

93.4

85.6

71.9

53.6

44.5

69.4

61.5

21.8

14.3

2.3

31.2

2.9

9.3

18.0

32.9

35.9

20.3

29.4

0.7

0.3

0.3

4.4

0.4

0.7

3.4

7.3

11.6

4.3

4.3

1.3

1.0

0.9

1.7

0.9

1.8

3.9

3.6

5.4

3.5

2.3

2.6

2.5

2.5

2.9

2.4

2.6

2.7

2.6

2.6

2.5

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どんな場合でも暴力にあたると思う 暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない わからない

無 回 答
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①平手で打つ 

全体では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」が73.5％と多く，前回（62.5％）より11.0ポイ

ント増加している。 

年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は30歳～39歳で67.1％とやや少ない。 

性別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は女性で76.5％（前回62.0％），男性で70.9％

（前回63.7％）と男女ともに前回より増加しており，特に女性は14.5ポイント増加している。 

性年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は女性の50歳～59歳と60歳～69歳，男性

の40歳～49歳で80％を超えて多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問24　夫婦や恋人間の暴力①平手で打つ〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

73.5

72.1

67.1

75.5

77.0

76.9

74.8

76.5

70.9

21.8

25.7

29.8

21.3

18.2

20.0

13.8

19.6

24.3

0.7

0.7

1.2

1.1

0.5

0.8

0.5

1.1

1.3

1.5

1.1

1.4

0.8

2.4

1.1

0.6

2.6

1.9

1.1

2.9

2.3

8.1

2.3

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どんな場合でも暴力にあたると思う 暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない わからない

無 回 答
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②足でける 

全体では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」が81.8％と多い。 

年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は30歳～39歳で70.8％と少ない。 

性年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は女性の18歳～19歳と60歳～69歳，男性

の40歳～49歳で90％を超えて多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

③身体を傷つける可能性のある物でなぐる 

全体では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」が94.0％とほとんどを占める。 

年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は70歳以上で86.2％と少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問24　夫婦や恋人間の暴力②足でける〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

81.8

82.4

70.8

85.6

85.2

85.4

82.1

82.7

81.6

14.3

16.2

26.1

11.7

11.5

11.5

8.1

14.2

14.0

0.3

0.7

0.6

0.5

0.2

0.6

1.0

0.7

0.6

1.1

1.0

0.8

1.6

0.9

0.8

2.5

1.9

1.1

2.4

2.3

8.1

2.1

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どんな場合でも暴力にあたると思う 暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない わからない

無 回 答

問24　夫婦や恋人間の暴力③物でなぐる〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

94.0

96.3

94.4

96.3

96.2

94.6

86.2

95.0

93.9

2.3

2.9

3.1

1.1

1.0

2.3

2.4

1.8

2.0

0.3

0.6

0.5

0.8

0.2

0.6

0.9

0.7

1.1

0.5

0.8

2.4

0.9

0.6

2.5

1.9

1.1

2.4

2.3

8.1

2.1

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どんな場合でも暴力にあたると思う 暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない わからない

無 回 答
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④なぐるふりをして，おどす 

全体では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」が 59.9％と多く，「暴力にあたる場合もそうで

ない場合もあると思う」が31.2％である。 

年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は70歳以上で43.1％と少ない。 

性別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は女性で64.1％，男性で55.0％と男女差がみら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤刃物などを突きつけて，おどす 

全体では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」が93.4％とほとんどを占める。 

年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は70歳以上では82.1％と少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問24　夫婦や恋人間の暴力④なぐるふりをしておどす〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

59.9

67.6

62.1

66.5

60.8

57.7

43.1

64.1

55.0

31.2

27.9

31.7

26.6

32.1

30.0

39.0

27.6

36.0

4.4

1.5

3.1

3.7

3.3

7.7

6.5

4.4

3.9

1.7

2.2

1.2

1.6

0.5

1.5

4.1

1.6

1.4

2.9

0.7

1.9

1.6

3.3

3.1

7.3

2.3

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どんな場合でも暴力にあたると思う 暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない わからない

無 回 答

問24　夫婦や恋人間の暴力⑤刃物を突きつけておどす〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

93.4

97.8

95.7

95.7

94.7

91.5

82.1

93.5

93.9

2.9

1.5

1.9

1.6

1.9

4.6

7.3

3.0

2.2

0.4

0.5

0.5

0.8

0.8

0.4

0.6

0.9

0.7

0.6

1.1

0.5

0.8

2.4

1.2

0.3

2.4

1.9

1.1

2.4

2.3

7.3

1.9

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どんな場合でも暴力にあたると思う 暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない わからない

無 回 答
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⑥いやがっているのに性的な行為を強要する 

全体では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」が85.6％と多い。 

年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は 18歳～29歳で 94.1％（前回 82.0％）と最

も多く，年齢が上がると少なくなり，70 歳以上で 69.1％（前回 57.1％）と最も少ない。ほとんどの

年代で前回より増加している。 

性別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は女性で87.1％（前回83.5％），男性で83.0％

（前回73.2％）と男女とも前回より増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問24　夫婦や恋人間の暴力⑥性的な行為の強要〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

85.6

94.1

91.9

89.9

83.7

81.5

69.1

87.1

83.0

9.3

5.1

6.2

7.4

11.0

10.8

17.1

8.5

11.2

0.7

1.4

0.8

2.4

0.9

0.6

1.8

0.7

1.6

1.0

3.8

4.1

1.2

2.2

2.6

1.9

1.1

2.9

3.1

7.3

2.3

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どんな場合でも暴力にあたると思う 暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない わからない

無 回 答
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⑦みたくないのに，ポルノビデオやポルノ雑誌を見せる 

全体では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」が 71.9％と多く，前回（62.5％）より増加して

いる。 

年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は 30歳～39歳で 80.7％（前回 65.5％）と最

も多く，年齢が上がると少なくなり，70 歳以上で 61.8％（前回 44.4％）と最も少ない。ほとんどの

年代で前回より増加している。 

性別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は女性で75.6％（前回66.9％），男性で67.9％

（前回57.2％）と男女ともに前回より増加しており，特に男性で10.7ポイント増加している。 

性年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は女性の30歳～39歳で86.5％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問24　夫婦や恋人間の暴力⑦ＡＶ等を見せる〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

71.9

77.2

80.7

75.0

69.4

66.9

61.8

75.6

67.9

18.0

16.9

13.0

16.5

21.1

22.3

17.1

14.9

22.1

3.4

4.4

1.9

3.7

5.3

0.8

4.1

3.4

3.4

3.9

1.5

2.5

3.7

1.9

6.2

8.9

3.7

3.6

2.7

1.9

1.1

2.4

3.8

8.1

2.5

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どんな場合でも暴力にあたると思う 暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない わからない

無 回 答
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⑧何を言っても長期間無視し続ける 

全体では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」が 53.6％と多く，「暴力にあたる場合もそうで

ない場合もあると思う」が32.9％である。 

年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は 70歳以上，18歳～29歳でそれぞれ 37.4％，

47.8％（前回33.8％，33.8％）と少ないものの，前回よりも増加している。 

性別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は女性で58.1％（前回48.7％），男性で48.0％

（前回37.7％）と男女ともに前回より増加しており，特に男性で10.3ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問24　夫婦や恋人間の暴力⑧長期間無視し続ける〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

53.6

47.8

61.5

59.6

55.5

53.1

37.4

58.1

48.0

32.9

38.2

27.3

33.0

32.1

33.1

36.6

31.0

36.0

7.3

8.8

7.5

4.3

7.7

6.9

8.9

5.7

9.5

3.6

5.1

1.9

2.1

2.4

3.8

8.9

3.2

3.1

2.6

1.9

1.1

2.4

3.1

8.1

2.1

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どんな場合でも暴力にあたると思う 暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない わからない

無 回 答
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⑨交友関係や電話を細かくチェックする 

全体では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」が 44.5％と多く，「暴力にあたる場合もそうで

ない場合もあると思う」が35.9％である。 

年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は 70歳以上，18歳～29歳でそれぞれ 33.3％，

36.8％と少ない。 

性別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は女性で48.7％，男性で39.4％と男女差がみら

れる。 

性年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は女性の 18 歳～19 歳，50 歳～59 歳と 60

歳～69歳で55％を超えて多い。 

職業別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は管理職で60.0％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問24　夫婦や恋人間の暴力⑨電話等を細かく確認〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

44.5

36.8

46.0

44.7

50.7

52.3

33.3

48.7

39.4

35.9

41.9

31.7

41.0

30.6

33.1

37.4

34.9

37.4

11.6

14.0

13.7

10.1

12.9

4.6

13.8

10.6

13.1

5.4

7.4

6.8

3.2

3.3

6.2

8.1

3.7

6.7

2.6

1.9

1.1

2.4

3.8

7.3

2.1

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どんな場合でも暴力にあたると思う 暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない わからない

無 回 答
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⑩「だれのおかげで生活できるんだ」「かいしょうなし」などと言う 

全体では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」が 69.4％と多く，「暴力にあたる場合もそうで

ない場合もあると思う」が20.3％である。 

年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は70歳以上で53.7％と少ない。 

性別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は女性で75.8％（前回68.7％），男性で59.8％

（前回51.2％）と男女ともに前回より増加している。男女差は大きいが，その差は縮小している。 

性年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は女性の18歳～19歳，20歳～29歳で80％

を超えて多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問24　夫婦や恋人間の暴力⑩甲斐性なし等を言う〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

69.4

75.7

69.6

72.3

73.7

68.5

53.7

75.8

59.8

20.3

18.4

21.7

19.1

16.3

21.5

26.8

17.3

25.1

4.3

2.9

5.0

4.3

4.8

3.1

4.9

2.5

7.3

3.5

2.9

1.9

3.2

2.9

3.8

7.3

2.5

4.5

2.5

1.9

1.1

2.4

3.1

7.3

1.9

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どんな場合でも暴力にあたると思う 暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない わからない

無 回 答
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⑪大声でどなる 

全体では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」が 61.5％と多く，「暴力にあたる場合もそうで

ない場合もあると思う」が29.4％である。 

年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は50歳～59歳で67.0％とやや多い。 

性別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は女性で68.1％（前回57.8％），男性で52.8％

（前回45.3％）と男女ともに前回より増加しているが，男女差は大きく，前回よりも拡大している。 

性年齢別では，「どんな場合でも暴力にあたると思う」は女性の18歳～19歳と60歳～69歳でとも

に75.0％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問24　夫婦や恋人間の暴力⑪大声でどなる〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

61.5

58.1

60.9

61.2

67.0

63.8

57.7

68.1

52.8

29.4

36.8

31.1

31.9

26.3

25.4

22.8

25.1

35.2

4.3

3.7

4.3

4.3

3.3

3.8

6.5

3.0

6.1

2.3

1.5

1.2

1.6

1.0

3.8

5.7

1.6

2.8

2.6

2.5

1.1

2.4

3.1

7.3

2.1

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どんな場合でも暴力にあたると思う 暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない わからない

無 回 答
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問25　ＤＶに関する経験〔複数回答・％〕
N = 964

％

①配偶者または交際相手か
らＤＶ被害を受けたことがある

②配偶者または交際相手にＤ
Ｖを行ったことがある

③第三者からＤＶの被害経験
を聞いたことがある

④第三者からＤＶを行ったこと
を聞いたことがある

⑤その他

⑥特にない

無　回　答

11.6

3.6

17.5

3.3

1.7

67.3

2.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80

問25 あなたは，ＤＶに関してどのような経験がありますか。 

全体では，「⑥特にない」が 67.3％と特に多く，「③第三者からＤＶの被害経験を聞いたことがあ

る」が17.5％，「①配偶者または交際相手からＤＶ被害を受けたことがある」が11.6％である。 

性別では，「①配偶者または交際相手からＤＶ被害を受けたことがある」は女性で 16.6％，男性で

3.4％と男女差が大きい。 

職業別では，「③第三者からＤＶの被害経験を聞いたことがある」は商・工・サービス業の自営業

主で31.4％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       （％） 

N＝ 

①配偶者または交際相

手からＤＶ被害を受けたこ

とがある 

②配偶者または交際相

手にＤＶを行ったことがあ

る 

③第三者からＤＶの被害

経験を聞いたことがある 

④第三者からＤＶを行った

ことを聞いたことがある 
⑤その他 ⑥特にない 無回答 

全体 964 11.6 3.6 17.5 3.3 1.7 67.3 2.9 
18歳～ 

29歳 136 8.8 1.5 17.6 1.5 2.2 72.8 1.5 

30歳～ 

39歳 161 11.2 3.1 15.5 1.2 1.2 71.4 1.9 

40歳～ 

49歳 188 13.8 2.7 19.1 1.6 2.1 67.6 1.6 

50歳～ 

59歳 209 14.8 3.8 20.1 6.7 0.0 64.1 2.9 

60歳～ 

69歳 
130 8.5 6.2 13.1 1.5 2.3 69.2 3.1 

70歳 

以上 
123 9.8 5.7 16.3 6.5 1.6 61.8 7.3 

女性 565 16.6 1.8 19.5 2.7 2.3 64.4 2.7 
男性 358 3.4 6.4 14.2 4.5 0.3 73.2 3.4 

 

  

第三者からDV被害を受けた，友達の友達が被害を受けたと聞いたなど 
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問26 結婚（事実婚含む）歴あり及び交際相手がいる（いた）方 あなたの配偶者や交際相手から①～④

のようなことをされたことはありますか。 

全体では，『あった（「何度もあった」「一・二度あった」の計，以下同様）』が，「②精神的暴

力」で 22.9％，「①身体的暴力」で 18.9％と多く，「④性的暴力」で 11.2％，「③経済的暴力」で

10.8％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配偶者や交際相手からの身体的，精神的な暴力等をされたことが『あった』は，前回・今回ともに

男性より女性で多く回答されている。配偶者からのＤＶ被害は女性の精神的暴力を除き男女ともに微

減している。一方，交際相手からのデートＤＶ（交際中のＤＶ）は，精神的・身体的暴力が男女とも

に大幅に増加しており，女性の割合が高いが，男性で精神的暴力が 26.3％，身体的暴力が 10％を超

えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（％）                                                                                     （％） 

 

 

  

問26　ＤＶに関する被害〔％〕

N =

①身体的暴力 812

②精神的暴力 812

➂経済的暴力 812

➃性的暴力 812

4.1

9.2

5.3

3.7

14.8

13.7

5.5

7.5

80.7

76.7

88.8

88.4

0.5

0.4

0.4

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

何度もあった 一・二度あった まったくない 無 回 答

5.2

9.6

18.2

19.2

10.1

13.7

22.6

23.3

02040

身体的暴力

精神的暴力

身体的暴力

精神的暴力

交
際

相
手

配
偶

者

女性 男性

10.5

26.3

13.6

18.7

22.5

37.5

20.8

23.7

0 20 40

身体的暴力

精神的暴力

身体的暴力

精神的暴力

交
際

相
手

配
偶

者

女性 男性

配

偶

者

交

際

相

手

前 

回 

今 

回 
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①身体的暴力（例：殴ったり，けったり，物を投げつけたり，突き飛ばしたりするなどの身体に対する

暴行など） 

全体では，『あった』が18.9％である。 

年齢別では，『あった』は50歳～59歳で23.8％とやや多い。 

性別では，『あった』は女性で20.9％，男性で13.3％と男女差がみられる。 

性年齢別では，『あった』は女性の50歳～59歳で32.1％と多い。 

ＤＶに関する経験で被害を受けたことがあると回答した人では，『あった』は67.9％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問26　ＤＶに関する被害①身体的暴力〔％〕

N =

全　　　体 812

１８歳～２９歳 73

３０歳～３９歳 138

４０歳～４９歳 171

５０歳～５９歳 185

６０歳～６９歳 121

７０歳以上 108

女性 488

男性 292

4.1

2.7

5.1

5.8

7.0

0.8

6.1

1.0

14.8

11.0

8.7

12.3

16.8

19.0

18.5

14.8

12.3

80.7

84.9

86.2

81.3

76.2

80.2

80.6

78.5

86.6

0.5

1.4

0.6

0.9

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

何度もあった 一・二度あった まったくない 無 回 答
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②精神的暴力（例：人格を否定するような暴言，交友関係や行き先，電話・メールなどを細かく監視し

たり，長時間無視するなどの精神的な嫌がらせ，あるいは，自分もしくは自分の家族に危害が加えら

れるのではないかと恐怖を感じるような脅迫など） 

全体では，『あった』が22.9％である。 

性別では，『あった』は女性で24.8％，男性で19.2％と男女差がみられる。 

性年齢別では，『あった』は女性の20歳～29歳で34.1％と多い。 

ＤＶに関する経験で被害を受けたことがあると回答した人では，『あった』は74.1％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問26　ＤＶに関する被害②精神的暴力〔％〕

N =

全　　　体 812

１８歳～２９歳 73

３０歳～３９歳 138

４０歳～４９歳 171

５０歳～５９歳 185

６０歳～６９歳 121

７０歳以上 108

女性 488

男性 292

9.2

12.3

10.1

11.1

10.8

4.1

7.4

11.7

4.8

13.7

13.7

15.2

11.1

13.5

13.2

16.7

13.1

14.4

76.7

74.0

74.6

77.8

75.7

81.8

75.0

75.0

80.5

0.4

0.8

0.9

0.2

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

何度もあった 一・二度あった まったくない 無 回 答
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③経済的暴力（例：生活費を渡さない，貯金を勝手に使われる，外で働くことを妨害されるなど） 

全体では，『あった』が10.8％である。 

性別では，『あった』は女性で14.2％，男性で4.8％と男女差がみられる。 

ＤＶに関する経験で被害を受けたことがあると回答した人では，『あった』は45.6％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④性的暴力（例：嫌がっているのに性的な行為を強要される，見たくないポルノ映像等を見せられる，

避妊に協力しないなど） 

全体では，『あった』が11.2％である。 

性別では，『あった』は女性で15.5％，男性で2.7％と男女差が大きい。 

ＤＶに関する経験で被害を受けたことがあると回答した人では，『あった』は48.2％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問26　ＤＶに関する被害③経済的暴力〔％〕

N =

全　　　体 812

１８歳～２９歳 73

３０歳～３９歳 138

４０歳～４９歳 171

５０歳～５９歳 185

６０歳～６９歳 121

７０歳以上 108

女性 488

男性 292

5.3

4.1

5.1

5.8

7.0

3.3

4.6

6.8

2.4

5.5

5.5

2.9

5.3

7.0

4.1

7.4

7.4

2.4

88.8

89.0

91.3

88.3

85.9

92.6

88.0

85.7

94.9

0.4

1.4

0.7

0.6

0.2

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

何度もあった 一・二度あった まったくない 無 回 答

問26　ＤＶに関する被害④性的暴力〔％〕

N =

全　　　体 812

１８歳～２９歳 73

３０歳～３９歳 138

４０歳～４９歳 171

５０歳～５９歳 185

６０歳～６９歳 121

７０歳以上 108

女性 488

男性 292

3.7

6.8

5.1

2.9

4.3

1.7

1.9

5.3

0.3

7.5

6.8

8.0

5.8

6.5

6.6

12.0

10.2

2.4

88.4

86.3

87.0

90.6

88.6

91.7

85.2

83.8

97.3

0.4

0.6

0.5

0.9

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

何度もあった 一・二度あった まったくない 無 回 答
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質問26‐1 結婚（事実婚含む）歴あり及び交際相手がいる（いた）方 前問の①～④で1つでも「何度も

あった」，「一・二度あった」と回答した方におたずねします。あなたの配偶者や交際相手から被害を

受けたときどうしましたか。 

全体では，「②別れたい（別れよう）と思ったが別れなかった」が42.4％（前回40.0％）と多く，

「①相手と別れた」が 29.0％（前回 16.4％），「③別れたい（別れよう）とは思わなかった」が

26.4％（前回 40.4％）である。前回より「①相手と別れた」は大幅に増加し，「③別れたい（別れよ

う）とは思わなかった」は大きく減少している。 

年齢別では，「③別れたい（別れよう）とは思わなかった」は 70歳以上で 47.5％，60歳～69歳で

34.3％とそれぞれ多い。 

性別では，「②別れたい（別れよう）と思ったが別れなかった」は女性で 46.7％と多く，「①別れ

たい（別れよう）とは思わなかった」は男性で36.1％と多い。 

性年齢別では，「②別れたい（別れよう）と思ったが別れなかった」は女性の40歳～49歳と 60歳

～69歳で50％を超えて多い。 

世帯構成別では，「②別れたい（別れよう）と思ったが別れなかった」は 1世代世帯（夫婦だけ）

で55.4％，「①相手と別れた」は単身世帯（一人暮らし）で63.2％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問26-1　ＤＶを受けたときの対処法〔％〕

N =

全　　　体 269

１８歳～２９歳 22

３０歳～３９歳 42

４０歳～４９歳 58

５０歳～５９歳 65

６０歳～６９歳 35

７０歳以上 40

女性 180

男性 72

29.0

50.0

31.0

31.0

36.9

17.1

7.5

31.1

22.2

42.4

45.5

42.9

50.0

40.0

40.0

37.5

46.7

36.1

26.4

4.5

26.2

19.0

23.1

34.3

47.5

21.7

36.1

2.2

8.6

7.5

0.6

5.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①相手と別れた ②別れたい（別れよう）と思ったが別れなかった

③別れたい（別れよう）とは思わなかった 無 回 答
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質問26‐2 質問26の①～④で1つでも「何度もあった」，「一・二度あった」を回答した方 あなたの配

偶者や交際相手から受けたそのような行為について，だれかに相談しましたか。 

全体では，「①相談した」は33.1％，「②相談しなかった」は65.1％である。 

年齢別では，「①相談した」は18歳～29歳で68.2％と多い。 

性別では，「①相談した」は女性で41.7％，男性で11.1％と，男女差が大きい。 

性年齢別では，「①相談した」は女性の20歳～29歳で70.6％と多い。 

ＤＶに関する被害別では，「①相談した」は何度もあった暴力が身体的で 69.7％，精神的で45.3％，

経済的で48.8％，性的で50.0％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問26-2　ＤＶを受けた行為についての相談〔％〕

N =

全　　　体 269

１８歳～２９歳 22

３０歳～３９歳 42

４０歳～４９歳 58

５０歳～５９歳 65

６０歳～６９歳 35

７０歳以上 40

女性 180

男性 72

33.1

68.2

33.3

37.9

32.3

25.7

17.5

41.7

11.1

65.1

31.8

66.7

62.1

67.7

71.4

72.5

57.2

84.7

1.9

2.9

10.0

1.1

4.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①相談した ②相談しなかった 無 回 答
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問26-3　相談しなかった理由〔複数回答・％〕
N = 175

％

①だれに相談してよいのかわ
からなかったから

②相談しても無駄だと思った
から

③相談したことがわかると更
に暴力を受けると思ったから

④自分さえ我慢すればこのま
まやっていけると思ったから

⑤自分にも悪いところがある
と思ったから

⑥相談するほどのことではな
いと思ったから

⑦その他

無　回　答

12.6

36.0

2.9

21.7

25.1

48.6

2.9

2.9

0 10 20 30 40 50 60

質問26‐3 前問で「相談しなかった」と回答した方 におたずねします。それはなぜですか。 

全体では，「⑥相談するほどのことではないと思ったから」が 48.6％と多く，「②相談しても無駄

だと思ったから」が36.0％，「⑤自分にも悪いところがあると思ったから」が25.1％，「④自分さえ

我慢すればこのままやっていけると思ったから」が21.7％で続いている。 

性別では，「④自分さえ我慢すればこのままやっていけると思ったから」は女性で 26.2％，男性で

11.5％と男女差が大きい。 

性年齢別では，「④自分さえ我慢すればこのままやっていけると思ったから」は女性の 20 歳～29

歳，50歳～59歳と70歳以上で35％を超えて多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
        （％） 

N＝ 

①だれに相談して

よいのかわからな

かったから 

②相談しても無駄

だと思ったから 

③相談したことが

わかると更に暴力

を受けると思った

から 

④自分さえ我慢す

ればこのままやっ

ていけると思った

から 

⑤自分にも悪いと

ころがあると思った

から 

⑥相談するほどの

ことではないと思っ

たから 

⑦その他 無回答 

全体 175 12.6 36.0 2.9 21.7 25.1 48.6 2.9 2.9 
18歳～ 

29歳 
7 28.6 42.9 0.0 42.9 28.6 57.1 0.0 0.0 

30歳～ 

39歳 
28 17.9 42.9 3.6 21.4 21.4 46.4 10.7 3.6 

40歳～ 

49歳 
36 13.9 38.9 0.0 8.3 38.9 41.7 0.0 2.8 

50歳～ 

59歳 
44 13.6 29.5 9.1 31.8 25.0 47.7 2.3 0.0 

60歳～ 

69歳 
25 8.0 32.0 0.0 12.0 16.0 52.0 4.0 0.0 

70歳 

以上 
29 3.4 41.4 0.0 24.1 24.1 58.6 0.0 3.4 

女性 103 14.6 35.9 3.9 26.2 22.3 45.6 2.9 1.9 
男性 61 6.6 37.7 0.0 11.5 31.1 55.7 3.3 1.6 

 

  

先に別れた，だれにも知られたくなかったなど 
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問27 あなたの配偶者や交際相手に対して①～④のようなことをしたことはありますか。 

全体では，『あった（「何度もあった」「一・二度あった」の計，以下同様）』が，「①身体的暴

力」で 15.7％，「②精神的暴力」で 15.1％と多く，「④性的暴力」で 3.7％，「③経済的暴力」で

2.8％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①身体的暴力（例：殴ったり，けったり，物を投げつけたり，突き飛ばしたりするなどの身体に対する

暴行など） 

全体では，『あった』が15.7％である。 

性別では，『あった』は女性で13.3％，男性で18.6％と男女差がみられる。 

性年齢別では，『あった』は男性の70歳以上で25.1％と多い。 

ＤＶに関する経験でＤＶを行ったことがあると回答した人では，『あった』は81.9％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問27　ＤＶに関する行為〔％〕

N =

①身体的暴力 821

②精神的暴力 821

➂経済的暴力 821

➃性的暴力 821

1.8

2.7

1.1

1.0

13.9

12.4

1.7

2.7

84.0

84.8

97.0

95.7

0.2

0.1

0.2

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

何度もあった 一・二度あった まったくない 無 回 答

問27　ＤＶに関する行為①身体的暴力〔％〕

N =

全　　　体 821

１８歳～２９歳 74

３０歳～３９歳 139

４０歳～４９歳 173

５０歳～５９歳 189

６０歳～６９歳 125

７０歳以上 106

女性 495

男性 296

1.8

1.4

2.2

1.7

2.6

2.8

1.4

2.7

13.9

13.5

12.2

15.0

13.8

12.8

15.1

11.9

15.9

84.0

85.1

85.6

82.7

83.6

87.2

82.1

86.5

81.4

0.2

0.6

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

何度もあった 一・二度あった まったくない 無 回 答
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②精神的暴力（例：人格を否定するような暴言，交友関係や行き先，電話・メールなどを細かく監視し

たり，長時間無視するなどの精神的な嫌がらせ，あるいは，自分もしくは自分の家族に危害が加えら

れるのではないかと恐怖を感じるような脅迫など） 

全体では，『あった』が15.1％である。 

ＤＶに関する経験でＤＶを行ったことがあると回答した人では，『あった』は39.4％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③経済的暴力（例：生活費を渡さない，貯金を勝手に使われる，外で働くことを妨害されるなど） 

全体では，『あった』が2.8％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問27　ＤＶに関する行為②精神的暴力〔％〕

N =

全　　　体 821

１８歳～２９歳 74

３０歳～３９歳 139

４０歳～４９歳 173

５０歳～５９歳 189

６０歳～６９歳 125

７０歳以上 106

女性 495

男性 296

2.7

2.7

4.3

2.3

4.2

1.9

3.2

1.7

12.4

13.5

12.9

15.6

10.1

11.2

12.3

12.5

12.2

84.8

83.8

82.7

82.1

85.7

88.8

85.8

84.2

86.1

0.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

何度もあった 一・二度あった まったくない 無 回 答

問27　ＤＶに関する行為③経済的暴力〔％〕

N =

全　　　体 821

１８歳～２９歳 74

３０歳～３９歳 139

４０歳～４９歳 173

５０歳～５９歳 189

６０歳～６９歳 125

７０歳以上 106

女性 495

男性 296

1.1

2.9

0.5

0.8

1.9

0.8

1.4

1.7

0.7

1.2

2.1

1.6

4.7

2.0

1.0

97.0

98.6

96.4

98.3

97.4

97.6

93.4

96.8

97.6

0.2

1.4

0.6

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

何度もあった 一・二度あった まったくない 無 回 答
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④性的暴力（例：嫌がっているのに性的な行為を強要される，見たくないポルノ映像等を見せられる，

避妊に協力しないなど） 

全体では，『あった』が3.7％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問27　ＤＶに関する行為④性的暴力〔％〕

N =

全　　　体 821

１８歳～２９歳 74

３０歳～３９歳 139

４０歳～４９歳 173

５０歳～５９歳 189

６０歳～６９歳 125

７０歳以上 106

女性 495

男性 296

1.0

1.4

2.2

0.6

1.1

0.9

1.4

0.3

2.7

1.4

2.2

0.6

2.6

4.8

5.7

1.8

3.7

95.7

97.3

95.0

98.3

95.2

95.2

93.4

96.2

95.9

0.6

0.7

0.6

1.1

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

何度もあった 一・二度あった まったくない 無 回 答
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問28　ＤＶ相談ができる窓口の認知〔複数回答・％〕
N = 964

％

①警察

②法務局・人権擁護委員

③広島県こども家庭センター

④福山市男女共同参画セン
ター

⑤ＤＶ相談＋・ＤＶ相談ナビ＃
８００８

⑥民間の機関

⑦その他

⑧相談窓口として知っている
ところはない

無　回　答

77.9

11.0

17.8

13.9

10.2

16.0

0.4

13.7

3.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

問28 あなたは，ＤＶについて相談できる窓口としてどのようなものを知っていますか。 

全体では，「①警察」が77.9％と最も多く，「③広島県こども家庭センター」が17.8％，「⑥民間

の機関」が16.0％，「④福山市男女共同参画センター」が13.9％で続いている。また，「⑧相談窓口

として知っているところはない」は13.7％回答されている。 

年齢別では，「⑧相談窓口として知っているところはない」は70歳以上で21.1％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
         （％） 

N＝ 

①警察 
②法務局・人権

擁護委員 

③広島県こども

家庭センター 

④福山市男女

共同参画センタ

ー 

⑤ＤＶ相談＋・Ｄ

Ｖ相談ナビ＃

8008 

⑥民間の機関 ⑦その他 

⑧相談窓口とし

て知っているとこ

ろはない 

無回答 

全体 964 77.9 11.0 17.8 13.9 10.2 16.0 0.4 13.7 3.3 
18歳～ 

29歳 136 77.9 5.9 22.1 2.9 11.0 10.3 1.5 13.2 4.4 

30歳～ 

39歳 161 81.4 5.0 15.5 15.5 10.6 13.0 0.0 13.0 0.6 

40歳～ 

49歳 188 80.9 5.3 18.6 13.8 10.1 16.0 0.5 13.3 1.1 

50歳～ 

59歳 209 81.3 11.5 17.7 16.7 14.4 21.1 0.0 11.0 2.9 

60歳～ 

69歳 
130 76.9 17.7 18.5 18.5 7.7 18.5 0.8 13.8 1.5 

70歳 

以上 
123 65.9 25.2 15.4 14.6 4.9 15.4 0.0 21.1 10.6 

女性 565 78.9 8.7 17.0 15.2 12.0 16.3 0.7 13.1 2.7 
男性 358 77.1 15.1 19.8 12.3 7.5 15.9 0.0 15.1 3.9 
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問29　ＤＶを防ぐために必要な取組〔複数回答・％〕
N = 964

％

①保護者が子どもに暴力防
止の教育を行う

②児童・生徒・学生に暴力防
止の教育を行う

③地域で暴力を防止するため
の研修会等を行う

④メディアを活用して広報・啓
発活動を積極的に行う

⑤被害者が早期に相談でき
るよう身近な相談窓口を増や
す

⑥警察や医療関係者などに
対し研修や啓発を行う

⑦暴力をふるったことのある
者に対し教育を行う

⑧加害者への罰則を強化す
る

⑨暴力を助長するおそれのあ
る情報を規制する

⑩その他

⑪特にない

⑫わからない

無　回　答

46.8

50.8

16.5

37.4

61.7

27.0

34.8

50.9

23.8

2.1

0.6

6.3

2.6

0 10 20 30 40 50 60 70

問29 あなたは，ＤＶを防ぐために，どのような取組が必要だと思いますか。 

全体では，「⑤被害者が早期に相談できるような身近な窓口を増やす」が 61.7％と多く，「⑧加害

者への罰則を強化する」が50.9％，「②児童・生徒・学生に暴力防止の教育を行う」が50.8％，「①

保護者が子どもに暴力防止の教育を行う」が 46.8％，「④メディアを活用して広報・啓発活動を積極

的に行う」が37.4％で続いている。 

年齢別では，「⑧加害者への罰則を強化する」は 40歳～49歳で 62.8％，「②児童・生徒・学生に

暴力防止の教育を行う」と「①保護者が子どもに暴力防止の教育を行う」は 18 歳～29 歳でそれぞれ

60.3％，57.4％と多い。 

性別では，「⑤被害者が早期に相談できるような身近な窓口を増やす」は女性で 64.4％，男性で

57.8％と男女差がみられる。 

ＤＶを受けた行為について相談したと回答した人では，「⑤被害者が早期に相談できるよう身近な

相談窓口を増やす」が73.0％，「⑧加害者への罰則を強化する」が53.9％，「⑥警察や医療関係者な

どに対し研修や啓発を行う」が34.8％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

相談先や心のケアに関すること，幼い頃からの教育など 
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             （％） 

N＝ 

①保護者

が子ども

に暴力防

止の教育

を行う 

②児童・生

徒・学生に

暴力防止

の教育を

行う 

③地域で

暴力を防

止するた

めの研修

会等を行う 

④メディア

を活用して

広報・啓発

活動を積

極的に行

う 

⑤被害者

が早期に

相談できる

よう身近な

相談窓口

を増やす 

⑥警察や

医療関係

者などに

対し研修

や啓発を

行う 

⑦暴力を

ふるったこ

とのある者

に対し教

育を行う 

⑧加害者

への罰則

を強化す

る 

⑨暴力を

助長する

おそれの

ある情報

を規制す

る 

⑩その

他 

⑪特に

ない 

⑫わか

らない 
無回答 

全体 964 46.8 50.8 16.5 37.4 61.7 27.0 34.8 50.9 23.8 2.1 0.6 6.3 2.6 
18歳～ 

29歳 136 57.4 60.3 21.3 39.0 61.8 28.7 40.4 54.4 7.4 2.2 0.0 3.7 4.4 

30歳～ 

39歳 161 50.3 50.9 10.6 37.9 59.6 28.0 37.3 54.0 22.4 1.9 1.2 6.8 0.6 

40歳～ 

49歳 188 42.0 46.3 12.8 33.0 62.8 24.5 35.1 62.8 20.2 2.7 0.0 4.3 1.1 

50歳～ 

59歳 209 45.5 50.7 21.1 44.5 66.5 27.8 34.9 53.1 26.3 2.4 0.0 5.7 1.9 

60歳～ 

69歳 130 47.7 54.6 19.2 42.3 66.9 26.2 32.3 45.4 38.5 1.5 0.0 6.2 0.0 

70歳 

以上 123 39.8 45.5 12.2 26.0 52.0 26.8 25.2 29.3 30.9 0.8 2.4 11.4 8.1 

女性 565 46.2 52.4 14.9 38.4 64.4 28.1 36.1 51.0 26.2 1.9 0.5 6.5 1.9 
男性 358 48.0 48.9 18.2 36.0 57.8 24.3 32.4 51.7 20.1 2.2 0.6 5.0 3.1 
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（9）男女共同参画・女性活躍推進の推進 

問30 あなたは，「男女共同参画社会」を形成していくため，今後，行政はどのようなことに力を入れてい

くべきだと思いますか。 

全体では，「⑥保育の施設や介護サービスを充実する」が 47.8％，「①法律や制度の面で見直しを

行う」が46.5％と多く，「④職場での男女の均等な取り扱いについて周知徹底する」が42.6％，「⑤

女性の職業教育や職業訓練を充実する」が39.3％で続いている。 

年齢別では，「⑥保育の施設や介護サービスを充実する」は 60歳～69歳で 57.7％，「①法律や制

度の面で見直しを行う」は18歳～29歳で59.6％と多い。 

家庭での男女の地位は男性のほうが非常に優遇されていると回答した人では，「⑥保育の施設や介

護サービスを充実する」が56.7％と多い。 

法律や制度の上での男女の地位は男性のほうが非常に優遇されていると回答した人では，「①法律

や制度の面で見直しを行う」が56.5％と多い。 

社会通念・慣習などでの男女の地位は男性のほうが非常に優遇されていると回答した人では，「⑤

女性の職業教育や職業訓練を充実する」が49.1％と多い。 

ＤＶに関する経験で配偶者・交際相手からＤＶ被害を受けたことがあると回答した人では，「⑧情

報提供や交流の場等のセンターを充実する」が33.9％と多い。 
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問30　行政が力を入れていくべきこと〔複数回答・％〕
N = 964

％

①法律や制度の面で見直しを
行う

②女性を政策決定の場に積
極的に登用する

③各種団体の女性のリー
ダーを養成する

④職場での男女の均等な取り
扱いについて周知徹底する

⑤女性の職業教育や職業訓
練を充実する

⑥保育の施設や介護サービ
スを充実する

⑦男女の人権を尊重する学
習を充実する

⑧情報提供や交流の場等の
センターを充実する

⑨各国の女性との交流や協
力を推進する

⑩男女の平等と相互の理解
や協力についてＰＲする

⑪その他

⑫特にない

⑬わからない

無　回　答

46.5

38.2

27.6

42.6

39.3

47.8

36.4

21.3

14.1

14.0

1.1

3.0

9.8

0.7

0 10 20 30 40 50 60

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
              （％） 

N＝ 

①法律

や制度

の 面 で

見直しを

行う 

②女性

を 政 策

決定の

場に積

極的に

登用する 

③各種

団体の

女性のリ

ーダーを

養成する 

④職場

で の 男

女の均

等な取り

扱 い に

ついて周

知徹底

する 

⑤女性

の職業

教育や

職業訓

練 を 充

実する 

⑥保育

の施設

や介護

サービス

を充実す

る 

⑦男女

の人権

を尊重す

る学習を

充実する 

⑧情報

提供や

交流の

場等の

センター

を充実す

る 

⑨各国

の女性と

の交流

や協力

を推進す

る 

⑩男女

の平等と

相互の

理解や

協力に

ついてＰ

Ｒする 

⑪ そ の

他 

⑫特に

ない 

⑬わから

ない 
無回答 

全体 964 46.5 38.2 27.6 42.6 39.3 47.8 36.4 21.3 14.1 14.0 1.1 3.0 9.8 0.7 
18歳～ 

29歳 
136 59.6 34.6 21.3 48.5 39.0 46.3 36.8 28.7 15.4 13.2 0.0 3.7 9.6 0.0 

30歳～ 

39歳 
161 49.1 38.5 22.4 44.7 32.9 41.0 34.2 19.9 14.9 8.1 1.2 4.3 9.3 0.0 

40歳～ 

49歳 188 43.1 36.7 25.5 38.8 38.8 44.7 33.5 14.9 16.0 9.0 1.6 1.6 10.6 0.5 

50歳～ 

59歳 209 46.4 36.8 31.1 41.1 38.3 52.2 32.5 21.1 13.9 14.8 1.0 1.9 12.0 0.0 

60歳～ 

69歳 130 43.1 40.8 32.3 41.5 41.5 57.7 46.2 20.0 13.8 20.0 1.5 3.1 7.7 0.8 

70歳 

以上 123 37.4 43.1 33.3 45.5 46.3 46.3 40.7 26.0 9.8 22.0 0.8 4.1 7.3 2.4 

女性 565 43.9 38.1 27.6 43.2 39.5 50.4 37.5 22.1 14.9 14.5 0.7 1.8 11.7 0.4 
男性 358 50.3 38.0 27.7 41.9 37.7 42.5 34.1 19.3 13.1 12.8 1.4 5.0 6.1 0.8 

  

女性の意識改革が必要，保育士や介護士の給料を上げるなど 
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問31 あなたは，「イコールふくやま」を知っていますか。また，実際に行かれたことがありますか。 

全体では，「①実際に行ったことがある」が 3.2％（前回 5.5％），「②行ったことはないが名称

は知っている」が 28.8％（前回 34.8％）と，認知されている割合は 32.0％（前回 40.3％）となって

おり，「③知らなかった」は67.1％（前回58.0％）である。 

年齢別では，「②行ったことはないが名称は知っている」は 18歳～29歳で 16.2％と最も少なく，

年齢が上がると多くなり，70歳以上で35.8％と最も多い。 

性別では，「②行ったことはないが名称は知っている」は女性で 33.6％（前回 38.8％），男性で

21.2％（前回 29.0％）と男女ともに前回より減少している。男女差は大きく，前回よりも拡大してい

る。 

性年齢別では，「②行ったことはないが名称は知っている」は女性の 40歳～49歳，60歳～69歳，

70歳以上で40％以上と多い。 

ＤＶ相談ができる窓口の認知別では，「②行ったことはないが名称は知っている」は福山市男女共

同参画センターが66.4％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問31　イコールふくやまの認知度〔％〕

N =

全　　　体 964

１８歳～２９歳 136

３０歳～３９歳 161

４０歳～４９歳 188

５０歳～５９歳 209

６０歳～６９歳 130

７０歳以上 123

女性 565

男性 358

3.2

2.5

2.1

5.3

6.9

2.4

4.2

2.0

28.8

16.2

23.0

30.3

33.0

33.1

35.8

33.6

21.2

67.1

83.8

74.5

67.0

60.3

60.0

60.2

61.8

75.7

0.8

0.5

1.4

1.6

0.4

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①実際に行ったことがある ②行ったことはないが名称は知っている ③知らなかった ④無 回 答
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問32 男性も女性も性別にかかわらず，個性と能力をいかせるまちを実現するため，男女共同参画に関する

ご意見・ご要望がありましたら，ご自由にお書きください。 

全体では 15.0％の記述があり，内容は「性別にこだわらず，個を尊重することが大切」「意識の改

革に関すること」「男女共同参画の講座や教育に関すること」などがあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問32　自由意見

N =

964 15.0 85.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

記述あり 記述なし

順位 内容 件数

性別にこだわらず，個を尊重することが大切

男女にこだわらないことが必要である。「こうあるべき」ととらわれないことが大事である。どんな生き方
を選んでも，尊重されるような世の中になってほしい。男性，女性それぞれの得意分野はあると思うの
で，同次元で全てを比較するのは，男性も女性もそれぞれ大変だと思う。

 意識の改革に関すること

男性，女性ともに意識の改革が必要である。相手の人格を認め，尊重できる人が増えると，良い社会
になると思う。町内会等，高齢の方々が若い世代の意見を取り入れる事が難しい。今まで行ってきた
行事や会合等を見直し，どの世代も活動しやすいまちづくりを行っていってほしい。

男女共同参画の講座や教育に関すること

雇用主や人事担当者等の研修参加を通して，知識や意識を高めてもらいたい。何事も子どもの時から
教育と躾が大切だと思っているので，それらを充実させることが男女共同参画の近道だと思う。幼少期
に男性も家のことをするのがあたりまえの家庭で育った男性は積極的にあたりまえのこととして育児・
家事をすると思う。夫はほとんど育児・家事をしないが，息子には家の手伝いをするよう育てていきたい
と思う。

子育てや家事に関すること

男性の育休制度を充実させ，男性にも家事・育児に参加してもらえる社会にしてほしい。女性が働くこ
とは賛成だが，子育ての面を考えると複雑である。子どもが小さくても母親が安心して働ける制度を充
実させてほしい。女性の方が男性に比べて育児や家事に関わる時間が多いため，仕事を優先する事
は難しいと思う。反対に男性が育児休暇をとることは，まだまだ難しい職場環境にあると思う。

収入や待遇など職場環境に関すること

男女共に収入を増やして，育児へのお金が使えるようにする。子どもを出産して育てながら働く女性が
少しでも気にせず働けるよう，保育園への加入制度の見直し，保育施設の時間延長を拡充してほし
い。職場での時短制度等で，職場で不当な扱いをされないようにしてほしい。

２位

３位

４位

１位 18件

17件

14件

12件

５位 ９件
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（10）回答者の属性等 

Ｆ1 あなたの性別はなんですか。 

全体では，「①女性」が58.6％で，「②男性」が37.1％である。 

 

 

 

 

 

 

Ｆ2 あなたの年齢は満でおいくつですか。〔2021年(令和3年)9月30日現在〕 

全体では，「⑤50歳～59歳」が21.7％，「④40歳～49歳」が19.5％と多く，「③30歳～39歳」が

16.7％，「⑥60歳～69歳」が13.5％である。 

 

 

 

 

 

 

Ｆ3 あなたの現在の職業は，次のうちどれですか。 

全体では，「⑤正社員・正職員」が31.3％と多く，「⑧パート・アルバイト」が19.3％，「⑪家事

専業」が12.0％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ4 あなたが現在同居している家族構成は，次のうちどれですか。 

全体では，「③2 世代世帯（親と子）」が 49.9％と多く，「②1 世代世帯（夫婦だけ）」が 24.8％，

「④3世代世帯（親と子と孫）」が10.0％である。 

 

 

 

 

 

 

（その他：年金受給者，無職，介護職など。） 

（その他：夫婦と子（4件），夫婦と祖父母，夫婦・祖父母・子（各2件）など） 

Ｆ１　性別〔％〕

N =

964 58.6 37.1

0.1

2.1 2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①女性 ②男性 ③その他 ④答えたくない 無 回 答

Ｆ２　年齢〔％〕

N =

964 1.8 12.3 16.7 19.5 21.7 13.5 12.8 1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①１８歳～１９歳 ②２０歳～２９歳 ③３０歳～３９歳 ④４０歳～４９歳 ⑤５０歳～５９歳

⑥６０歳～６９歳 ⑦７０歳以上 無 回 答

Ｆ３　現在の職業〔％〕

N =

964 0.5 5.3

0.2

1.3 31.3 7.3 3.5 19.3

0.2

1.3 12.0 4.6 10.7 2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①農林漁業 ②商・工・サービス業の自営業主 ③自由業

④家族従業者 ⑤正社員・正職員 ⑥管理職

⑦派遣・契約社員 ⑧パート・アルバイト ⑨内職・在宅就業

⑩その他 ⑪家事専業 ⑫学生

⑬その他 無 回 答

Ｆ４　現在同居している家族構成〔％〕

N =

964 9.8 24.8 49.9 10.0 3.5 2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①単身世帯（一人暮らし） ②１世代世帯（夫婦だけ） ③２世代世帯（親と子）

④３世代世帯（親と子と孫） ⑤その他 無 回 答
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３．事業所アンケート調査結果 

（1）事業所概要 

Ｆ1 事業所の業種をお選びください。 

全体では，「②製造業」が 30.2％，「⑩医療・福祉」が 19.8％，「⑤卸売・小売業」が 15.1％，

「①建設業」が11.3％，「⑪その他」が10.4％である。 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ2 従業員数，管理職者数及び2020年度（令和2年度）の採用実績をご記入ください。 

 

①従業員数 

男性従業員は，「②11人～50人」が 35.8％，「④101人～300人」が 20.8％，「③51人～100人」

が 17.9％，「①10人以下」と「⑤301人以上」（前回 6.5％）がともに 12.3％である。前回より「②

11人～50人」と「④101人～300人」がやや減少し，「⑤301人以上」が5.8ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

 

女性従業員は，「②11 人～50 人」が 30.2％（前回 32.7％），「①10 人以下」が 25.5％（前回

35.5％），「④101 人～300 人」が 19.8％（前回 12.1％），「③51 人～100 人」が 18.9％（前回

10.3％），「⑤301人以上」が 4.7％（前回 5.6％）である。前回より「④101人～300人」が 7.7ポイ

ント増加し，「①10人以下」が10.0ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｆ１　事業所の業種〔％〕

N =

106 11.3 30.2 1.9 4.7 15.1 0.9 4.7 19.8 10.4 0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①建設業 ②製造業 ③電気・ガス・水道業 ④運輸・通信業

⑤卸売・小売業 ⑥金融・保険業 ⑦不動産業 ⑧飲食店・宿泊業

⑨サービス業 ⑩医療・福祉 ⑪その他 無 回 答

Ｆ２　①男性〔％〕

N =

106 12.3 35.8 17.9 20.8 12.3 0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①10人以下 ②11人～50人 ③51人～100 人 ④101 人～300 人 ⑤301 人以上 無 回 答

Ｆ２　②女性〔％〕

N =

106 25.5 30.2 18.9 19.8 4.7 0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①10人以下 ②11人～50人 ③51人～100 人 ④101 人～300 人 ⑤301 人以上 無 回 答

（その他：教育，人材派遣業，情報サービス業（各2件），流通小売り支援業，レンタル業，複合サービス業等） 
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従業員数合計は，「④101人～300人」が 36.8％（前回 22.4％），「②11人～50人」が 21.7％（前

回 34.6％），「③51～100人」が 19.8％（前回 19.6％），「⑤301人以上」が 18.9％（前回 17.8％），

「①10人以下」が 1.9％（前回 3.7％）である。前回より「④101人～300人」が 14.4ポイント増加し，

「②11人～50人」が12.9ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

 

従業員の男女比率は，「③男性の方が多い（55％以上）」が 55.7％と多く，「①女性の方が多い

（55％以上）」が36.8％，「②同じくらい（女性が45～55％未満）」が6.6％である。 

 

 

 

 

 

 

②管理職者数 

男性管理職は，「①5人以下」が 29.2％（前回 28.0％），「③11～20人」が 22.6％（前回 17.8％），

「⑤31人以上」が 20.8％（前回 15.0％），「②6～10人」が 14.2％（前回 24.3％），「④21～30人」

が 8.5％（前回 9.3％）である。前回より「②6～10 人」が 10.1 ポイント減少し，「③11～20 人」と

「⑤31人以上」がそれぞれ５ポイント前後増加している。 

 

 

 

 

 

 

女性管理職は，「①5人以下」が 76.4％と多く，前回（43.9％）より 32.5ポイントと大幅に増加し

ている。 

 

 

 

 

 

 

  

Ｆ２　③合計〔％〕

N =

106 1.9 21.7 19.8 36.8 18.9 0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①10人以下 ②11人～50人 ③51人～100 人 ④101 人～300 人 ⑤301 人以上 無 回 答

Ｆ２　④男女比率〔％〕

N =

106 36.8 6.6 55.7 0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①女性の方が多い（55％以上） ②同じくらい（女性が45～55％未満））

③男性の方が多い（55％以上） 無 回 答

Ｆ２　管理職者数①男性〔％〕

N =

106 29.2 14.2 22.6 8.5 20.8 4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①５人以下 ②６～10人 ③11～20人 ④21～30人 ⑤31人以上 無 回 答

Ｆ２　管理職者数②女性〔％〕

N =

106 76.4 5.7 5.7 3.8

0.9

7.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①５人以下 ②６～10人 ③11～20人 ④21～30人 ⑤31人以上 無 回 答
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管理職数合計は，「⑤31 人以上」が 25.5％（前回 17.8％），「③11～20 人」が 23.6％（前回

16.8％），「①5人以下」が21.7％（前回20.6％），「②6～10人」が12.3％（前回26.2％），「④21

～30人」が9.4％（前回8.4％）である。前回より「②6～10人」が13.9ポイント減少し，「③11～20

人」が6.8ポイント，「⑤31人以上」が7.7ポイント増加している。 

 

 

 

 

 
 

 

管理職の男女比率は，「③男性の方が多い（55％以上）」が 76.4％と多く，「①女性の方が多い

（55％以上）」が9.4％，「②同じくらい（女性が45～55％未満）」が2.8％である。 

 

 

 

 

 

 

②2020年度採用実績 

2020年度採用の男性は，「①5人以下」が 58.5％と多く，「②6～10人」が 17.9％，「③11～20人」

が 12.3％である。前回より無回答が減少し，「①5 人以下」「②6～10 人」「③11～20 人」がそれぞ

れ増加している。 

 

 

 

 

 

 

2020年度採用の女性は，「①5人以下」が 62.3％（前回 39.3％）と多く，「②6～10人」が 15.1％

（前回 8.4％），「③11～20人」が 12.3％（前回 2.8％）である。前回より「①5人以下」が 23.0ポ

イント増加している。前回より無回答が減少し，「①5 人以下」「②6～10 人」「③11～20 人」がそ

れぞれ増加しており，特に「①5人以下」は23.0ポイントと大幅に増加している。 

 

 

 

 

 

 

  

Ｆ２　管理職者数③合計〔％〕

N =

106 21.7 12.3 23.6 9.4 25.5 7.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①５人以下 ②６～10人 ③11～20人 ④21～30人 ⑤31人以上 無 回 答

Ｆ２　管理職者数④男女比率〔％〕

N =

106 9.4 2.8 76.4 11.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①女性の方が多い（55％以上） ②同じくらい（女性が45～55％未満））

③男性の方が多い（55％以上） 無 回 答

Ｆ２　2020年度採用人数①男性〔％〕

N =

106 58.5 17.9 12.3 1.9 7.5 1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①５人以下 ②６～10人 ③11～20人 ④21～30人 ⑤31人以上 無 回 答

Ｆ２　2020年度採用人数②女性〔％〕

N =

106 62.3 15.1 12.3 3.8 4.7 1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①５人以下 ②６～10人 ③11～20人 ④21～30人 ⑤31人以上 無 回 答
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Ｆ３　利用実績①育児休業制度〔％・複数回答〕
N = 106

％

①男性で利用者がいる

②女性で利用者がいる

③利用者はいない

④対象者がいない

⑤制度を設けていない

無　回　答

18.9

62.3

25.5

10.4

0.0

0.9

0 10 20 30 40 50 60 70

2020年度採用数合計は，「①5人以下」が 41.5％（前回 42.1％）と多く，「③11～20人」が 21.7％

（前回 8.4％），「⑤31人以上」が 16.0％（前回 16.8％），「②6～10人」が 12.3％（前回 13.1％），

「④21～30人」が 6.6％（前回 4.7％）である。前回より「③11～20人」が 13.3ポイント増加してい

る。 

 

 

 

 

 
 

2020年度採用数の男女比率は，「③男性の方が多い（55％以上）」が 50.0％と多く，「①女性の方

が多い（55％以上）」は31.1％，「②同じくらい（女性が45～55％未満）」が11.3％である。 

 

 

 

 

 

 
 

Ｆ3 以下の各制度について，2020年度（令和2年度）の利用実績をお答えください。 

①育児休業制度 

全体では，「②女性で利用者がいる」が62.3％と多く，「③利用者はいない」が25.5％，「①男性

で利用者がいる」が18.9％，「④対象者がいない」が10.4％である。 

従業員人数別では，「②女性で利用者がいる」は 50 人以下で 32.0％と最も少なく，人数が増える

と多くなり，301人以上で95.0％と最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
       （％） 

N＝ 

①男性で利用者がい

る 

②女性で利用者がい

る 

③利用者はいな

い 

④対象者がいな

い 

⑤制度を設けていな

い 
無回答 

全体 106 18.9 62.3 25.5 10.4 0.0 0.9 

50人以下 25 12.0 32.0 40.0 24.0 0.0 0.0 

51人～100人 21 4.8 47.6 38.1 19.0 0.0 0.0 

101人～300人 39 25.6 74.4 20.5 2.6 0.0 0.0 

301人以上 20 30.0 95.0 5.0 0.0 0.0 0.0 

Ｆ２　2020年度採用人数③合計〔％〕

N =

106 41.5 12.3 21.7 6.6 16.0 1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①５人以下 ②６～10人 ③11～20人 ④21～30人 ⑤31人以上 無 回 答

Ｆ２　2020年度採用人数④男女比率〔％〕

N =

106 31.1 11.3 50.0 7.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①女性の方が多い（55％以上） ②同じくらい（女性が45～55％未満））

③男性の方が多い（55％以上） 無 回 答
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②育児のための短時間勤務制度 

全体では，「①女性で利用者がいる」が50.9％と多く，「③利用者はいない」が36.8％である。 

従業員人数別では，「①女性で利用者がいる」は 50 人以下で 28.0％と最も少なく，人数が増える

と多くなり，301人以上で75.0％と最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       （％） 

N＝ 

①男性で利用者がい

る 

②女性で利用者がい

る 

③利用者はいな

い 

④対象者がいな

い 

⑤制度を設けていな

い 
無回答 

全体 106 18.9 62.3 25.5 10.4 0.0 0.9 

50人以下 25 4.0 28.0 56.0 12.0 0.0 4.0 

51人～100人 21 0.0 28.6 47.6 19.0 4.8 4.8 

101人～300人 39 2.6 66.7 25.6 5.1 0.0 0.0 

301人以上 20 20.0 75.0 25.0 0.0 0.0 0.0 
 

③育児のための所定外労働の免除 

全体では，「③利用者はいない」が61.3％と多く，「②女性で利用者がいる」が23.6％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
       （％） 

N＝ 

①男性で利用者がい

る 

②女性で利用者がい

る 

③利用者はいな

い 

④対象者がいな

い 

⑤制度を設けていな

い 
無回答 

全体 106 0.0 23.6 61.3 7.5 2.8 5.7 

50人以下 25 0.0 20.0 60.0 12.0 4.0 4.0 

51人～100人 21 0.0 23.8 61.9 19.0 0.0 0.0 

101人～300人 39 0.0 23.1 64.1 2.6 2.6 7.7 

301人以上 20 0.0 30.0 60.0 0.0 5.0 5.0 

Ｆ３　利用実績②育児のための短時間勤務制度〔％・複数回答〕
N = 106

％

①男性で利用者がいる

②女性で利用者がいる

③利用者はいない

④対象者がいない

⑤制度を設けていない

無　回　答

5.7

50.9

36.8

8.5

0.9

2.8

0 10 20 30 40 50 60 70

Ｆ３　利用実績③育児のための所定外労働の免除〔％・複数回答〕
N = 106

％

①男性で利用者がいる

②女性で利用者がいる

③利用者はいない

④対象者がいない

⑤制度を設けていない

無　回　答

0.0

23.6

61.3

7.5

2.8

5.7

0 10 20 30 40 50 60 70
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④子どもの看護休暇制度 

全体では，「③利用者はいない」が46.2％と多く，「②女性で利用者がいる」が30.2％，「④対象

者がいない」が14.2％，「①男性で利用者がいる」が12.3％で続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       （％） 

N＝ 

①男性で利用者がい

る 

②女性で利用者がい

る 

③利用者はいな

い 

④対象者がいな

い 

⑤制度を設けていな

い 
無回答 

全体 106 12.3 30.2 46.2 14.2 5.7 4.7 

50人以下 25 16.0 20.0 48.0 24.0 4.0 4.0 

51人～100人 21 0.0 23.8 42.9 28.6 9.5 0.0 

101人～300人 39 17.9 38.5 41.0 7.7 7.7 5.1 

301人以上 20 10.0 35.0 60.0 0.0 0.0 5.0 

 

  

Ｆ３　利用実績④子どもの看護休暇制度〔％・複数回答〕
N = 106

％

①男性で利用者がいる

②女性で利用者がいる

③利用者はいない

④対象者がいない

⑤制度を設けていない

無　回　答

12.3

30.2

46.2

14.2

5.7

4.7

0 10 20 30 40 50 60 70
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⑤配偶者出産休暇制度 

全体では，「③利用者はいない」が31.1％と多く，「⑤制度を設けていない」が27.4％，「①男性

で利用者がいる」が26.4％，「④対象者がいない」が10.4％で続いている。 

従業員人数別では，「①男性で利用者がいる」は 50 人以下で 4.0％，人数が増えると多くなり，

301人以上で70.0％と最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
       （％） 

N＝ 

①男性で利用者がい

る 

②女性で利用者がい

る 

③利用者はいな

い 

④対象者がいな

い 

⑤制度を設けていな

い 
無回答 

全体 106 26.4 1.9 31.1 10.4 27.4 3.8 

50人以下 25 4.0 4.0 48.0 20.0 20.0 4.0 

51人～100人 21 19.0 0.0 38.1 19.0 28.6 0.0 

101人～300人 39 23.1 2.6 28.2 5.1 35.9 5.1 

301人以上 20 70.0 0.0 10.0 0.0 20.0 0.0 
 

  

Ｆ３　利用実績⑤配偶者出産休暇制度〔％・複数回答〕
N = 106

％

①男性で利用者がいる

②女性で利用者がいる

③利用者はいない

④対象者がいない

⑤制度を設けていない

無　回　答

26.4

1.9

31.1

10.4

27.4

3.8

0 10 20 30 40 50 60 70
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⑥失効年次有給休暇の積立等の制度 

全体では，「⑤制度を設けていない」が74.5％と多く，「①男性で利用者がいる」が11.3％，「②

女性で利用者がいる」が10.4％，「③利用者はいない」が9.4％で続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
       （％） 

N＝ 

①男性で利用者がい

る 

②女性で利用者がい

る 

③利用者はいな

い 

④対象者がいな

い 

⑤制度を設けていな

い 
無回答 

全体 106 11.3 10.4 9.4 0.9 74.5 2.8 

50人以下 25 8.0 12.0 20.0 0.0 64.0 4.0 

51人～100人 21 4.8 4.8 9.5 0.0 85.7 0.0 

101人～300人 39 15.4 7.7 7.7 2.6 71.8 2.6 

301人以上 20 15.0 20.0 0.0 0.0 85.0 0.0 
 

⑦介護休業制度 

全体では，「③利用者はいない」が64.2％と多く，「④対象者がいない」が15.1％，「②女性で利

用者がいる」が14.2％で続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
       （％） 

N＝ 

①男性で利用者がい

る 

②女性で利用者がい

る 

③利用者はいな

い 

④対象者がいな

い 

⑤制度を設けていな

い 
無回答 

全体 106 7.5 14.2 64.2 15.1 0.9 2.8 

50人以下 25 0.0 12.0 72.0 12.0 0.0 4.0 

51人～100人 21 0.0 4.8 61.9 28.6 4.8 0.0 

101人～300人 39 7.7 10.3 69.2 15.4 0.0 2.6 

301人以上 20 25.0 35.0 50.0 5.0 0.0 0.0 

Ｆ３　利用実績⑥失効年次有給休暇積立等の制度〔％・複数回答〕
N = 106

％

①男性で利用者がいる

②女性で利用者がいる

③利用者はいない

④対象者がいない

⑤制度を設けていない

無　回　答

11.3

10.4

9.4

0.9

74.5

2.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

Ｆ３　利用実績⑦介護休業制度〔％・複数回答〕
N = 106

％

①男性で利用者がいる

②女性で利用者がいる

③利用者はいない

④対象者がいない

⑤制度を設けていない

無　回　答

7.5

14.2

64.2

15.1

0.9

2.8

0 10 20 30 40 50 60 70



88 

Ｆ4 従業員（常時雇用）の2020年度（令和2年度）の有給休暇の取得状況についておたずねします。 

①取得状況 

男性職員の取得者数は，「④101 人以上」が 31.1％，「③31 人～100 人」が 29.2％と多く，「②11

人～30人」が18.9％，「①10人以下」は13.2％で，従業員数が50人以下では取得者が少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性職員の取得者数では，「③31人～100人」が 31.1％と多く，「①10人以下」が 23.6％，「②11

人～30人」と「④101人以上」がともに18.9％で，従業員数が50人以下では取得者が少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

合計の取得者数は，「④101人以上」が 50.9％と多く，「③31人～100人」が 27.4％，「②11人～

30人」が12.3％，「①10人以下」が1.9％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｆ４　従業員の有給休暇取得人数①男性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

13.2

48.0

9.5

18.9

20.0

33.3

20.5

29.2

24.0

47.6

33.3

5.0

31.1

35.9

95.0

7.5

8.0

9.5

10.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①10人以下 ②11人～30人 ③31人～100 人 ④101 人以上 無 回 答

Ｆ４　従業員の有給休暇取得人数②女性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

23.6

60.0

28.6

7.7

5.0

18.9

32.0

19.0

20.5

31.1

42.9

43.6

35.0

18.9

17.9

60.0

7.5

8.0

9.5

10.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10人以下 11人～30人 31人～100 人 101 人以上 無 回 答

Ｆ４　従業員の有給休暇取得人数①男性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

13.2

48.0

9.5

18.9

20.0

33.3

20.5

29.2

24.0

47.6

33.3

5.0

31.1

35.9

95.0

7.5

8.0

9.5

10.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①10人以下 ②11人～30人 ③31人～100 人 ④101 人以上 無 回 答

Ｆ４　従業員の有給休暇取得人数③合計〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

1.9

8.0

12.3

52.0

27.4

32.0

90.5

5.1

50.9

84.6

100.0

7.5

8.0

9.5

10.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10人以下 11人～30人 31人～100 人 101 人以上 無 回 答

Ｆ４　従業員の有給休暇取得人数①男性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

13.2

48.0

9.5

18.9

20.0

33.3

20.5

29.2

24.0

47.6

33.3

5.0

31.1

35.9

95.0

7.5

8.0

9.5

10.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①10人以下 ②11人～30人 ③31人～100 人 ④101 人以上 無 回 答
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②平均取得日数 

男性職員では，「②5～15日」が77.4％と多い。 

従業員人数別では，「①4日以下」は50人以下で16.0％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

女性職員では，「②5～15日」が71.7％と多い。「15日以上」は8.5％で男性（2.8％）より多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

合計では，「②5～15日」が75.5％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｆ４　従業員の有給休暇平均取得日数①男性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

6.6

16.0

4.8

2.6

5.0

77.4

72.0

85.7

71.8

85.0

2.8

7.7

13.2

12.0

9.5

17.9

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①４日以下 ②５～15日 ③15日以上 無 回 答

Ｆ４　従業員の有給休暇平均取得日数②女性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

4.7

8.0

4.8

2.6

5.0

71.7

72.0

81.0

64.1

75.0

8.5

8.0

4.8

12.8

5.0

15.1

12.0

9.5

20.5

15.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

４日以下 ５～15日 15日以上 無 回 答

Ｆ４　従業員の有給休暇平均取得日数①男性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

6.6

16.0

4.8

2.6

5.0

77.4

72.0

85.7

71.8

85.0

2.8

7.7

13.2

12.0

9.5

17.9

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①４日以下 ②５～15日 ③15日以上 無 回 答

Ｆ４　従業員の有給休暇平均取得日数③合計〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

5.7

12.0

4.8

2.6

5.0

75.5

72.0

85.7

69.2

80.0

3.8

4.0

7.7

15.1

12.0

9.5

20.5

15.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

４日以下 ５～15日 15日以上 無 回 答

Ｆ４　従業員の有給休暇平均取得日数①男性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

6.6

16.0

4.8

2.6

5.0

77.4

72.0

85.7

71.8

85.0

2.8

7.7

13.2

12.0

9.5

17.9

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①４日以下 ②５～15日 ③15日以上 無 回 答
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③取得率（取得者/対象者×100（％）） 

男性職員の取得率は，「②10 以上 30％未満」が 45.3％と多く，「⑤90％以上」が 26.4％，「④60

以上90％未満」が11.3％である。 

従業員人数別では，301人以上で「④60以上90％未満」が50.0％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性職員の取得率は，「②10 以上 30％未満」が 45.3％と多く，「⑤90％以上」が 25.5％，「④60

以上90％未満」が11.3％である。 

従業員人数別では，301人以上で「④60以上90％未満」が55.0％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計の取得率は，「②10以上 30％未満」が 37.7％と多く，「⑤90％以上」が 19.8％，「③30以上

60％未満」が18.9％，「④60以上90％未満」が11.3％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｆ４　従業員の有給休暇取得率①男性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

1.9

4.0

2.6

45.3

40.0

57.1

43.6

45.0

4.7

8.0

9.5

2.6

11.3

16.0

17.9

5.0

26.4

20.0

19.0

20.5

50.0

10.4

12.0

14.3

12.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①10％未満 ②10以上30％未満 ③30以上60％未満 ④60以上90％未満 ⑤90％以上 無 回 答

Ｆ４　従業員の有給休暇取得率②女性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

0.9

4.0

45.3

40.0

61.9

43.6

40.0

6.6

12.0

9.5

5.1

11.3

20.0

15.4

5.0

25.5

12.0

14.3

23.1

55.0

10.4

12.0

14.3

12.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①10％未満 ②10以上30％未満 ③30以上60％未満 ④60以上90％未満 ⑤90％以上 無 回 答

Ｆ４　従業員の有給休暇取得率③合計〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

1.9

4.0

2.6

0.0

37.7

32.0

57.1

33.3

35.0

18.9

24.0

14.3

20.5

15.0

11.3

16.0

17.9

5.0

19.8

12.0

14.3

12.8

45.0

10.4

12.0

14.3

12.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①10％未満 ②10以上30％未満 ③30以上60％未満 ④60以上90％未満 ⑤90％以上 無 回 答
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Ｆ5 従業員（常時雇用）の育児休業制度の利用状況についておたずねします。 

①2020年（令和2年）4月1日～2021年（令和3年）3月31日の1年間で出産した者及び配偶

者が出産した者の人数 

男性（配偶者が出産した者）では，「①4人以下」が 77.4％と多く，「②5～9人」が 12.3％，「③

10人以上」が8.5％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

女性（出産した者）では，「①4人以下」が82.1％と多く，「②5～9人」が10.4％，「③10人以上」

が5.7％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計では，「①4人以下」が57.5％と多く，「②5～9人」が24.5％，「③10人以上」が15.1％であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｆ５　出産及び配偶者が出産した職員数①男性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

77.4

96.0

90.5

76.9

40.0

12.3

20.5

25.0

8.5

4.0

2.6

35.0

1.9

9.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①４人以下 ②５～９人 ③10人以上 無 回 答

Ｆ５　出産及び配偶者が出産した職員数②女性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

82.1

92.0

95.2

82.1

55.0

10.4

8.0

12.8

20.0

5.7

2.6

25.0

1.9

4.8

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①４人以下 ②５～９人 ③10人以上 無 回 答

Ｆ５　出産及び配偶者が出産した職員数③合計〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

57.5

80.0

90.5

43.6

20.0

24.5

16.0

43.6

25.0

15.1

4.0

10.3

55.0

2.8

9.5

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①４人以下 ②５～９人 ③10人以上 無 回 答
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②①のうち，2021 年（令和 3 年）3 月 31 日までに育児休業を開始した者（開始の予定の申し出を

している者も含む）の人数とその平均取得日数，取得率 

男性職員の取得人数は，「①2人以下」が86.8％と多いものの，前回（2.3％）より大幅に増加して

いる。育休取得者のいる事業所の割合は88.0％と前回（3.7％）より大幅に増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性職員の取得人数は，「①2人以下」が 65.1％と多く，「②3～5人」が 14.2％と多いものの，ず

へての選択肢の割合は前回より増加しており，育休取得者のいる事業所の割合は 94.3％と前回

（42.3％）より大幅に増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

合計では，「①2人以下」が 57.5％と多く，「②3～5人」が 15.1％，「③6～10人」が 11.3％であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｆ５　育児休業開始した者の職員数①男性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

86.8

80.0

85.7

87.2

95.0

1.9

2.6

5.0

0.9

2.6

10.4

20.0

14.3

7.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①２人以下 ②３～５人 ③６～10人 ④11人以上 無 回 答

Ｆ５　育児休業開始した者の職員数②女性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

65.1

64.0

95.2

66.7

30.0

14.2

12.0

12.8

35.0

8.5

4.0

15.4

10.0

4.7

25.0

7.5

20.0

4.8

5.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①２人以下 ②３～５人 ③６～10人 ④11人以上 無 回 答

Ｆ５　育児休業開始した者の職員数③合計〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

57.5

64.0

81.0

53.8

30.0

15.1

8.0

4.8

17.9

30.0

11.3

8.0

17.9

15.0

4.7

25.0

11.3

20.0

14.3

10.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①２人以下 ②３～５人 ③６～10人 ④11人以上 無 回 答



93 

男性職員の取得日数は，「①90日以内」が72.6％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性職員の取得日数は，「④271～365 日」が 36.8％と多く，「①90 日以内」が 31.1％である。前

回より「④271～365日」は16.2ポイント，「①90日以内」は26.4ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

合計では，「①90日以内」が33.0％と多く，「②91～180日」が30.2％である。 

従業員人数別では，301人以上で「②91～180日」が70.0％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｆ５　育児休業を開始した職員の平均取得日数①男性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

72.6

60.0

57.1

76.9

95.0

0.9

2.6

0.9

5.0

25.5

40.0

42.9

20.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①90日以内 ②91～180 ③181 ～270 日 ④271 ～365 日 ⑤366 日以上 無 回 答

Ｆ５　育児休業を開始した職員の平均取得日数②女性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

31.1

36.0

42.9

30.8

10.0

5.7

10.3

10.0

4.7

8.0

2.6

10.0

36.8

16.0

23.8

43.6

65.0

0.9

5.0

20.8

40.0

33.3

12.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①90日以内 ②91～180 ③181 ～270 日 ④271 ～365 日 ⑤366 日以上 無 回 答

Ｆ５　育児休業を開始した職員の平均取得日数③合計〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

33.0

36.0

38.1

33.3

20.0

30.2

24.0

9.5

25.6

70.0

6.6

4.8

12.8

5.0

0.9

5.0

29.2

40.0

47.6

28.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①90日以内 ②91～180 ③181 ～270 日 ④271 ～365 日 ⑤366 日以上 無 回 答
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男性職員の取得率は，「①10％未満」が58.5％と多いものの，前回は10％未満がほとんどであった

が取得率は大幅に増加しており，30％以上が7.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性職員の取得率は，「②10以上30％未満」が44.3％と多く，「①10％未満」が26.4％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

合計では，「①10％未満」が50.9％と多い。 

従業員人数別では，従業員人数が多くなると取得率も高まる傾向がみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

育児休業取得者のいる事業所及び取得者数合計は以下のとおりである。 

 

 

 

  

Ｆ５　育児休業を開始した職員の取得率①男性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

58.5

52.0

47.6

56.4

85.0

5.7

4.8

5.1

15.0

7.5

4.0

17.9

28.3

44.0

47.6

20.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①10％未満 ②10以上30％未満 ③30以上60％未満 ④60以上90％未満 ⑤90％以上 無 回 答

Ｆ５　育児休業を開始した職員の取得率②女性〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

26.4

36.0

28.6

28.2

10.0

44.3

24.0

19.0

53.8

75.0

1.9

2.6

5.0

7.5

14.3

7.7

10.0

19.8

40.0

38.1

7.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①10％未満 ②10以上30％未満 ③30以上60％未満 ④60以上90％未満 ⑤90％以上 無 回 答

Ｆ５　育児休業を開始した職員の取得率③合計〔％〕

N =

全　　　体 106

50人以下 25

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

50.9

52.0

28.6

51.3

75.0

8.5

4.8

12.8

15.0

9.4

4.0

14.3

10.3

10.0

0.9

2.6

30.2

44.0

52.4

23.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①10％未満 ②10以上30％未満 ③30以上60％未満 ④60以上90％未満 ⑤90％以上 無 回 答

　（両方いた事

業所を含む）
女性でいた 男性でいた

106件 55件 57件 18件 女性 男性 女性 男性

100.0％ 51.9％ 53.8％ 17.0％ 270人 34人 269.2日 62.3日

全体

　育児休業取得者がいた事業所 取得状況

取得者数 平均取得日数
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（2）ポジティブ・アクションへの取組 

質問1 女性の採用を現在と比べて増やしていく考えはありますか。 

全体では，「①増やしていきたいと考える」が53.8％と多く，「②特に考えていない」が44.3％で

ある。 

従業員人数別では，「①増やしていきたいと考える」は 101 人～300 人，301 人以上で 65％以上と

多い。 

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定状況別では，「①増やしていきたいと考える」

は策定済みの事業所で65.1％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問１　女性の採用を増やしていく考え〔％〕

N =

全　　　体 106

10人以下 2

11人～50人 23

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

53.8

50.0

30.4

42.9

66.7

65.0

44.3

50.0

69.6

52.4

30.8

35.0

1.9

4.8

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①増やしていきたいと考える ②特に考えていない 無 回 答
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問１－１　女性の採用を増やしていかない理由〔複数回答・％〕
N = 47

％

①すでに女性は十分採用して
いる

②女性に適した業務・職種が
少ない

③安全面や体力面などで難し
い面がある

④時間外労働をさせにくい

⑤・出産を理由とした退職の
可能性がある

⑥トイレ等の女性専用の環境
整備にコストがかかる

⑦育児・介護など家庭への配
慮が必要となる

⑧女性の応募が元々少ない

⑨その他

61.7

19.1

25.5

4.3

2.1

0.0

2.1

21.3

12.8

0 10 20 30 40 50 60 70

質問1-1 質問1で，2を選んだ事業所におたずねします。（特に考えていない）理由は何ですか。 

全体では，「①すでに女性は十分採用している」が61.7％（前回65.2％）と多く，「③安全面や体

力面などで難しい面がある」が 25.5％（前回 8.7％），「⑧女性の応募が元々少ない」が 21.3％（前

回17.4％），「②女性に適した業務・職種が少ない」が19.1％（前回28.3％）で続いている。前回よ

り「③安全面や体力面などで難しい面がある」は16.8ポイント増加している。 

従業員人数別では，「①すでに女性は十分採用している」は 101 人～300 人で 83.3％，「③安全面

や体力面などで難しい面がある」と「⑧女性の応募が元々少ない」は51人～100人でともに36.4％と

多い。 

育児休業制度取得者有無別では，「③安全面や体力面などで難しい面がある」，「⑧女性の応募が

元々少ない」と「②女性に適した業務・職種が少ない」は取得者なしの事業所でそれぞれ 42.1％，

52.6％，36.8％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
          （％） 

N＝ 

①既に女性

は十分採用

している 

②女性に適

した業務・職

種が少ない 

③安全面や

体力面など

で難しい面

がある 

④時間外労

働をさせにく

い 

⑤結婚・出

産を理由と

した退職の

可能性があ

る 

⑥トイレ等

の女性専用

の環境整備

にコストが

かかる 

⑦育児・介

護など家庭

への配慮が

必要となる 

⑧女性の応

募が元々少

ない 

⑨その他 

全体 47 61.7 19.1 25.5 4.3 2.1 0.0 2.1 21.3 12.8 
50人 

以下 
17 58.8 29.4 29.4 0.0 5.9 0.0 0.0 29.4 11.8 

51人～ 

100人 
11 45.5 27.3 36.4 9.1 0.0 0.0 9.1 36.4 9.1 

101人～ 

300人 
12 83.3 0.0 8.3 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 8.3 

301人 

以上 
7 57.1 14.3 28.6 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 28.6 

  

男女ではなく優秀な人物を採用するため，採用に関して男性・女性での差は設定して

いる，全体の採用人数を減らしているなど 
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質問2 今後，役員や管理職に女性を積極的に登用しようと考えていますか。 

全体では，「①積極的に登用しようと考える」が 69.8％と多く，「②積極的に登用しようとは考え

ていない」が 28.3％である。「①積極的に登用しようと考える」は前回（63.6％）より 6.2 ポイント

増加している。 

従業員人数別では，「①積極的に登用しようと考える」は 50 人以下で 56.0％と最も少なく，人数

が増えると多くなり，301人以上で80.0％と最も多い。 

育児休業制度取得者有無別では，「①積極的に登用しようと考える」は取得者ありの事業所で

80.9％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問２　役員や管理職等への女性の積極的登用の考え〔％〕

N =

全　　　体 106

10人以下 2

11人～50人 23

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

69.8

50.0

56.5

61.9

76.9

80.0

28.3

50.0

43.5

33.3

20.5

20.0

1.9

4.8

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①積極的に登用しようと考える ②積極的に登用しようとは考えていない 無 回 答
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問２－１　役員等に女性登用をしない理由〔複数回答・％〕
N = 30

％

①女性自身が管理職になるこ
とを希望しない

②女性のキャリアップに関す
る経営陣の理解が足りない

③男性社員からの理解が得
られない

④取引先や顧客の理解が得
られない

⑤女性に向いた管理職ポスト
がない

⑥役員に相応しい女性の人
材育成が十分でない

⑦安全面や体力面など難しい
面がある

⑧仕事と家庭の両立が難しい

⑨女性は非正社員が多い

⑩その他

30.0

16.7

0.0

0.0

13.3

33.3

16.7

3.3

6.7

36.7

0 10 20 30 40 50 60 70

質問2-1 質問2で，2を選んだ事業所におたずねします。（積極的に登用しようとは考えていない）理由は

何ですか。 

全体では，「⑩その他」が 36.7％と多く，「⑥役員に相応しい女性の人材育成が十分でない」が

33.3％，「①女性自身が管理職になることを希望しない」が 30.0％で続いている。前回より回答数は

減少し，「⑩その他」が大幅に増加している。 

従業員人数別では，「⑩その他」は 51人～100人，101人～300人で 55％以上，「⑥役員に相応し

い女性の人材育成が十分でない」は50人以下，301人以上で45％以上と多い。 

ポジティブ・アクションの取組状況別では，「⑥役員に相応しい女性の人材育成が十分でない」は

取り組んでいる事業所で46.2％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
           （％） 

N＝ 

①女性自

身が管理

職になるこ

とを希望し

ない 

②女性の

キャリアッ

プに関する

経営陣の

理解が足り

ない 

③男性社

員からの

理解が得

られない 

④取引先

や顧客の

理解が得

られない 

⑤女性に

向いた管

理職ポスト

がない 

⑥役員に

相応しい女

性の人材

育成が十

分でない 

⑦安全面

や体力面

など難しい

面がある 

⑧仕事と

家庭の両

立が難し

い 

⑨女性は

非正社員

が多い 

⑩その他 

全体 30 30.0 16.7 0.0 0.0 13.3 33.3 16.7 3.3 6.7 36.7 
50人 

以下 
11 36.4 27.3 0.0 0.0 9.1 45.5 18.2 9.1 9.1 9.1 

51人～ 

100人 
7 28.6 14.3 0.0 0.0 14.3 14.3 42.9 0.0 14.3 57.1 

101人～ 

300人 
8 25.0 0.0 0.0 0.0 12.5 25.0 0.0 0.0 0.0 62.5 

301人 

以上 
4 25.0 25.0 0.0 0.0 25.0 50.0 0.0 0.0 0.0 25.0 

  

男女問わず，能力があれば登用をする，登用は性別
関係なく行う，既に女性が活躍している，管理職の半

数が女性であるなど 



99 

質問3 ポジティブ・アクションの取組状況について該当するものを選んでください。 

全体では，「①取り組んでいる」が 48.1％（前回 33.6％）と多く，「②今後取り組む予定」が

27.4％（前回 23.4％），「④取り組む予定はない」が 22.6％（前回 40.2％）である。前回より「①取

り組んでいる」が14.5ポイント増加している。 

従業員人数別では，「①取り組んでいる」は 301 人以上で 70.0％，「②今後取り組む予定」は 101

人～300人で35.9％と多い。 

育児休業制度取得者有無別では，「④取り組む予定はない」は取得者なしの事業所で 35.1％と多い。 

女性の採用を増やしていく考えの有無別では，「④取り組む予定はない」は特に考えていない事業

所で40.4％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問３　ポジティブ・アクションの取組状況〔％〕

N =

全　　　体 106

10人以下 2

11人～50人 23

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

48.1

50.0

47.8

47.6

38.5

70.0

27.4

50.0

21.7

23.8

35.9

15.0

0.9

2.6

22.6

30.4

28.6

20.5

15.0

0.9

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①取り組んでいる ②今後取り組む予定 ③以前は取り組んでいた

④取り組む予定はない 無 回 答
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問３－１　ポジティブアクションでの取組〔複数回答・％〕
N = 80

％

①女性活躍推進のための担
当部署や担当者の配置

②能力や意欲のある女性の
積極的な登用

③職場環境・風土の改善

④人事管理制度，能力評価
制度の構築

⑤仕事と家庭の両立のため
制度を整備し活用を促進する

⑥出産や育児・介護による離
職の防止

⑦出産や育児・介護による離
職者の再雇用

⑧男女公平な人材育成の機
会

⑨従業員の意識啓発

⑩パートから正社員への登用
制度

⑪女性用トイレや更衣室など
設備の充実

⑫旧姓使用を認めている

⑬セクシュアルハラスメント等
の防止

⑭その他

10.0

66.3

21.3

13.8

17.5

27.5

6.3

27.5

12.5

18.8

6.3

7.5

17.5

1.3

0 10 20 30 40 50 60 70

質問3-1 質問3で，1・2を選んだ事業所におたずねします。特に重点的に取り組んでいることは何です

か。 

全体では，「②能力や意欲のある女性の積極的な登用」が66.3％（前回70.5％）と多く，「⑥出産

や育児・介護による離職の防止」と「⑧男女公平な人材育成の機会」がともに27.5％（前回41.0％，

44.3％）で続いている。前回より「⑥出産や育児・介護による離職の防止」と「⑧男女公平な人材育

成の機会」は大きく減少している。 

従業員人数別では，「⑥出産や育児・介護による離職の防止」は 101 人～300 人で 37.9％，「⑧男

女公平な人材育成の機会」は50人以下，51人～100人で40％程度と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
               （％） 

N＝ 

①女性活

躍推進の

ための担

当部署や

担当者の

配置 

②能力や

意欲のあ

る女性の

積極的な

登用 

③職場環

境・風土の

改善 

④人事管

理制度，

能力評価

制度の構

築 

⑤仕事と

家庭の両

立のため

制度を整

備し活用を

促進する 

⑥出産や

育児・介護

による離

職の防止 

⑦出産や

育児・介護

による離

職者の再

雇用 

⑧男女公

平な人材

育成の機

会 

⑨従業員

の意識啓

発 

⑩パートか

ら正社員

への登用

制度 

⑪女性用

トイレや更

衣室など

設備の充

実 

⑫旧姓使

用を認め

ている 

⑬セクシュ

アル・ハラ

スメント等

の防止 

⑭その他 

全体 80 10.0 66.3 21.3 13.8 17.5 27.5 6.3 27.5 12.5 18.8 6.3 7.5 17.5 1.3 
50人 

以下 
18 11.1 72.2 5.6 11.1 27.8 16.7 11.1 38.9 16.7 11.1 5.6 5.6 11.1 0.0 

51人～ 

100人 
15 13.3 66.7 33.3 6.7 0.0 33.3 0.0 40.0 20.0 13.3 6.7 0.0 20.0 6.7 

101人～ 

300人 
29 6.9 69.0 20.7 10.3 20.7 37.9 10.3 13.8 10.3 27.6 3.4 10.3 20.7 0.0 

301人 

以上 
17 11.8 52.9 29.4 29.4 17.6 17.6 0.0 29.4 5.9 11.8 5.9 11.8 17.6 0.0 
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質問3-2 質問3で，3・4を選んだ事業所におたずねします。ポジティブ・アクションに取り組まない理由

について該当するものを選んでください。 

全体では，「①既に女性は十分に活躍しており現状で問題ないから」は52.0％（前回63.6％）と多

く，「⑧女性従業員は少数だから」が24.0％（前回18.2％），「④女性従業員の意欲が強くないから」

と「⑤経営陣の意識が伴わないから」がともに 16.0％で続いている。前回より「①既に女性は十分に

活躍しており現状で問題ないから」は11.6ポイント減少している。 

従業員人数別では，「①既に女性は十分に活躍しており現状で問題ないから」は 101 人～300 人で

88.9％，「⑧女性従業員は少数だから」と「⑤経営陣の意識が伴わないから」は 50 人以下でともに

42.9％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
            （％） 

N＝ 

①既に女

性は十分

に活躍して

おり現状で

問題ない

から 

②ポジティ

ブ・アクショ

ンの手法

がわから

ないから 

③業績に

直接反映

しないから 

④女性従

業員の意

欲が強くな

いから 

⑤経営陣

の意識が

伴わない

から 

⑥中間管

理職や現

場管理職

の意識が

伴わない

から 

⑦男性か

らの理解

が得られ

ないから 

⑧女性従

業員は少

数だから 

⑨女性は

勤続年数

が短いか

ら 

⑩コストが

かかるから 
⑪その他 

全体 25 52.0 8.0 8.0 16.0 16.0 8.0 4.0 24.0 0.0 0.0 16.0 
50人 

以下 
7 14.3 14.3 0.0 28.6 42.9 14.3 14.3 42.9 0.0 0.0 14.3 

51人～ 

100人 
6 50.0 0.0 16.7 33.3 16.7 16.7 0.0 33.3 0.0 0.0 16.7 

101人～ 

300人 
9 88.9 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 0.0 0.0 11.1 

301人 

以上 
3 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 

 

問３－２　積極的改善措置をしていない理由〔複数回答・％〕
N = 25

％

①既に女性は十分に活躍して
おり現状で問題ないから

②ポジティブ・アクションの手
法がわからないから

③業績に直接反映しないから

④女性従業員の意欲が強くな
いから

⑤経営陣の意識が伴わない
から

⑥中間管理職や現場管理職
の意識が伴わないから

⑦男性からの理解が得られな
いから

⑧女性従業員は少数だから

⑨女性は勤続年数が短いか
ら

⑩コストがかかるから

⑪その他

52.0

8.0

8.0

16.0

16.0

8.0

4.0

24.0

0.0

0.0

16.0

0 10 20 30 40 50 60

男女労働者の間に生じている差がないため，力仕事等男性に向いている仕事も
あり，適性のある人がする方が良いのではないかと思うためなど 
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問４　女性活躍推進を図るために必要な取組〔複数回答・％〕
N = 106

％

①女性の継続就業に関する
法律整備

②公正・透明な人事管理制
度，評価制度の構築

③人材育成の機会を男女平
等に与えること

④モチベーションや就業意識
を高める研修機会の付与

⑤女性の活躍の必要性に関
する理解促進

⑥超過勤務削減などワーク・
ライフ・バランスの推進

⑦採用・配置・昇進での女性
が満たしにくい条件の緩和

⑧転勤時の配慮

⑨セクシュアル・ハラスメント
防止などの職場環境の整備

⑩メンター制度の導入やロー
ルモデルの育成

⑪テレワークなど多様な働き
方の推進

⑫特になし

⑬その他

無　回　答

29.2

33.0

29.2

32.1

20.8

32.1

7.5

4.7

17.0

7.5

2.8

10.4

5.7

0.9

0 10 20 30 40 50 60 70

（3）女性の活躍の推進 

質問4 女性の活躍を推進する上で必要と考える取組について該当するものを選んでください。 

全体では，「②公正・透明な人事管理制度，評価制度の構築」が 33.0％，「④モチベーションや就

業意識を高める研修機会の付与」と「⑥超過勤務削減などワーク・ライフ・バランスの推進」がとも

に 32.1％と多く，「①女性の継続就業に関する法律整備」と「③人材育成の機会を男女平等に与える

こと」がともに 29.2％で続いている。「⑥超過勤務削減などワーク・ライフ・バランスの推進」は前

回（24.3％）より7.8ポイン増加している。 

従業員人数別では，「④モチベーションや就業意識を高める研修機会の付与」は 301 人以上で

45.0％，「①女性の継続就業に関する法律整備」は51人～100人で42.9％と多い。 

ポジティブ・アクションの取組状況別では，「③人材育成の機会を男女平等に与えること」と「⑨

セクシュアル・ハラスメント防止などの職場環境の整備」は取り組んでいる事業所でそれぞれ 39.2％，

27.5％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公平な給与，性別を気にしないこと，本人のモチベーション役員や管理職者への

子育て意識に関する理解の徹底など 
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               （％） 

N＝ 

①女性

の継続

就業に

関 す る

法律整

備 

②公正・

透明な

人事管

理 制

度 ， 評

価制度

の構築 

③人材

育成の

機会 を

男女平

等に与

えること 

④モチベ

ーション

や 就 業

意 識 を

高 め る

研 修 機

会 の 付

与 

⑤女性

の活躍

の必要

性に関

す る 理

解促進 

⑥超過

勤務削

減 な ど

ワーク・

ライフ・

バランス

の推進 

⑦採用・

配置・昇

進 で の

女 性 が

満たしに

くい条件

の緩和 

⑧転勤

時の配

慮 

⑨セクシ

ュアル・

ハラスメ

ント防止

などの職

場 環 境

の整備 

⑩メンタ

ー制度

の導入

や ロ ー

ルモ デ

ルの育

成 

⑪ テ レ

ワ ー ク

な ど 多

様な働

き 方の

推進 

⑫特に

なし 

⑬その

他 
無回答 

全体 106 29.2 33.0 29.2 32.1 20.8 32.1 7.5 4.7 17.0 7.5 2.8 10.4 5.7 0.9 
50人 

以下 
25 20.0 28.0 24.0 32.0 24.0 28.0 8.0 0.0 12.0 12.0 4.0 16.0 4.0 0.0 

51人～ 

100人 
21 42.9 38.1 28.6 19.0 23.8 23.8 19.0 9.5 23.8 0.0 0.0 4.8 14.3 4.8 

101人～ 

300人 
39 30.8 38.5 30.8 33.3 17.9 38.5 2.6 5.1 17.9 7.7 2.6 10.3 0.0 0.0 

301人 

以上 
20 25.0 25.0 35.0 45.0 20.0 35.0 5.0 5.0 15.0 10.0 5.0 5.0 10.0 0.0 
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問５　女性活躍を推進する上での問題点〔複数回答・％〕
N = 106

％

①時間外労働，深夜業をさせ
にくい

②家庭責任を考慮する必要
がある

③女性のための職場環境整
備にコストがかかる

④遠距離通勤や転居を伴う
転勤をさせにくい

⑤女性の平均勤続年数が短
い

⑥一般的に女性の就業意識
が低い

⑦中間管理職や同僚の男性
の認識・理解が不十分である

⑧顧客や取引先を含め社会
一般の理解が不十分である

⑨重量物の取扱や危険有害
業務などに法制上の制約が
ある

⑩ポジティブ・アクションの概
念がわかりにくい

⑪特になし

⑫その他

34.0

54.7

6.6

16.0

16.0

17.9

16.0

11.3

15.1

3.8

12.3

0.9

0 10 20 30 40 50 60

質問5 女性の活躍を推進する上での問題点について該当するものを選んでください。 

全体では，「②家庭責任を考慮する必要がある」が 54.7％と多く，「①時間外労働，深夜業をさせ

にくい」が34.0％，「⑥一般的に女性の就業意識が低い」が17.9％で続いている。「②家庭責任を考

慮する必要がある」は前回（47.7％）より7.0ポイント増加している。 

従業員人数別では，「①時間外労働，深夜業をさせにくい」と「⑥一般的に女性の就業意識が低い」

は51人～100人でそれぞれ42.9％，33.3％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
             （％） 

N＝ 

①時間外

労働，深

夜業をさ

せにくい 

②家庭責

任を考慮

する必要

がある 

③女性の

ための職

場環境整

備にコスト

がかかる 

④遠距離

通勤や転

居を伴う

転勤をさ

せにくい 

⑤女性の

平均勤続

年数が短

い 

⑥一般的

に女性の

就業意識

が低い 

⑦中間管

理職や同

僚の男性

の認識・

理解が不

十分であ

る 

⑧顧客や

取引先を

含め社会

一般の理

解が不十

分である 

⑨重量物

の取扱や

危険有害

業務など

に法制上

の制約が

ある 

⑩ポジテ

ィブ・アク

ションの

概念がわ

かりにくい 

⑪特にな

し 
⑫その他 

全体 106 34.0 54.7 6.6 16.0 16.0 17.9 16.0 11.3 15.1 3.8 12.3 0.9 
50人 

以下 
25 24.0 52.0 8.0 4.0 20.0 24.0 16.0 12.0 24.0 8.0 12.0 0.0 

51人～ 

100人 
21 42.9 61.9 9.5 14.3 14.3 33.3 4.8 14.3 19.0 4.8 4.8 0.0 

101人～ 

300人 
39 30.8 53.8 2.6 25.6 15.4 10.3 17.9 10.3 10.3 0.0 15.4 0.0 

301人 

以上 
20 40.0 50.0 10.0 15.0 15.0 5.0 25.0 10.0 10.0 5.0 15.0 5.0 
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（4）働き方に関すること 

質問6 女性の職域拡大の取組状況についてお答えください。 

全体では，「①行っている」が70.8％と多く，前回（52.3％）より大幅に増加している。 

従業員人数別では，「①行っている」は 50 人以下で 44.0％と最も少なく，人数が増えると多くな

り，301人以上で90.0％と最も多い。 

育児休業制度取得者有無別では，「②行っていない」は取得者なしの事業所で48.6％と多い。 

ポジティブ・アクションの取組状況別では，「②行っていない」は取り組む予定はない事業所で

66.7％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問６　女性の職域拡大の取組状況〔％〕

N =

全　　　体 106

10人以下 2

11人～50人 23

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

70.8

50.0

43.5

66.7

82.1

90.0

29.2

50.0

56.5

33.3

17.9

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①行っている ②行っていない
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問６－１　女性の職域拡大を行わない理由〔複数回答・％〕
N = 31

％

①どう育成したらよいかわか
らないから

②採用条件にあう女性がいな
いと思うから

③高所作業，危険物取扱等
の業務上の配慮が必要だか
ら

④産休や育児休業を取得さ
れると困るから

⑤女性用ロッカー等の整備す
るコストがかかるから

⑥その他

無　回　答

22.6

48.4

35.5

0.0

0.0

25.8

3.2

0 10 20 30 40 50 60

質問6-1 質問6で，2を選んだ事業所におたずねします。女性の職域拡大を行わない理由について該当する

ものを選んでください。 

全体では，「②採用条件にあう女性がいないと思うから」が48.4％（前回49.0％）と多く，「③高

所作業，危険物取扱等の業務上の配慮が必要だから」が 35.5％（前回 25.5％），「⑥その他」が

25.8％（前回 15.7％），「①どう育成したらよいかわからないから」が 22.6％（前回 27.5％）である。

前回より「③高所作業，危険物取扱等の業務上の配慮が必要だから」は大幅に増加している。 

従業員人数別では，「③高所作業，危険物取扱等の業務上の配慮が必要だから」は 301 人以上で

50.0％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
        （％） 

N＝ 

①どう育成した

らよいかわから

ないから 

②採用条件に

あう女性がい

ないと思うから 

③高所作業，危

険物取扱等の

業務上の配慮

が必要だから 

④産休や育児

休業を取得さ

れると困るから 

⑤女性用ロッカ

ー等の整備す

るコストがかか

るから 

⑥その他 無回答 

全体 106 22.6 48.4 35.5 0.0 0.0 25.8 3.2 

50人以下 25 28.6 50.0 35.7 0.0 0.0 14.3 7.1 

51人～100人 21 28.6 42.9 42.9 0.0 0.0 28.6 0.0 

101人～300人 39 14.3 42.9 28.6 0.0 0.0 42.9 0.0 

301人以上 20 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 

 

  

現状で充分と考えている，女性が多いなど 
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質問7 女性が責任や負担の少ない業務や男性の補助的な業務に付くことが多いですか。 

全体では，『当てはまる(「①当てはまる」「②やや当てはまる」の計，以下同様)』が 51.9％であ

る。「③当てはまらない」は前回（39.3％）より7.9ポイント増加している。 

従業員人数別では，『当てはまる』は 301 人以上で 65.0％（前回 47.3％）と多く，前回より 17.7

ポイント増加している。 

業種別では，「③当てはまらない」は医療・福祉で95.2％，サービス業で80.0％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問７　負担の少ない業務や補助的な業務に付く〔％〕

N =

全　　　体 106

10人以下 2

11人～50人 23

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

17.0

21.7

19.0

10.3

25.0

34.9

50.0

26.1

33.3

35.9

40.0

47.2

50.0

52.2

47.6

53.8

30.0

0.9

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①当てはまる ②やや当てはまる ③当てはまらない 無 回 答
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問７－１　負担の少ない業務等を担当する理由〔複数回答・％〕
N = 55

％

①企業事情に合わせた働き
方が困難であるから

②受付業務や電話応対等は
女性の方が向いているから

③結婚や出産で退職する女
性が多いから

④責任や負担の重い仕事を
やりたがらない女性が多いか
ら

⑤女性が責任者で取引先等
から不安が出るから

⑥その他

41.8

20.0

7.3

56.4

0.0

20.0

0 10 20 30 40 50 60

質問7-1 質問7で，1・2を選んだ事業所におたずねします。女性が責任や負担の少ない業務や男性の補助

的な業務を担当する理由は何ですか。 

全体では，「④責任や負担の重い仕事をやりたがらない女性が多いから」が56.4％（前回59.4％）

と多く，「①企業事情に合わせた働き方が困難であるから」が41.8％（前回46.9％），「②受付業務

や電話応対等は女性の方が向いているから」と「その他」がともに 20.0％（前回 46.9％，6.3％）で

続いている。前回より「②受付業務や電話応対等は女性の方が向いているから」は大きく減少してい

る。 

従業員人数別では，「④責任や負担の重い仕事をやりたがらない女性が多いから」は 50 人以下で

83.3％，「①企業事情に合わせた働き方が困難であるから」は101人～300人で61.1％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       （％） 

N＝ 

企業事情に合わ

せた働き方が困

難であるから 

受付業務や電話

応対等は女性の

方が向いている

から 

結婚や出産で退

職する女性が多

いから 

責任や負担の重

い仕事をやりたが

らない女性が多い

から 

女性が責任者で

取引先等から不

安が出るから 

その他 

全体 55 41.8 20.0 7.3 56.4 0.0 20.0 

50人以下 12 8.3 33.3 0.0 83.3 0.0 8.3 

51人～100人 11 45.5 27.3 9.1 54.5 0.0 18.2 

101人～300人 18 61.1 11.1 16.7 44.4 0.0 22.2 

301人以上 13 46.2 15.4 0.0 46.2 0.0 23.1 

 

  

慣習になっていたから，業務を性別で区分する文化が一部におい
て根付いているなど 
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質問8 女性にはどのような働きを期待しますか。 

全体では，「②幅広い業務を経験し幹部として働いてほしい」が 53.8％（前回 40.2％）と多く，

「①現在の業務で専門性を高めてほしい」が 39.6％（前回 46.7％），「③現状のままでよい」が

6.6％（前回 10.3％）である。前回より「②幅広い業務を経験し幹部として働いてほしい」は大幅に

増加している。 

従業員人数別では，「①現在の業務で専門性を高めてほしい」は 50 人以下で 48.0％と最も多く，

人数が増えると少なくなり，301人以上で25.0％と最も少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問9 女性の勤続年数が伸びる一方で育児や介護のために労働時間に制約が生じる社員が増えた場合，ど

のように対応しますか。 

全体では，「①積極的に仕事と家庭の両立に配慮する」が81.1％（前回68.2％）と多く，「③特に

何もしない」が 13.2％（前回 17.8％），「②会社の負担は出来る限り増やさない」が 5.7％（前回

13.1％）である。前回より「①積極的に仕事と家庭の両立に配慮する」は大幅に増加している。 

従業員人数別では，「③特に何もしない」は 50人以下で 8.0％と最も少なく，従業員数が増えると

多くなり，301人以上で20.0％と最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問８　女性にはどのような働きを期待する〔％〕

N =

全　　　体 106

10人以下 2

11人～50人 23

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

39.6

50.0

47.8

42.9

38.5

25.0

53.8

50.0

52.2

52.4

48.7

70.0

6.6

4.8

12.8

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①現在の業務で専門性を高めてほしい ②幅広い業務を経験し幹部として働いてほしい

③現状のままでよい

問９　労働時間に制約が生じる社員が増えた場合の対応〔％〕

N =

全　　　体 106

10人以下 2

11人～50人 23

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

81.1

100.0

82.6

85.7

79.5

75.0

5.7

8.7

4.8

5.1

5.0

13.2

8.7

9.5

15.4

20.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①積極的に仕事と家庭の両立に配慮する ②会社の負担は出来る限り増やさない ③特に何もしない
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問９－１　仕事と家庭の両立に配慮する理由〔複数回答・％〕
N = 86

％

①今後は女性の労働力が欠
かせないから

②男女とも働き続けることが
できる会社は業績がよいから

③人材定着で採用・育成コス
ト低減が期待できるから

④少子高齢化への対応のた
め仕方ないから

⑤両立支援が進んでいる会
社として評価を得たいから

⑥その他

76.7

24.4

40.7

10.5

12.8

4.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

質問9-1 質問9で，1を選んだ事業所におたずねします。積極的に仕事と家庭の両立に配慮する理由をお答

えください。 

全体では，「①今後は女性の労働力が欠かせないから」が76.7％（前回74.0）と多く，「③人材定

着で採用・育成コスト低減が期待できるから」が40.7％（前回45.2％），「②男女とも働き続けるこ

とができる会社は業績がよいから」が24.4％（前回21.9％）で続いている。 

従業員人数別では，「②男女とも働き続けることができる会社は業績がよいから」は 51人～100人

で33.3％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       （％） 

N＝ 

①今後は女性の

労働力が欠かせ

ないから 

②男女とも働き

続けることができ

る会社は業績が

よいから 

③人材定着で採

用・育成コスト低

減が期待できる

から 

④少子高齢化へ

の対応のため仕

方ないから 

⑤両立支援が進

んでいる会社とし

て評価を得たい

から 

⑥その他 

全体 86 76.7 24.4 40.7 10.5 12.8 4.7 

50人以下 21 71.4 19.0 47.6 14.3 9.5 0.0 

51人～100人 18 83.3 33.3 33.3 11.1 11.1 5.6 

101人～300人 31 77.4 29.0 38.7 9.7 12.9 6.5 

301人以上 15 73.3 13.3 46.7 0.0 20.0 6.7 

 

  

男でも女でも家庭と両立が当たり前，安心して働ける会社であることにより生産性の向
上が期待できるなど 
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質問10 女性の労働力が欠かせないと思いますか。 

全体では，「①はい」が99.1％（前回93.5％）とほとんどを占める。 

従業員人数別では，「②いいえ」は50人以下で4.0％みられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問10　女性の労働力が欠かせない〔％〕

N =

全　　　体 106

10人以下 2

11人～50人 23

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

99.1

100.0

95.7

100.0

100.0

100.0

0.9

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①はい ②いいえ
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（5）男女共同参画・女性活躍推進の取組等 

質問11 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定していますか。 

全体では，「①策定している」が 67.9％（前回 45.8％）と多く，「③策定していない」が 27.4％

（前回 46.7％），「②策定する予定である」が 4.7％（前回 4.7％）である。前回より「①策定して

いる」は22.1ポイントと大幅に増加している。 

従業員人数別では，「①策定している」は101人～300人，301人以上で80％以上と多い。 

育児休業制度取得者有無別では，「③策定していない」は取得者なしの事業所で43.2％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問12 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を策定していますか。 

全体では，「③策定していない」が 41.5％（前回 73.8％），「①策定している」が 40.6％（前回

21.5％）と同程度で，「②策定する予定である」が 16.0％（前回 2.8％）である。前回より「策定し

ている」は19.1ポイント，「②策定する予定である」は13.2ポイントと大幅に増加している。 

従業員人数別では，「①策定している」は 301 人以上で 100.0％，「②策定する予定である」は人

数が増えると多くなり，101人～300人で30.8％と最も多い。 

育児休業制度取得者有無別では，「③策定していない」は取得者なしの事業所で64.9％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問11　次世代育成支援対策推進法の一般事業主行動計画〔％〕

N =

全　　　体 106

10人以下 2

11人～50人 23

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

67.9

50.0

47.8

38.1

82.1

95.0

4.7

9.5

7.7

27.4

50.0

52.2

52.4

10.3

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①策定している ②策定する予定である ③策定していない

問12　女性活躍推進法の一般事業主行動計画〔％〕

N =

全　　　体 106

10人以下 2

11人～50人 23

51人～100 人 21

101 人～300 人 39

301 人以上 20

40.6

50.0

21.7

23.8

30.8

100.0

16.0

8.7

14.3

30.8

41.5

50.0

69.6

61.9

33.3

1.9

5.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①策定している ②策定する予定である ③策定していない 無 回 答
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問13　市の会議等に参加するための事業所の支援〔複数回答・％〕
N = 106

％

①休暇などの制度の導入

②始業・終業時刻の繰り上
げ，繰り下げ

③管理職や他の従業員への
理解の促進

④その他

⑤わからない

無　回　答

25.5

28.3

40.6

8.5

27.4

0.9

0 10 20 30 40 50 60

質問13 従業員の市の会議や地域活動への参加促進のために，事業所が支援できることはありますか。 

全体では，「③管理職や他の従業員への理解の促進」が 40.6％と多く，「②始業・終業時刻の繰り

上げ，繰り下げ」が28.3％，「⑤わからない」が27.4％，「①休暇などの制度の導入」が25.5％で続

いている。 

従業員人数別では，「③管理職や他の従業員への理解の促進」は 301人以上で 60.0％，「②始業・

終業時刻の繰り上げ，繰り下げ」は50人以下で40.0％と多い。 

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定状況別では，「③管理職や他の従業員への理解

の促進」は策定予定の事業所で52.9％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       （％） 

N＝ 

①休暇などの制

度の導入 

②始業・終業時

刻の繰り上げ，

繰り下げ 

③管理職や他の

従業員への理解

の促進 

④その他 ⑤わからない 無回答 

全体 106 25.5 28.3 40.6 8.5 27.4 0.9 

50人以下 25 20.0 40.0 24.0 12.0 36.0 0.0 

51人～100人 21 28.6 33.3 47.6 4.8 19.0 0.0 

101人～300人 39 25.6 28.2 38.5 2.6 28.2 2.6 

301人以上 20 30.0 10.0 60.0 20.0 20.0 0.0 

 

  

活動の目的や希望により対応・参加を認める，有給の活用，社員向け活動の

周知など 
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問14　コロナウィルス感染症に伴う社内での取組〔複数回答・％〕
N = 106

％

①キャッシュレス決済の導入

②商談，契約などのデジタル
化

③採用活動，勤怠管理のデジ
タル化

④会議や打合せのオンライン
化

⑤社員の時差出勤や勤務時
間の短縮

⑥テレワークの導入

⑦分散勤務の導入

⑧社内の換気や３密回避の
職場環境の整備

⑨事務所の縮小や移転

⑩その他

⑪何もしていない

8.5

17.0

38.7

74.5

25.5

35.8

19.8

90.6

2.8

0.0

3.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

質問14 新型コロナウイルス感染症に伴う「新しい生活様式」を踏まえ，社内でどのような取組を行ってい

ますか。 

全体では，「⑧社内の換気や 3密回避の職場環境の整備」が 90.6％と多く，「④会議や打合せのオ

ンライン化」が74.5％，「③採用活動，勤怠管理のデジタル化」が38.7％，「⑥テレワークの導入」

が35.8％で続いている。 

従業員人数別では，「④会議や打合せのオンライン化」は 101 人～300 人，301 人以上で 90％以上，

「③採用活動，勤怠管理のデジタル化」と「⑥テレワークの導入」は 301人以上でそれぞれ 65.0％，

55.0％と多い。 

育児休業制度取得者有無別では，「④会議や打合せのオンライン化」は取得者ありの事業所で

85.3％と多い。 

育児のための短時間勤務制度取得者有無別では，「④会議や打合せのオンライン化」は取得者あり

の事業所で89.1％と多い。 

介護休業制度取得者有無別では，「④会議や打合せのオンライン化」は取得者ありの事業所で

89.5％と多い。 

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定状況では，「④会議や打合せのオンライン化」

は策定している事業所で86.0％と多い。 
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            （％） 

N＝ 

①キャッ

シュレス

決済の導

入 

②商談，

契約など

のデジタ

ル化 

③採用活

動，勤怠

管理のデ

ジタル化 

④会議や

打合せの

オンライ

ン化 

⑤社員の

時差出勤

や勤務時

間の短縮 

⑥テレワ

ークの導

入 

⑦分散勤

務の導入 

⑧社内の

換気や 3

密回避の

職場環境

の整備 

⑨事務所

の縮小や

移転 

⑩その他 
⑪何もし

ていない 

全体 106 8.5 17.0 38.7 74.5 25.5 35.8 19.8 90.6 2.8 0.0 3.8 
50人 

以下 
25 4.0 4.0 28.0 60.0 16.0 20.0 12.0 80.0 4.0 0.0 8.0 

51人～ 

100人 
21 14.3 14.3 19.0 38.1 14.3 23.8 28.6 85.7 0.0 0.0 4.8 

101人～ 

300人 
39 5.1 15.4 43.6 92.3 35.9 43.6 12.8 97.4 0.0 0.0 0.0 

301人 

以上 
20 15.0 40.0 65.0 95.0 30.0 55.0 35.0 95.0 10.0 0.0 5.0 
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問15　事業所の今後の方向性としての取組〔複数回答・％〕
N = 106

％

①キャッシュレス決済の導入

②商談，契約などのデジタル
化

③採用活動，勤怠管理のデジ
タル化

④会議や打合せのオンライン
化

⑤社員の時差出勤や勤務時
間の短縮

⑥テレワークの導入

⑦分散勤務の導入

⑧社内の換気や３密回避の
職場環境の整備

⑨事務所の縮小や移転

⑩その他

⑪予定していない

無　回　答

7.5

18.9

30.2

48.1

10.4

17.9

8.5

30.2

0.9

2.8

19.8

1.9

0 10 20 30 40 50 60

質問15 新型コロナウイルス感染症収束後を見据え，事業所の今後の方向性として，どのような取組を進め

ようとお考えですか。 

全体では，「④会議や打合せのオンライン化」が 48.1％と多く，「③採用活動，勤怠管理のデジタ

ル化」と「⑧社内の換気や 3 密回避の職場環境の整備」がともに 30.2％，「⑪予定していない」が

19.8％で続いている。 

従業員人数別では，「④会議や打合せのオンライン化」は 101 人～300 人で 59.0％，「⑧社内の換

気や3密回避の職場環境の整備」は51人～100人で42.9％と多い。 

介護休業制度取得者有無別では，「③採用活動，勤怠管理のデジタル化」は取得者ありの事業所で

47.4％と多い。 

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定状況では，「④会議や打合せのオンライン化」

は策定している事業所で58.1％と多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

活動の目的や希望により対応・参加を認める，有給の活用，社員向け活動の周知など 
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             （％） 

N＝ 

①キャッ

シュレス

決 済 の

導入 

②商談，

契 約 な

どのデジ

タル化 

③ 採 用

活動，勤

怠 管 理

のデジタ

ル化 

④ 会 議

や 打 合

せ の オ

ンライン

化 

⑤ 社 員

の 時 差

出 勤 や

勤 務 時

間 の 短

縮 

⑥テレワ

ー ク の

導入 

⑦ 分 散

勤 務 の

導入 

⑧ 社 内

の 換 気

や3密回

避 の 職

場 環 境

の整備 

⑨ 事 務

所 の 縮

小 や 移

転 

⑩ そ の

他 

⑪ 予 定

していな

い 

無回答 

全体 106 7.5 18.9 30.2 48.1 10.4 17.9 8.5 30.2 0.9 2.8 19.8 1.9 
50人 

以下 
25 4.0 12.0 28.0 40.0 4.0 20.0 12.0 28.0 0.0 0.0 24.0 4.0 

51人～ 

100人 
21 9.5 23.8 14.3 42.9 19.0 19.0 9.5 42.9 - - 19.0 - 

101人～ 

300人 
39 7.7 12.8 38.5 59.0 12.8 20.5 7.7 33.3 - 7.7 12.8 - 

301人 

以上 
20 10.0 35.0 35.0 45.0 5.0 10.0 5.0 15.0 5.0 - 25.0 5.0 

 

 

質問16 今後，事業所の男女共同参画を進めるに当たって，行政への要望やご意見などがありましたらご記

入ください。 

全体では，12.3％の記述があり，内容としては「働きやすい環境に関すること」「性別で判断すべ

きではない」「女性を採用しやすい環境づくりに関すること」などがあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

順位 内容 件数

働きやすい環境に関すること

一定の法律での雇用率や役職率等を設けなければ急には進まない。育休等の手続きが市を跨いだり
するとわかりにくい。男性の理解・協力，特に家庭での協力を呼びかけてほしい。

性別で判断すべきではない

同じ女性であっても，キャリアを積みたい人や，家庭での時間をとりたい人等色々な考えがあり，それ
は男性も同じである。夫婦の形によっても違うと思うので，あまり性別で判断するのはどうなのだろうと
疑問に思う。能力のある人が自社で活躍してくれそうなことを基準に性別に関係なく採用選考が行わ
れ，制限ない働き方が当り前の社会にしてほしい。

女性を採用しやすい環境づくりに関すること

女性にしかできない委託業務を増やしてもらい，行政より発注してもらいたい（女性の仕事を増やす）。
女性は理工系の履修が非常に少なく，製造業の場合，活用できる職種が限定されてくる。教育機関も
女性活躍を踏まえるなら文系縮小，理系拡充し，企業のニーズと人材のバランスをとるべきと考える。
女性活躍＝文系人材ばかりが増えるという現状を根本的に変えないと企業としては（製造業では）動き
づらい状況にある。

１位 ３件

２位 各２件

問16　自由意見

N =

106 12.3 87.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①記述あり ②記述なし
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資  料 

（1）市民意識調査票 
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（2）事業所アンケート調査票 
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